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中長期的課題への取組等

1 スマート税務行政の実現に向けた取組

税務行政を取り巻く環境が大きく変化する中､引き続き、国税庁の使命である｢納

税者の自発的な納税義務の履行を適正かつ円滑に実現」する観点から平成29年6

月に「税務行政の将来像」を公表し、 「納税者の利便性の向上」 と 「課税・徴収の

効率化・高度化」に向け、申告・納付のデジタル化の推進や国税情報システムの高

度化、内部事務の集約処理等といった将来像実現に不可欠な事務運営の見直しやイ

ンフラ整備の検討に取り組んでいるところである。

今後も、 ICTを活用したデジタル化を着実かつ確実に推進することを基本とし、

納税者の利便性の向上については、確定申告・年末調整手続の電子化、税務相談の

高度化・効率化、納付手段の多様化・キャッシュレス化等に取り組み、課税・徴収

の効率化･高度化については､情報収集の拡大を図りつつ､データ活用による調査・

徴収などの事務処理の効率化・高度化に取り組み、複雑困難事案等に的確に対応し

ていく （資料1)。

2添付書類も含めたe-Taxの普及・定着

添付書類も含めたe-Taxの利用を普及していくことは、納税者等の利便性の向上

と税務行政の効率化につながるとともに、税務行政が向かうべき内部事務の効率化

や調査・徴収をはじめとする各種事務におけるICT･データの活用を一層推進し

ていく上で不可欠である。

このため、添付書類も含めたe-Tax利用の普及・定着に当たって、効果が高いと

考えられる、あるいは効果を高めなければならない対象者を重点対象者として抽出

した上で、これらに対して限られた事務量を計画的かつ効率的に投下することとし、

これらを内容とする中期的な取組方針を平成30事務年度末までに策定することと



した（資料2)。

令和元事務年度以降において、各局は、当該取組方針に沿って取り組んでいくこ

ととしており、これに沿って実施した施策について、その対象期間の各事務年度末

までに定量的に分析・評価した上で、改善方策等を検討し、令和2事務年度以降の

施策等に確実に反映させることとしている。

なお、各局で選定した重点対象者のほか、次の施策も併せて実施することとして

いる。

・ 相続税申告におけるe-Taxの利用が令和元年10月から可能となることから、

相続税の税理士関与割合が高いことを踏まえ、相続税申告のe-Tax利用について

税理士等に対して積極的な利用勧奨を実施

・ 法定調書の光ディスク等による提出義務基準の引下げが令和3年1月から適用

されることから、新たに光ディスク等による提出義務者に対して法定調書の

e-Taxによる提出の勧奨を実施

3データ活用の推進

データ活用の推進にあたっては、 「データ活用推進第一次中期計画」に基づき、

主務課等が事務運営や選定基準、個別事務の検討等の通常業務を行う中で、システ

ム部署と連携して、客観的なデータに基づき、深度ある検討を行っていく必要があ

るため、各課と協力の上、データ活用に係るパイロット・プロジェクトを継続し、

ノウハウ等の蓄積を図るとともに、庁内各課及び各局に対してデータ分析手法など

の情報発信を継続して実施する。

4国税情報システムの高度化

「税務行政の将来像」の実現に向けては、既存の業務フローやシステム構成とい

った枠組みにとらわれることなく、取組方針である「デジタル・ガバメント実行計

画」 （平成30 （2018）年1月eガバメント閣僚会議決定､平成30年(2018)年7月

デジタル・ガバメント閣僚会議決定（改定)）に基づきながら、デジタル化の進展

やICTの活用を前提に、内部事務のセンター化を中心とした業務改革(BPR)

も見据えつつ、書面を中心とした事務処理からデータを中心とした事務処理への転

換を図るとともに、操作性や視認性に優れたシステム構築を目指していく。

5内部事務の集約処理等

集約処理による更なる事務の効率化・高度化等を図ることを目的として、現在、



各局で内部事務のセンター化や課税部コールセンターの試行に取り組んでいる。

令和元事務年度からは、集約処理による業務改革に円滑な実現を図る観点から、

これの取り組みを集約し､国税庁試行(内部事務のセンター化の試行)と位置づけ、

全国的に取り組むこととし、職員の事務負担軽減や職場環境の整備を図りつつ、集

約処理を通じて内部事務のより一層の正確性の向上と効率化を図るとともに、これ

による事務量配分の見直しなどにより、外部事務の充実・高度化や納税者利便の向

上を目指す。

試行に当たっては、将来のセンター設置に向けて、適切な効果検証と課題の改善

に取り組むこととする（資料3)。

併せて、センター化後も引き続き、署で対応が必要となる税務相談や現金領収と

いった窓口業務について、①納税者の利便性の向上と②職員の事務負担軽減の両立

が図られるよう、 ICTを活用しながら抜本的な見直しに取り組む。
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はじめに

○財務省設置法第19条には､国税庁の任務として､内国税の適正かつ公平な賦課及び徴収の実現が定められており、申告

納税制度の下で､納税者の自発的な納税義務の履行を適正かつ円滑に実現することが､国税庁の使命とされています｡そ

のため､国税庁では､納税者サービスの充実に努めるとともに､適正･公平な課税･徴収に努めています。

○税務行政を取り巻く環境が大きく変化する中､今後とも､納税者の皆様の理解と信頼を得て､国税庁の使命を十分に果た

していくためには､その時々における課税･徴収上の個々の課題に的確に対応していくことはもとより､経済社会の急激な変化に

税務行政が的確に対応できるよう、中長期的に国税庁が向かうべき将来像を明らかにし､そこに向けて着実に取り組んでいくこ

とが重要と考えられます｡このため､平成29年6月に､「税務行政の将来像」 （以下、「将来像｣という｡）を取りまとめ､公表

したところです。

○「将来像｣は､おおむね10年後のイメージを示したもので、 ICTの活用による｢納税者の利便性の向上｣と｢課税･徴収の

効率化･高度化｣を柱として､「スマート税務行政｣に進化していくことを示しています。

○今回は､将来像の公表から約2年が経過したことを踏まえ､これまでの間に実現又は具体化した取組や今後の課題を改め

て整理（資料4頁参照）した上で､最近の取組状況として､主なものを紹介します。

○国税庁では､弓|き続き､必要なインフラ整備や業務改革を進めながら、「スマート税務行政｣の実現に向けて計画的に取り

組んでまいります。

令和元年6月21日

国税庁

王
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税務手続のデジタル化（個人の皆様向け）
;枡 』ﾛ需価J… 亨 帝 菩 抽罰r玉…HT1 － 口… …

スマホ専用画面
a ■

争■■■■■

雑.萄錨簿の.入カ

ー…､､鐸

蛤辱め群晩識槻撰 髪>齢争 発il::隣媒1., ￥:､八かt

宅《:姪塗均､．

源泉撤収祭の.入力

渋恥奮蕊［ぬ

蝿･珍露緯熱湾淡心金脈 <蝿I

蛎渇凝鐸ｨ零荊欺乃鈴瞳↑誰《樗

’
1葬蕊露瑁愛娩鯨K朧》

鰯滋繊鍛職派が必醗'曜謹醸笛惚撫識

磁〕 錘
F…藤】

●｢スマホ專用画面｣が利用可能な手続を､順次拡大します。 【令和2年1月～】 ●
マ 『

f
l

【スマホ専用画面の利用対象者等】

蕊議熱燃雛雛識溌
’瀞驍鰯蕊鍵蕊…零

収入 。 給与所得（年末’

撚蕊

※下線部が30年分との変更点

讓篝凝蕊蕊蕊蕊蕊蕊溌溌溌蕊識蕊§
篭” “ ， 龍" 。 “韓“
1 ．<･ ‐ 給与所得（年調済1か所､年調未済､2か所以上に対応）

公的年金等その他雑所得一時所得 ： r ‐

マアF r■ 宙…ロー顎ｱ……

議蕊篝1 蕊蕊識繍蕊
…蕊…噌 噌

(年末調整（年調）済1か所）

所得控除 医療費控除､寄附金控除 全てα
騨 望 露藍 一

…”熱 簿樵… 、"識” ‐…' :箪蔽党阜税額控除 ， :評：政党等寄附金等特別控除
零 ． f’…

その他 予定ボ

●マイナンバーカード読取機能を搭載したスマートﾌｫﾝ（※)を使えば、

なります。 【令和2年1月～】

（※）マイナンバーｶｰドの読み取りに対応したｽﾏｰﾄﾌｵﾝ(Android端末のみ）は令和元年6月7

全ての

は令和元年6月7

所得控除
胃テー． …筆.",舗辮鴇鐸“ 、一 “ 侭:謬蕊篭自一剰…# ＝ “… ‘ ”鯉率§
政党等寄附金等特別控除､災害減免額’ ‘ 点、

(案内のみ）

ﾏｲナンバーカードの電子証明書を用いたe-~｢ax送信が可能に

日時点において71機種。
ノ

“P ヅタ
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個人の皆様向け）税務手続のデジタル化
q,面＃:＃:僻弛｡ △蝉 ニー星3魂｡ 日 ■ 日日 『…沖悪寒唱唱…L 切目…

ー 一面岨 ￥ ワー､

【取組“1年末調整手続・簡便化’
｛》時一》時斡一》》神》》《鉾》》幸

〆

1℃Tの活用による年末調整手続の簡便化のため､年末調整控除申告書作成用ソフトウェア（年調ソフト） （※)を無料で提供しま
す。 ： 。 、 ：。 、 。 ； ‐‘ 【令和2年10月導入予定】

・作成可能な年末調整関係書類は､①保険料控除申告書②住宅借入金等特別控除申告書③扶養控除等（異動）申告書④配偶者控除等申告書。

． （注）上記申告書のほか､令和2年分以降の年末調整において追加される基礎控除申告書及び所得金額調整控除申告薑についても対応予定。 鍵

：従業員は､国税庁ﾎｰﾑ':一ジから年調ｿﾌﾄをダｳﾝﾛｰドして利用可能（なお､勤務先がダｳﾝﾛﾐドした年調ｿﾌﾄを従業員に配付して利用することも可能） 。
→上記の①､②については､従業員が､保険会社等から入手した控除証明書等のデータを年調ソフトに取り込めば､控除申告書の所定の項目に自動入力（簡|‘

瀞乳 綿’

便･正確に控除申告書データを作成） 。 ”職 ’｜鍵“ ．露 ”雷’ 蕊 。 、農 鱗 § ： 霞 鶴 。 … 冨 蕪

→内容確認後､従業員はそのまま勤務先にオンライン提出可能。
掌

幾年調ｿﾌﾄの仕様公開を通じ､民間べﾝダｰ等が提供している給与ｼｽﾃﾑ等の開発も促進。
琴

…… ……………… … ‐ ＝－ … ‐…､=_. …… ←_－ － ノ
１
１
、

汰
琶
署

～(順次対応） ｜器F､毛… 蛇乃■名頓~~~~~~~~~~~~~~一;……：

|保険会ﾈ十

▼ 旬翫面画程壺…桧 w 副配踊口咄面缶…面＊命蛉汁

勤務先 鱗
蕊

従業員
離鴬

篝
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診量
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続の~､~“税務手 丁ンタノ (個人の皆様向け）のﾚ化
2… ■■ ■ ･ 卜泌…’r師 ,

曲田切宙内切、■ ■…■

【取組例③】マイナポータルを活用した確定申告の簡便化のイメージ

！
確定申告に必要な控除証明書等の'|胄報をマイナボータル経由で一括入手し､そのデータを確定申告害に自動入力できる仕組み

の実現に向けた検討を行っています。 』 ‘

※仕組みの検討に当たっては､関係府省等と連携し､最新の各種セキュリティ対策の導入等､情報の取扱いに細心の注意を払います。
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カードで認証
〆

例：公的年金の源泉徴収票等
年末調整済みの方でも､次のような方* : i
は､確定申告をする必要があります｡ - ｜
①2か所以上から受ける給与や副業によ ；
:る収入など他の所得が20万円を超え: ｜

る方 ‘

②医療費控除や寄附金控除(ふるさと : ｜
§納税)、等の適用を受けようとする方 ’｜

、幸 :､ござ幸= : : : "二 ﾉ'1
: 、 : : ; :: :Aﾐ.: - " . ･ .. _
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鳶
郡
轟
挙
鈩
黒
畏
蒼
両

ー"雷閲饒§ 窪

例：寄附金受領証明言

（ふるさと納税）
二

銀行･証券会社“

民間送達

サービス
４
０

1
鐸

府
掴
挿
画
時
鷺
唾
Ａ
刃
守
堺
劃
甥
地
榔
蕊
記
和
子

鷺

；

§

＄

＃

、

例 住宅ローンの年末残高証日
一
一
白

特定口座年間取引報告薑

１
羽
Ｉ
〃

牛命保険会社
一一今堅一一四一＝畢酪筆一一画呼一キー垂晶ローローW－－尚角争辛一や~守一幸曲論輪輻－呼四呼浄牟塞

簡便な操作で

証明書データ等

を一括入手

一

税務当局 例：保険料控除証明書ｌ
Ｆ
ｌ
１
ｆ
ｔ
１
Ｆ
１
Ｉ

Ｉ
ｊ
ｌ
ｉ
ｌ
１
１
１
１
ｊ
ｌ
１
１
１
１
１
１
１
１
Ｌ

2\
ﾛﾏF

羽

シェアリングｴｺﾉﾐｰ ，

プラットフォーム
§
＃
》》》

ｉ
ｌ
‘
撫
穀

篝
、

閻愚風塵

騒
騒
風
慰
園
園
慰
愚

例：取引当聿者間の決済情報写…日日L壁 E要羅津

e-~｢axで送信 ※この他､支払調書データについても今後、

可能なものから連携対象としていく予定。

ド

ド
馨劉…

支払調書データについては､税理士が代理

して扱うことができます。(注）実施に当たっては､データ連携先機関等との所要の調整等が前提。 ﾉ
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【取組例⑤】企業が行う手続の'オンライン・ワンストツプ化'〃
騨踏》坤坤沖 吋酔捗》彫

法人設立オンライン･ワンストツプ ゞ ･ 、
これまで縦割り･バラバラだった手続をマイナボータルを活用してﾜﾝｽﾄｯプ化を実現。

、

f9 I

｜
ノ

-ビｽを開始。 、 ' t: ' ｡j
記),も含めたワンｽﾄｯプサービスを開始。

設立後の手続についてワンストッ

設立時の手続（定款認証･設

一令和元年度中：設立後の手続についてワンストッブサービスを開始。

一令和2年度中：設立時の手続（定款認証･設立登記）も含めたワンｽﾄｯプサービスを開始。

○企業が行う従業員のライフイベントに伴う社会保険･税手続のオンライン･ワンストツプ

従業員の採用､退職等のﾗｲﾌイベントに伴う社会保険･税手続等について､令和2年11月頃から順次、
：

、、 ライン･ワンｽﾄｯブ化を開始する。

マイナポータルのAPI※を活用したオン

※API (Appl icationProgramminglnterface) ､ :ブﾛグﾗﾑの機能を他のプﾛグﾗﾑでも利用できるようにするiこめ①規細
J⑲ ど濫搾岩ヨーロ弓闇薄踊
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○コンビ二納付【平成ZO年1月導入済】

○ダイレクト納付【平成21年9月導入済】

※ダイレクト納付とは､あらかじめ預貯金口座の情報を記載した利用届出書を提出することで､e-Taxを利用して申告した後､簡単な操作で預貯金口
座からの振替により納付できる手続。

○クレジットカード納付【平成29年1月導入済】
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○QRｺｰドを利用したｺﾝビ二納付の導入
自宅等において､国税庁ホームページ上で提供する確定申告書の作成ｼｽﾃﾑ等から納付に必要な情報をQRコードとして出力す
ることで､コンビ二での納付手続が可能に。

※QRｺード(PDF)をｽﾏﾎに表示させて手続も可能。
【平成ﾖ1年1月導入済】i
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○令和元年10月に全地方団体が電子納税を共同で収納する仕組みを導入予定であることから､これを踏まえ､国と地方団体が協力して利用勧
奨することで､納付のｷｬｯｼｭﾚｽ化を推進。

○情報技術の今後の動向を見据えながら､納付手段の更なる多様化によるｷｬｯｼｭﾚｽ化の推進について検討。
【順次実施】

※｢QRｺｰド｣は株式会社デンソーｳｪｰブの登録商標。
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L震面･表計算ｿ外等_；分析･検討･調査選定
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､／ 事務系統横断的なデータ管理 、／

､／ 情報収集の拡大（他省庁やｲﾝﾀｰﾈｯﾄ上の情報） 、／

データ中心の事務（IC

モバイル端末を活用したタ

T・AIを活用した各種分析の実施）
部事務
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/－訓【取組例⑧】ヂｰﾀ活用による事務の効率化･高度化に向けた取組
国税庁及び国税局にデータ活用を担当する職員を置き､次のような取組を推進。

、

･法定外資料等の'|胄報のほか､民間|胄報機関や外国政府から入手する情報など､膨大な情報リソースを､BAツール※

ながりやデータ間の関連性を把握することにより､高ﾘｽｸ対象を抽出｡調査選定等の事務を効率化･高度化。

これまでの申告内容や調査事續､法定

等を用いて､加工･分析を行い有機的なつ

(外ﾄ 国）
ーー、
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【データ活用ﾁ日当者】
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BAツール等を用いた分析
ロジスティック回帰分析､決定木分析、
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…
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一
種
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声
鱈
鉾

クラ

ｆ
ｆ
ｌ
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ｆ
を
ｆ
＃

鋤
ｋ
市
蛎
則
蛎
謂
鬮
矧
甜
側
丹
拳
騰
Ｅ
罫

u…ソ 毛、
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etc (納税者ごとに各種情報を組合せ）
……2－.………T~淨塞

………酌鉛鐸蜂出埠哩
識

、／

滞納者の情報（規模･業種等）や過去の架電履歴等を分析して応答予測モデルを構築｡応答予測に基づき作成した効果的なコールﾘｽﾄにより､接触効率

の向上を図ることで電話催告事務を効率化･高度化。

lc社の応答予測－
&Bﾈ士の応答予泪1l

A社の応答予測

/~ 、
1

滞納者の情報等により、接触効率が高いと

予測される日時（曜日・時間帯等）を抽出

条件としたコールﾘｽﾄの自動作成を可能とする

システムの構築を図る。

《 ／
、～ 〆ﾉ綴

滞納者

情報

納
報

琶
市
宝
月

虹
、
〃
〃
ｌ
Ⅲ
Ⅱ
１
１

§堂
→

一

応答予測モデル
壼
宅
麻
些

架
履

過去の架電履歴等から､滞納者の情報等に応じて、

いつ応答するかを確率で予測
ノ一

※

、
、
§
』

BA(BusinessAnalytics) ツール：統計学や機械学習等の技術を用いてデータ分析を行うツール。
ノ
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::f分鞭則叉6 壷: ~1毒

'l胄報収集の拡大

自国に所在する金融機関から

の非届件者の届件地国の税彩

忌有する金融口姪

そのil吉報を自動［

一
声
后

の''百辛吋=辛反の辛反芒

E桿供する

令融機関による弓F古イキ＝の口坐I|冑幸腫の宰磑答不兇市11｢YMl卜I【_『

の9月禾までに夕

杲有する令融□I

三年4月末までに国内に助在する金届虫機僕

どもに、外国の税務当局から、その国の令融』

ユ
ヌ
』
汀
Ｕ

上成ゴU牛以侈

雪報桿供を行
二J十

腎旦室：J=1、ゞﾐｰ“ ~＝TJ 、三
.- 合 .- .ﾆ . 弓. ." ; 二鷺5 二二 ‐.二 胃 二 巳 ． : ． . ． 今 . . え

外国八の情報提供6 の'|旨宰肘ｷ号ｲ共6外|玉

．［平厩30年に認回の禰報交瑛」

&税条約等に基づき､外国の税務当馬
二対して年一回まとめて精報提供

ヨl玉

菌=･職

蝿

玉|稀

AI懇IC

ﾏ宰J‐ニータャジユデ池一轡

町税者番号、口座
i当謹の錘閻琴酌

豊1劃 爵

ヨI玉lの〃兄

イーの爵

霞§冨函属仲署

胃協力開発機構(OECC ｜玉| |タ存局1口 ！｢音 ･弄朽 めもCommonReportingStandardの峪・

【取組例。】亡Rs=に基づく非居住者金言曲口座情報(CR■=情報)の自動的情報交換による情報の拡充



高度化聯》;§ ＃ -雲皿｝課税･徴収の効率化|・
．…謝…息ず

'|胄報収集の拡大

1
/-1 CRS'|胄報※の自動的情報交換地域別受領･提供口座数月＝ 、

lXCRSに基づく非居住者金融口座情報

（平成30年10月31日現在）
…蕊…i I

惟
唯
畔
騨
思

（英)マン島
エストニア

オーストリア

ポーランド

ポルトガル

マルタ

ルクセンブルク

ロシア

（丁〕フェロー諸島

ドイツ

ノルウェー斑

アイスランド

アイルランド

アゼルバイジャン

スイス

スウェーデン

スペイン甥鱗 アルゼンチン； ,. ． 、 ‘:鏡r壷_零蕊 一蕊・鐡驚
ウルグァイ

(英)アンギラ ：篭 ‘ ~輔．
(英)英領ヴァージン諸島

(英)ﾀｰｺｽ.ｶｲｺｽ諸島§墾蕊
(英)ケイマン諸島

(英)バﾐｭｰダ :]蓬
(英)モンセラット

カナダ

コスタリカ

コロンピァ癖璽學 ‘蕊， 溝繍
セントクリストファー･ネーヴィス

セントビンセント及びグレナディーン諸島

セントルシア －1－篭…難'Y霧識チリ

パナマュ ．._--- .- ‐ ｰ……,篭‘ ‐‘ ‘., .…“
バノ､マ

バルバドス

ブラジル．鰯:;; : ： :懲篭…r:郷識；
ベリーズ

メキシコ ．

（蘭)アルバ

(蘭)キュラソー ． 、 ： ．． ： : ； "､ ；

2.8％

鐸
霧,癖

謬

鳥
鳶

￥

う2.8％

，
ｐ
ｑ
ｆ

アラブ首長国連邦

クウェート

サウジアラビア

セーシェル

バーレーン

南アフリカ共和国

モーリシャス

レバノン

繍議鍵
（中)香港

（中)マカオ

ナウル

ニュージーランド

騨溌鶴議灘鶴鶴競羅；羽ト齢

繩

パキスタン

バヌアツ

マレーシア

インド

インドネシア

オーストラリア

クック諸島

サモア

シンガポール

大韓民国

中華人民共和国

提供口座数 ：
89,672 ＃

83‘2％

轆驚

(注） 我が国とのCRSによる情報交換の実施対象国･地域を示しているため､実際に情報交換を行った国･地域及び平成30年までにCRSに従った情報交換
の開始を表明した国･地域（平成30年10月31日現在： 101か国･地域）とは一致しない。

ノ、
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- ゴJ1 弓 一七 qd b 』 d 1 L d も 凸噌n 1 r d㎡d1 ロロロロロロ 口 J

'|胄報収集の拡大

に良§'害謙の活用ｲﾒｰジ調香菫'11
○国税庁においては､受領したCRS情報を活用し､利子･配当等の申告漏れ､相続財産の申告漏れを把握するほか、国外送金等調書､国外財産

調害､財産債務調書､その他既に保有している様々な情報と併せて分析することにより､海外取引･海外資産を的確に把握し、課税上の問題が認め

られる場合には確実に税務調査等を実施しています。

○また､CRS情報は富裕層及び海外取引法人等の新規把握のほか､受領した情報そのものにより､その国と何らかの経済的関係を有していたことが

把握できるなど､海外への資産隠し等の検討をする上で､有益な情報となり得ます。

~CRS情報の活用イメージ～ ～調査事例～

1 ～活用イメージ①（海外資産の申告漏れ）～ノ

二一

応匝 一一一一一一一一一一一一一一一～
〆一 ①Aは牛前にX国に

l－L錨鰕鳥 、－－瀞轆龍"／
匿只----‐
感

一

｜ ～預金～｜ 相続人B

割T踊騨ゞ ー｣鋒壊IL…鋤。
、〆

相続税申告害

海外資産残高

50○万円

相続税申告害

海外資産残高

目続税申告害

毎外資産残高
ｰ ‐ 死亡者'|胄報死亡者'|胄報亡者|冑

餅
を

吟 ’ 〃

○例えば､相続税の税務調査においては､死亡者'|胄報等とCRS情報を突合させること

により､海外資産に係る申告漏れを発見する端緒となります。

，/=CRSI|吉報 、､、
( (x国における ！
､､~口座|胄報レノ
ー、 〆言一
、 ’

| x国税務当局 ’④CRS情報等を分析

斗～活用ｲﾒｰジ②(財産の記載漏れ篝)～

ノ

ヨ

、

レ

リ

〃

『

〕

］

〆

一

Ｊ

】

、

ノ

仙惑P一ー一一ー一一＝ーｰ一ローーロー■一ロー一再

PJ－－－－－･＝一・＝一一一一一一一一1 l

‐｣----.---------－．－．－1 1 1

1－|誰篭琴11
－－』

一
一

＝

〆

【調査事例の概要】

被相続人Aの相続税申告において海外資産の計上は無かったものの､受領したCRS情報と

突合すると、X国の預金の申告漏れが想定されたため､調査に着手した。

調査の過程で、X国の預金が相続財産であることが判明し、さらにAが生前にX国に不動産

を保有しており､当該不動産についても相続税の申告漏れがあったことが判明した。

吟
○国外財産調書の記載内容とCRS情報の海外口座残高を突合した結果､金額に

開差がある場合は､財産の記載漏れ等を発見する端緒となります。

○CRS情報から海外口座残高が5,000万円超であると認められるにもかかわらず、
国外財産調書が未提出である場合､未提出者に対して提出を求めます。
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職弧課税･徴収の

I|胄報収集の拡大

例⑩】情報照会手続の整備 、

暗号資産（仮想通貨）取引やインターネットを通じた業務請負の普及など､経済取引の多様化･国際化が進展する中､適正課税を確保するた；

|め､令和元年度税制改正において､現行実務上行っている事業者等に対する任意の照会（協力要請）について法令の規定が整備されるとともに、 ；
1高額･悪質な無申告者等を特定するための!|胄報について;掴税当局が事業者等に報告を求める仕組みが整備されました（令和2年1月1日以；
1後に行う協力要請や報告の求めについて適用） 。
、河.坐一四二一△-＝上零遜騒一.--.-- ..-.塞二蕊ﾆﾆ熱...一一､＝…今..､--.. 品ヅーーさ堅一 . ､ ･‘ ,画『 ･世 日 ･ f . . . I ､ l ,....－...qp,….---. 今 - -.---.-.……-.-‘….-.…‘….………..........△---4･■…ﾛ凸‘-‘､ﾛ巳－－qﾛﾛ｡‘｡q 凸｡

口■■一四吋■ 鮎

1-

国税当局が事業者等に対して協力を求めることができる旨が明確化。現行実務上行っている事業者等に対する任意の照会について､税法上、
L一理 画睦草睦■D画睦ロー“ﾛﾛｭﾛｰﾛﾛﾛ強・q-d･＝■弱qや4割~毎

ｒ

ｒ

Ｉ

Ｉ

Ｐ

し

ｂ

Ｌ

可

蕊

・

芋

鰡

謎

耀

獅

ロ

("f龍業者等漁の報告の談め

たより実効的な形による情報照会を行うことができる規定が整備

事業者等による不服申立て等も可能6 ： ． 。 、

高額･悪質な無申告者等を特定するため特に必要な場合に限り､担保措置を伴っ

されたもの｡なお､事業者等に対して照会できる場合及び照会|胄報は限定されており、

【照会できる場合】以下の全てを満たすこと

○他の方法による照会情報の収集が困難であること（※法定調書や協力要請等により対象情報が入手できる場合は対象外）
○申告漏れの可能性が相当程度認められること（以下の①～③のいずれかに該当する場合）

①多額の所得（年間1,000万円超）を生じうる特定の取引の税務調査の結果､半数以上で当該所得等について申告漏れが認められた場合一
②特定の取引が違法な申告のために用いられるものと認められる場合
③不合理な取引形態により違法行為を推認させる場合
○求める情報の範囲や回答期限の設定に当たっては､相手方の事務負担に十分に配盧すること
【照会主体】
○事業者等の所在地の所轄国税局長（※照会しようとする場合には､あらかじめ､国税庁長官の承認を受けなければならない｡） “熱禰 雫＝

…=避難蕊騨【照会方法】 “ ＃』
○60日を超えない範囲内においてその準備に通常要する日数を勘案して指定する日までに書面による報告を求める

薑蕊薑一J一一職鯏
憾…" fL層？

【照会'l胄報】

○対象者の氏名（又は名称） 、住所（又は居所） 、番号（個人/法人） （※いずれも保有している限度で対象とする｡）
【不服申立て等】

○不服申立てや取消訴訟の対象として位置付け（※国税通則法上｢処分｣として位置付け） 国税局 事業者等
【担保措置】 例:仮想通貨交換業者

○1年以下の懲役又は50万円以下の罰金
ノ、
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，徴収の効率化§･高度化〆裁｣ ：脅鯵 "Ⅱ課税

複雑困難事案への対応（新しい経済取弓'八の対応等）

震多別ジグ士ゴ澤三薪弼め愚>舌凱鉦課緬確保を自彊じます。
小
酎
滞
刷
吐
小
掌
や
申
〃
鋸

…萢秤 今

新分野の経済活動･取引例

議鐸
〆言 卓a 凸一一一函 ､、

風感興
⑥
㈹

(主な特徴･傾向）

①広域的･国際的取引が容易

②足が速い

③取引の実態が分かりにくい

④申告手続等に馴染みのない方の参入が容易

＃
騨 ､轟魯 穂
.； 角‐

蝿 ’ 墓

“ゞ●．≦
、＝知…

謝 薊
シェアリングビジネス･サービスデジタルｺンテンツ 暗号資産（仮想通貨） ネット広告（アフィリエイト等）ﾈｯﾄ通販･ネットオークション

〆…詞
鶴

、〆

瀧
皐

蔀驫駕撫恐暗的な適正申告の履行を

jかける必要のある納税者

』抑罐を者

》》一》》

プﾛプｪｸﾄチームの設置
■･ ﾛ …ﾛ 今

国税庁ホームページを通じた情報発信 鱸

鱗息鼠一議鷺簿鴬索

｜
f 4 ．割角殊一 奉伸吟一雑

． ザ~摘琶

，認鍾識灘澪令・…
興衿,…輯 声帯配り

陛蝿‘.､._､------..-.-...…,‘…‘,," ,鼠一一

~七再■旦叩判 牛■角… 守 凸hd

℃知P n恥FJ 零毎hP LPL ■ゴ出吟

, 牡埼溶笛口語､甘品 言喬瀕 一,

今 . ｣ .ご寺､｡ .
#転寸､. ぜ ､弾….;.､ 4.桟､､､ 碑 一・t一･･、 ’

》一一一《一評一’》己》グ

》》》》一一三一一

仲

幸

》
｛町叩

浄？

角

興蜘母齢弔Ⅱ凸や踊毎衿幕

（掲載内容の例）

･確定申告等の税務手続

･取引に関する課税上の取扱い
〆
自
呼

難
一
Ｊ

、
華
職
》

・

の

局
署
一

税
部
《

国
係
一

全
関
－１

納税者利便の向上
－－
ブﾗｯﾄﾌｫｰﾏｰ等からの証拠収集･事実認定

卜驚蕊問

B…錘 鋸 , 審＝…断#咄鍵A…

鍵灘蕊灘鍵鍵１
Ｉ

同調 瀧蝋燕ポ
※｢QRｺｰド｣は株式会社デンソーウェーブの

” 登録商標｡警 罐 瀞。

仲介事業者･業界団体を通じた適正申告の呼びかけ

取引の有無｡内容を確認（お尋ね）

卿瞬騨卿”霧
反面調査 外国当局への情報提供要請

ICT事案特有の証拠隠しへも対応

二§馬、 総
自主的な申告内容の見直し･申告の必要性の確認を

要請（見直し･確認）
…器辮舗侭一I報. 竜一,.．…‘,- .. 唖､,､w,v 守歸ﾏ､ ．＝・竺一 .- ･=里v瞳雫唖 .線..-:Z:…I匂恐f' .△-- .. ~~ .唖鑑公．一一雫一 :-: ．-- .-:黙号』 － ，, ．,

颪溌■卿

、
〃
、
〃

『ｒ
ｌ
ｌ
Ｌ

蝋織地
息望蝋から会員各社(仲介事業I 誇

蕪

一
一
・
．
雫
●
”

一

室

函

四

一

》

．

一

口
坐

、

、

Ｈ
ｋ
Ｄ
Ｄ
ｉ
ｉ
肥
１
Ｊ
ノ
季

(例）デジタル･フォレンジックの活用※効果的･効率的な実施のため担当部署の設置も検討
一
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《; J 皿信報弓ｽ云ﾑの高凰b, ■ドロ

将来像実現に向けた情報システムの高度化の取組
q M…歯 悪閏……軸討哺 臣………

■ 口…4…

f>-"利用者中心の行政サービスを提供することによる｢納税者の利便性の向上｣､罫“Ⅷ

｢課税j徴収の効率化･高度化」＞"書面中心からデータ中心の事務へと転換を図ることによる

を実現するため､"｡ICT技術の動向を踏まえた新たな機能の導入とｼｽﾃﾑ構造の最適化による情墾童Z王ﾑ囚壹度化を目指す｡藤"｡'": !

;その際fiたⅧT";AIの技術動向や働き方の多様化等の経済社会の変化等を踏まえ､将来像に掲げた取組について随時見直しを行う。
…報……‘…蜘必騨騨審蝉穂辮聡淑…

、
１
１
１
Ｊ
〆

義閨係機齪の昂テタ嘩墜る添付書類の削減園三J巽馨＝度、 （制度回等も併せて要検討）

●,外国税務当局から日本の居住者の金融口座情報を入手する等､データ
’ の拡充により適切な所得把握を行うことで､適正な課税･徴収を実現

O;f牢告時期の案内等､ニーズに沿ったﾀｲﾑﾘｰな'l胄報配信
|ﾏｲﾅボｰﾀﾙ

m"？■雄薫
;●:》:各種控除証明書等､確定申告･年末調整に

蕊必要な情報を一元的に確認し活用する仕組
《"みを順次導入

霧
~

卿矢
、

システムチェックの強化 動化量反復的な業務の蕊蕊澱;蕊,蔀
麹

鬮国
●書面（紙)からデータ中心の

‘事務への転換（ペーパレス）

●業務処理時間の削減

●削減された業務量は､納税者

サービスの充実や外務事務へ振

； り向けるなど､全体として効率的

｜な資源配分を実現

｜ご含＝ §::. :』 t､ 協:癖

(典Ⅱ■&

①情報連携

②データ拡充

③チェック強化

④自動化ツール

⑤AI・分析ツール

⑥モバイル端末等

理の簡便化●繍曇各種業務処
ICT技術
W辛自 君

の導入
システム構造の

見直し
：

踵酋
』且● l

JJ値’
一ノ (高度化）《 （現状) 談L

… 屯匂q

三
、 〆 ： …

モバイル端末を活用した外部事務

1IF
●実地調査や滞納整理における機動的かつ

効率的な事務処理の実施
、〆

システム面の検討に当たっては､最新の各種セキュリティ対策の導入等､極めて菫要な納税者'|胄報の取扱いに細心の注意を払います。
本内容については､今後の検討や技術動向等を踏まえ､変更になる可能性があります。

(注)1
(注)2 段●



鱸 1V参考 ＃

乱舞鴦鴦諺哩愚ト
【所得税の申告件数（各年分の申告件数） 】

懸溌綴灘艤綴懲鰯…獄議篭溌毒蕊
. . .亀: . 爵． 己 . d ， ． ‐ _

￥'璋鮮零℃J■”;””零: ＃琴(益:膳)認■
うち還付 十624

659 1，283
（万件） （約1.9倍）

【法人数（事務年度末時点） 】

蕊蕊蕊綴溌溌蕊溺識議溌鍵蕊蕊溌溌熱

■蕊鎌欝:瑳報蓑主而驚蕊鎮紮)霞i
【大規模法人数に占める連結法人割合（事務年度末時点） 】

織蕊燕凝議蕊溌溌議鐵蕊蕊蕊溌蕊蕊蕊

=弓睦關識霞織雷い蕊呼線購■？』＝
連結法人割合

4｡6 35｡4 +30.8Pt
（％）

※連結納税制度の導入は平成14年度。

【実調率（事務年度） 】

瀧議慰燕蕊恥溌蕊蕊…

’周嚴率隻 ■2｡3壁_･線〔菫“J？■今職垂一
法人実調率

8.5 3.2 45.3Pt
（％）

へ、
、

【定員数（会計年度） 】
蕊
辮
薙
撫
斯
・
識
ゞ
。’ 溌識蕊

’41,478
（約2.6％減）

定員数
(人）

7,202" . "野:55，7245

〔 （各年分の提出件数） 】

議蕊塞灘溌脅綴蕊
； ‐# . ; :

＋4，012

5嫁9灘9(雪』 ≦鴬"､ 、 ※ ｡:(約1.7倍）

＋11，520
25，142 36，662

（約1．5倍）

【国外財産調書の提出件数
蝿
鋪
蝉
騨
蝿
辮
騨
鯲
慾
灘
醗
騨

国外財産調書

鍵(件）
‘ 号簿:静ざ , , ､. 普

財産総額

（億円）

【申告所得税の所得金額が1億円超の者数（各年分の申告人数） 】
……蝿

I簿霧懸溌蕊灘鑿難溌蕊蕊
§
鷺 聾鯛鐵篭篭翰霧

＋8,111
(約1.5倍）

所得金額1億円超Wi i!15339'電…23,250
（人） ； ‘

～

【相続税の課税価格が1億円超の者数（各年分の申告人数） 】

蕊篝蕊鰯溌議蕊蕊§蕊懸謹蕊蕊
課税価格'億円超製睡"37畠04霧45;垂9；L料8’155,』■

ミ; (人） （約,､2倍）

※上記の人数は､相続税額のある申告書に係るものである。

1

事務年度とは、7月から翌年の6月末までの期間をいう。

｢個人実調率｣は､実地調査（平成20年分以降は実地着眼調査を含む｡）の件数を､税額のある申告を行った納税者数で除したもの。
｢法人実調率｣は､実地調査の件数を､決算期が到来した法人数で除したもの。

１
２
３

※

Ｉ
Ｉ
、 ノ
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； Ⅳ参考聯

屯壹簔埋段魚一三
【e-1axの利用率の推移（会計年度） 】

○平成16年6月から全国で運用を開始

位

S:e当Taxを利用した申告の拡大fTopiC

○平成3○平成3

、

。
・
・
↑
』
”
ゞ
・
・

単
０
０
０
０
０
０
０
０
０

く
８
７
６
５
４
３
２
１

79，3 80．0

0年分確定申告からe-~｢ax利用の簡便化のために｢マイナ

ンバーカード方式｣、 「ID･パスワード方式｣が導入されました。

○その結果､平成30年分の所得税の確定申告では､納税者本

人によるe-1Bxを利用した申告人員が前年の確定申告期の実續

を大きく上回りました。 ： ，,‘ ル ポ ‘ ， ．
（参考）納税者本人によるe-Taxの送信方式別の提出人員

一灘識鍵鍵灘鍵瀧繍灘鍵灘蕊蕊難灘灘
= 蕊 一 . ... ..……‘･…. …. ‐….字;嚥・ " ･ " ‘' －－ %:ｭﾊ " ‘ "＝･ － ､ ‘ ‘ ﾍ ﾞ

ー マイナンバーカード方式一一‐ ← ‐ ； 斎 473千人

愚 ID･パスワード方式 639千人
"零. ． . . . . ← . ･･ 堂 ・

､ ：従来の方式:“ 515千人 88千人‘

合計 515千人 1，200千人

今-法人税申告

‘●-所得税申告

､5

1Q
上ソ

18．4

へ

一

毎vT密容．

16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 (年度）

※平成30年7月時点において機械的に抽出した大法人の電子申告義務化の対象法人に係る

平成29年度の法人税申告のe-Tax利用率は66｡1%である。
○また､地方公共団体で受け付けた申告ヂｰﾀをe-Taxで税務署

に送信する｢データ引継｣については､地方公共団体への積極的

な働き掛けにより､前年の確定申告期の実績を大きく上回りました。
,, "‘ .:. ". ‐ - .4鶴i _

………

I蕊利距体数"蕊騨｡ ，｡＃'7'3恥{撒Wl望8国崎雛
利用件数 455千人 866千人

【納税コールセンターでの滞納整理状況（平成29年7月～平成30年6月） 】

○納税コールセンターの集中催告により､全体の8割が完結･納付薑約

署へ返戻

7.6万者

（9.2％）
一～

〆 へ

' 、

ノ納付誓約

’ 11.3万者

、 （13‘6％）
、

〆

、、～‐“〆

１
１
、
ノ
グ

ヘ
、
結
髭
和
〆
一

一
〆
完
亜
皿
〉

／

、

〃
１
．
１
、

○e-~｢axの利用やヂｰﾀ引継の拡大による処理効率化で､納税

者の皆様への還付が早期に行えるようになるとともに､税務当局

側の事務舅が削減されることから､引き続き､データ引継を含む

e-Taxを利用した申告の推進に取り組んでいきます。
ダ

…評

ノ
匙
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篝議識難毒垂蕊謹ま

一

O税務行政の将来像急スマ三卜化を目指して～

っ／ノ（ 】l」「dlZ〔」【〕＝ 1K

Oe三浦×の利用手続を簡便化します琴(個人の皆様向け）
つdf/koiine=i:axTiVOUZPd"bliCation/DamD両尚枕D色:"WWW5hta･O3髄

○大法人の電子申告の義務化の概要について
P引／ln〔】f‐う‐｡（〕‐ID／、【〕11『1／L

3－00－11－〕ノI~aXPs/、0万PIノ、凡

○国際戦略ドﾆﾀﾙプﾗｼ弓国際課税の取組の現状と今後の方向一
臓仕､獣〃WWWAh喧風画Olib/ta又eS/ShirabefU/kokUSai/S廿誠eqV/inde×qhtm

Oｼｴｱﾘﾝグｴｺﾉﾐｰ等新分野の経済活動への的確な対応
つ／ノ（ づ「InL 】11【 づ10ノ111【。(】･ID／I『11【】rIndLlL

○℃このほかの取組についても《国税庁ﾎｰﾑパージをご覧ください。
、U（〕‐ IL

2雲



｢添付書類も含めたe-Tax利用勧奨に向けた中期取組方針」の概要
薄…‘雪

…蕊…無卍ﾆｴ…零号‘昌“』ござ鯉轌謹…託…ー……津嘩撰司*榊一詐今用、間… 唖 ．〃 巍旦 寿塞一

陸『

添付書類も含めたe-Tax利用率向上に当たっては、優先度の高い対象者を重点対象者として抽出し
た上で、令和元事務年度から3事務年度において、これらに対して限られた事務量を計画的かつ効率
的に投下できるよう、中期取組方針を各局において今事務年度中に策定する。

も含めたe-Tax利用率向上に当たっては、優先度の高い対象者を重点対象者として抽出し、

～

いて、

摩可

、〆

鋤鍵織蕊灘

利用勧奨に当たっては、

①的確な選定

②対象者にあった内容の勧奨畠
③添付書類も含めたe-Tax利用
の意識醸成

を踏まえて適切に勧奨を実施す4

各局は自局の実情を踏まえて 懲

･重点対象者の抽出等

署
保
部
確
。

施
の
法
う

実
量
方
行

点
務
奨
を

菫
事
勧
ど

・
・
・
な

Ｉ
ｌ
ｌ
ｌ
Ｌ

■拘

箇庫
駒

9ノ

、〆

難
蝉
蝿
騨

鎚
識
辱
鳴 蕊…鼠鰯§…

A

§ §蕊驚蝿騨驚翁鯉
…

取組効果の分析・評価によっ

て、抽出された改善点を踏まえ、

翌事務年度に実施する取組方

針・勧奨計画の見直しを行う。

勧奨後、実施結果について、

実續値を算出し、取組方針策定
K■澪

時に算定した効果・見通しと比

較し、取組の効果を分析・評価

する。

（
川
走
巴

に
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Ｉ ｢税務行政の将来像｣の実現に向けて～:内部事務のセンター化を目指して～
； 、 ‐1 ．

藤井長官談話 1 はじめに閏
龍

内部事務のセンター化(以下｢センター化｣といいます｡）について、来事務年度から庁試行として取

り組む旨、職員伝達を行ったところです。今回の談話においては、私から、センター化の意義や今後

の方向性など､現段階での検討状況をできる限り具体的|こ職員の皆さんへお伝えしたいと考えていま
一

ヲ0
：

Ｉ

・

可

呵

寸
篤
軒
凝

H磨圃dlin徴
2センター化の背景･経緯

（税務行政の将来像）

これまでも折に触れ申し上げてきましたが、昨今の経済社会のICT化やグローバル化の進展はめ

ざましく､我々の税務行政を取り巻く環境も大きく変化し続けています。こうした変化に的確に対応し、

｢税務行政の将来像｣の実現に向

けて

～内部事務のセンター化を目指し

て～

引き続き、国税庁の使命である｢納税者の自発的な納税義務の履行を適正かつ円滑に実現｣していくためには､その時々におけ

る課税･徴収上の課題に対応していくことはもとより、中長期的な視点に立って、国税庁自身が進化していくことが必要だと考え

ています。

職員の皆さんも御承知のとおり、国税庁では、平成29年6月に､概ね10年後をイメージした｢税務行政の将来像｣(以下｢将来

像｣といいます｡）を公表しました｡将来像の実現に向け､現在、申告･納付手続のデジタル化.ペーパーレス化を推進し､集約処

理等により内部事務の更なる効率化を図るとともに､ ICT･データ活用等による外部(調査･徴収)事務の高度化やデータ分析に

よる効率的･効果的な事務運営の実現など､業務改革やインフラ整備に取り組んでいるところです｡まずはじめ|こ､この目指すべ

き将来像を職員の皆さんと改めて共有したいと思います。

：

（
鰯
謹
巴

No2237(31α3.20） 鰯
編集国税庁広報広聴室



: ｢税務行政の将来像｣の実現!＝向けて～内部事務のｾﾝﾀｰ化を目指して～
（内部事務の効率化に向けたこれまでの取組）

これまで国税庁では､それぞれの時代の環境変化に的確に対応すべ<、内部事務についても､その効率化に向け､様々な取

組を行ってきました。

平成21事務年度から実施している｢内部事務の一元化｣においては､従来､事務系統別に行われてきた内部事務を可能な限

り署単位で一元的に処理することにより、事務の効率化が図られてきたと考えています｡但し､その際､賦課(国税調査官)事務

と徴収(国税徴収官)事務という大きな枠組みは維持し､対外的な権限を大きく変更しなかったことや､KSKシステム(平成13事

務年度から全国運用開始)の抜本的な見直しは行わなかったことなどから、一元化するにも限界があり、このため､課税内部事

務の一部は現在も課税部門で処理する状況となっています。

平成27事務年度からは､小規模署の内部事務を近隣のより大きな規模の署に集中化することを通じて､より効果的かつ効率

的な事務運営を実現することを目的とした｢内部事務の集中化の試行｣に取り組んできました｡これまでの試行においては､集約

処理による事務の効率化が一定程度図られていると考えています。

また､平成29事務年度以降に各局で取り組んでいる内部事務のセンター化の試行や､課税部コールセンターの試行について

も､集中化の試行と同様､概ね1l頂調な試行状況にあり､事務の効率化が一定程度図られていると承知しています。

｢税務行政の将来像｣の実現に向i

けて ： f 二三§ ： ：

～内部事務のセンター化を目指し

て～

（税務手続の電子化の進展）

平成16年に導入されたe-Taxについては､職員の皆さんのこれまでの未11用勧奨や使い勝手の向上策等により、相当程度普及

してきました。

さらに､近年の認証手続の簡便化､大法人の電子申告義務化や添付書類の肖ll減など、申告･納付のデジタル化･ペーパーレ
ス化の環境整備が一定程度進展し､e-Taxは､より一層の普及拡大が見込まれます。

J三℃ j f ■ 上 ？』■三 ｡ ：主4 （国税情報システムの高度化）
rN;ごK : 鴬% :≦ ， ：≦ :、 :ざ：ざ室､

i室口王J J J wj " ↑ J毎t J■ ？ ■■ ?■■ J■J ？ ■ & ？; ' ？ ■ ■JI『 将来像の実現に向け､内部事務の集約処理を中心とした業務改革と一体のものとして､これらの各施策を支えるｲﾝﾌﾗであ
三= :弓｛fﾙﾙ } 心りJHL i : :; : ェ

了■f三℃ ■J J ’ J 』墨■ f ■ ？ ■ §でる｢国税情報システムの高度化｣にも着手しています。
; :E: - ゞJ §ｫ

:二■ 現在､国税庁では､KSKシステムやe-Taxといった現行システムの抜本的な見直しに向け、

識蕊熱蕊蕊蕊蕊蕊蕊蕊繍繍燃蕊篝①集約処理に伴う事務処理手順の見直しを行うことにより､複数署にまたがる内部事務の円滑な処理を可能とする､職員の皆蕊 2/5 蕊
鍵灘繍驚灘灘灘繍灘溌繍蕊灘蝋溌議 さんが使い勝手のよいシステムを構築する、

②現行の書面(紙)中心からデータ中心の事務処理･事務運営へ移行する、

③書面(紙)資料の電子化を含め､活用可能なデータ範囲を拡充するとともに､事務系統横断的なデータ管理･活用を可能と
し､外部(調査･徴収)事務の効率化･高度化を支援する、

という基本的な考え方に基づき検討を進めています｡関係機関の了解を得られれば､2026事務年度からの運用開始を目指して

おり、職員の皆さんのご意見もしっかりと反映させながら､より良いシステムを構築したいと考えています。



ﾘ｢税務行政の将来像｣の実現I=向けて－内部事務のｾﾝﾀｰ化を目指して～
3センター化の内容･意義

（センター化の内容）

こうした状況を踏まえ､センター化の取組は、「内部事務の一元化｣の次の段階として､現行の｢内部事務の一元化｣の対象事

務を拡充し､①事務の繁閑に応じて､管理運営事務と課税内部事務をまたいだ事務処理を可能とする体制を整備し､②複数税

務署の内部事務を專担部署(以下｢センター｣といいます｡）で集約処理すること､を通じて､更なる内部事務の効率化･高度化を

目指すものです。

併せて､センター化後も引き続き､署で対応が必要となる税務相談や現金領収といった窓口業務について､①納税者の利便

性の向上と②職員の事務負担軽減の両立が図られるよう､ICTを活用しながら､抜本的な見直しに取り組むこととしています。

また､調査･徴収事務については､その対象者の選定に当たっての事務系統横断的なデータ活用や客観的なデータ分析に基

づく課題の把握などに積極的に取り組み､より一層効果的.効率的な事務運営を目指します。

職員の皆さんには、

①センター化の取組は､国税庁全体の組織の力を維持･向上させ､適正･公平な課税･徴収を実現していく上で必要な業務改

革の一つであり、センターで集約処理することとなる内部事務は、「賦課｣｢徴収｣と並んで国税庁の柱となる大切な業務である

こと、

②センター化は､最終的には高度化されたシステムを活用することなどにより､仕事の範囲.手順の変更を伴う(これらは､税目

横断的に標準的かつ極力簡素なものに改訂する方向で検討を進めています｡）ものの、これまでの一元化の取組や内部事務

の集中化の試行の取組の延長線上に位置付けられるものであり、業務の意義･内容自体が大きく変わるものではないこと、

をよく理解していただきたいと思います。

（センター化の意義）

業務改革の中心をなすセンター化を進めるに当たっては、これが国税庁のみならず､納税者や職員の皆さんにもメリットがあ

ることが重要であると考えています。

国税庁としては､集約処理を通じて内部事務のより一層の正確性の向上と効率化を図るとともに､これによる事務量配分の見

直しなどにより、外部事務の充実･高度化や納税者利便の向上を目指します。

納税者の皆様の視点からは､センター化の取組が税務相談の自動｡システム化､e-Taxの使い勝手の向上などの各種手続の

デジタル化の推進と一体となって進むことで､スムーズ･スピーディに手続が完了するといった納税者利便の向上が図られること

になります。

そして､職員の皆さんには、内部事務等の更なる効率化を通じて､事務負担の軽減を図ることが大切だと考えています｡併せ

て､超過勤務の縮減や年次休暇の計画的取得の促進に向け､職場環境を整備し､ワークライフバランス推進に取り組みます。
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4センター化後の組織の在り方

センターは､局の組織として設置する方向で検討を進めています｡センターでは､集約処理することにより効率化が見込まれ

る内部事務を処理します｡具体的には､管理運営事務のうち窓口･渉外事務を除く事務と､課税内部事務のうち大量反復的に処

理が必要となる申告書審査･行政指導等の事務が対象となります｡そのため､センターでは現行の管理運営事務と課税内部事

務をまたいだ事務処理を可能とする体制を構築するとともに､センターには各事務系統から職員を配置し､基本的に各々の専門

性を活かして職務に従事してもらうことになると考えています｡また､局の実情に応じ､複数のセンター分室の設置も検討します。

こうしたセンターの体制が確立された後の税務署は､納税者との窓口対応や調査･徴収等の役割を担うことになります。

センター化に伴う具体的な機構の見直しについては､予算措置や法令改正を前提とするものであることから､今後の試行状況

を十分検証しながら詳細な検討を行うこととなります｡今後とも適切なタイミングで職員の皆さんにお知らせしていきます。

また、定員配分に当たっては､センター化の取組が集約処理による内部事務の効率化･高度化、これによる事務量配分の見

直しなどによる外部事務の充実･高度化や納税者利便の向上が目的であることを踏まえ､センターと税務署のそれぞれの事務

量を適切に見積もり、担当する事務に負担や支障が生じないよう､必要な定員を配分していきます。

人事に当たっては､センター化による事務運営や機構･定員の見直しを前提として､職員の希望や身上等にも十分に配意しつ

つ､適材適所で配置することになります｡これらの対応は､国税組織が進化していく上で不可欠なものであり、しっかりとした取組

が必要であると考えています｡そのため､職員の皆さんが従事する事務に不安なく臨めるよう､経験が少ない事務や未経験の事

務については必要な研修を行います｡職員の皆さんにおかれては、これまでと同様に税務職員としての使命感･責任感をもっ

て､それぞれの職務に従事するとともに､研修にも積極的に取り組んでもらいたいと考えています。

いずれにしても､組織･体制の整備状況を踏まえながら､職員の皆さんが意欲と希望を持って働き､組織全体の活力が一層向

上するよう、当初配置の在り方や研修体系の見直しを含め､検討していきます。
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! ｢”行政の将来像｣の実現に向けて-内部事務のｾﾝﾀｰ化を目指して～
5今後の予定【別紙:センター設置のローFマップ(PDF/480KB)】
2019事務年度から、「内部事務のセンター化｣の庁試行を開始します｡試行を通じた課題の把握とその改善に取り組み､最適

な事務処理体制･事務処理手順の確立を図ります。

その上で､センター化の取組は段階的に進めていくこととし､2021事務年度において､関係機関の了解が得られれば､局の組

織としてセンターを設置し､一部の税務署を対象としたセンター化の実施へ移行することを目指します。

さらに､2026事務年度において､関係機関の了解が得られれば､「国税情報システムの高度化｣により、データ処理を中心とし

た新たな事務処理･事務運営に移行することを前提に､全税務署を対象としたセンター化の実施を目指します。

厩悪霊壼珂
鱗議篝議譲|鍵蕊#鱗繍灘繍驚
…….…….….………~….….~…..………~~………~………………….字.､評………テ.……~､守

「税務行政の将来像｣の実現に向
重 、

けて土§ ; ;
二 ：

～:内部事務のセンター化を目指し
ゞ 二 i ； ：

て～§ざ

6むすび

内部事務のセンター化を中心とした業務改革やインフラ整備は､国税庁がその使命を今後とも適切に果たしていくために必要

な取組です｡国税庁としては､こうした取組だけではなく､必要なマンパワーの確保や納税環境の整備にしっかり取り組んでいき

ます。これまでも､我が職場の諸先輩の努力により、直税部･間税部の再編や内部事務の一元化(管理運営部門の創設)等の

大きな改革をやり遂げてきました｡今回の業務改革についても､職員の皆さんと一緒に力を合わせて､その実現に向け､着実か

つ確実に取り組み、国税庁をより良い組織へ進化させたいと思います。
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センターへの統合
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百

． ：

: 、
'統合

2021事務年度において､関係機関の了解が得られれば､局の組織としてセンターを設置｡今後､センターの設置に向けて、

内部事務の集中化については、 「試行から実施への移行｣、 「内部事務のセンター化の試行」 （又は将来的なセンター）への統合を目指すとともに、

課税部コールセンターについては､2021事務年度のセンター設置を見据え､対象署の全署拡大に取り組むほか､行政指導事務を中心としつつ､その他

の課税内部事務も可能な限り集約処理。

＞

･試行の計画的な実施

･最適な事務処理体制･事務処理手順の検証

･集約対象事務の拡大･共通化

‘;；

課税部コールセンターの取組

は､2021事務年度を目途に

センターに組織的に統合



保存期間： 3年

(令和3事務年度末）

圧画課~=信奉賑爾雪

デジタル・ガバメント実現への対応

デジタル・ガバメントの実現

行政情報システムに関する政府方針

イ世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画

平成30年6月15日、 「世界最先端デジタル国家」の創造に向け、政府自らが

徹底的にデジタル化に取り組む行政サービスのデジタル改革を起点として、サ

イバーセキュリティの確保を図りつつ、 ITを最大限活用した簡素で効率的な社

会システムを構築し、国民が安全で安心して暮らせ、豊かさを実感できる社会

を実現することを目指す「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用

推進基本計画」 （以下「創造宣言・基本計画」 という｡）が閣議決定された。

令和元年6月14日に、創造宣言・基本計画の変更が閣議決定され、国税関係

では｢国税情報システムの高度化｣等の取組について記載されている（資料1)。

また、創造宣言・基本計画に基づき、情報システム関係予算については、政

府全体で令和3年度を目途に運用コストの3割削減を目標としており、国税庁

においても、国税総合管理システム（以下「KSKシステム」 という｡)、国税

電子申告・納税システム（以下「e-Tax」 という｡）などの情報システムについ

て、運用コストの3割削減（基準年度：平成25年度）に向けた取組を着実に進

めることとしている（※)。

（※）く削減見込（令和元年5月現在）＞

･ KSKシステム(31.3%)

･ e-Tax (32.8%)

1

(1)

口デジタル・ガバメント実行計画

平成30年7月20日、創造宣言・基本計画に掲げられた重点分野の一つである

電子行政分野を深堀りし、詳細化した「デジタル・ガバメント実行計画」 （以下

「デジガバ実行計画」 という｡）がデジタル・ガバメント閣僚会議において決定

された。

デジガバ実行計画では、デジタル・ガバメントの実現に向け、業務改革(BP

R)の徹底、手続オンライン化の徹底、添付書類の撤廃及びワンストップサービ

スの推進といった横断的サービス改革や、保有データのオープン化、標準化・共

通化等のプラットフォーム整備に加え、各府省庁独自のサービス改革の実施が求

められている。



平成30年度も平成29年度に引き続き、所管する行政手続等や行政保有データ

について実態を把握するため、各府省は棚卸（全数調査）を実施し、これを基に

手続のオンライン化や添付書類の撤廃に向けた検討を行っている。

なお､デジガバ実行計画は､平成30年度から令和4年度までを対象期間とし、

少なくとも年1回フォローアップすることとされている（資料2)。

(2)財務省デジタル・ガバメント中長期計画

上記(1)ロを踏まえ、税務行政、税関行政及び会計制度を中心に、業務プロセスの

見直しを実施しつつ、システム更改の時期も勘案し、オンライン化の徹底や添付書

類の撤廃、デジタル・ガバメントの推進に取り組むための計画として、平成30年6

月25日、 「財務省デジタル・ガバメント中長期計画」を策定した。

本計画は、平成30年度から令和4年度までを対象期間としており、財務省のCIO

及び畠IICIOが、少なくとも四半期に一度は計画の評価を実施し、財務省行政情報化

推進委員会（官房長を議長に各局総務課長級で構成）が、一年に一度は本計画の見

直し･改定を実施することとされており、令和元年6月24日に改定された(資料3)。

デジタル手続法

イ概要

令和元年5月24日に成立した「デジタル手続法」 とは、情報通信技術を活用

し、行政手続等の利便性の向上や行政運営の簡素化・効率化を図るため、行政の

デジタル化に関する基本原則（※）等が規定されている行政手続オンライン化法

（以下「オン化法」 という｡）や行政のデジタル化を推進するための個別施策が

規定されている住民基本台帳法等の既存の法律を一括して改正するものとなっ

ている（資料4)。

オン化法の改正では、行政手続の原則オンライン化や添付書類の撤廃について

規定しているが、手続件数が少なく、費用対効果が低い手続については、オンラ

イン化の対象としないことも認められている。

（※） 〔行政のデジタル化に関する基本原則〕

①デジタルファースト ：個々の手続・サービスが一貫してデジタルで完結する。

②ワンスオンリー：一度提出した情報は、二度提出することを不要とする。

③コネクテッド・ワンストップ：民間サービスを含め、複数の手続・サービスをワ

ンストップで実現する。

(3)

ロ国税庁における影響

原則オンライン化については、申請等に基づく処分通知のオンライン化に向け

て今後検討を行う必要がある。

また、添付書類の撤廃については、これまでも住民票の写し等の添付省略を行

ってきたところであるが、引き続き、行政機関間の情報連携等により添付書類の

省略に向けた取組を進める必要がある（資料5)。



ハその他（予算一括計上）

政府情報システムについては、総理及び官房長官指示を受け、予算・調達の一

元化を含めた検討が進められているところ（※)、令和元年6月4日、政府情報

システムの予算・調達に関する「政府情報システムの予算要求から執行の各段階

における一元的なプロジェクト管理の強化について」がデジタル・ガバメント閣

僚会議において決定された（資料6)。

その中で、府省独自システムについては、その開発に要する予算を各府省が要

求した上で、予算編成の最終段階で所要額（開発費）を内閣官房IT総合戦略室

の下に計上することとなるが、当該システム開発に必要な予算の執行については、

各府省に予算を移し替えて行うことが基本とされている。予算の移し替えのみで

あれば大きな問題はないと考えられるが、引き続き、その影響等について確認し

ていくこととしている。

（※） 「デジタル手続法」の本則附則第9条において、システム関係予算の一括要求を検討

することとされている。

2行政手続の簡素化

（1）背景

世界銀行のビジネス環境ランキング『DoingBusinessレポート』 （※）において

日本の投資環境に関する順位が低いという指摘等をきっかけとして、 日本の投資環

境の抜本的な改善のため、大胆な行政手続の効率化を行う動きが続いている。こう

した中、 「日本再興戦略2016｣ (平成28年6月2日閣議決定)や｢未来投資戦略2018」

（平成30年6月15日閣議決定）において、 「行政手続の簡素化」が主要課題の一つ

として取り上げられ、平成28年度以降､規制改革推進会議や未来投資会議等におい

て、行政手続の電子化やワンストップ化に向けた議論・検討が進められ、具体的な

取組方針が示されている。

国税庁においても、こうした政府全体の取組方針に沿って、関係府省庁と連携を

図りながら、国税関係手続の電子化､法人設立手続や企業が行う従業員の社会保険・

税手続のオンライン・ワンストップ化等、納税者の利便性の向上や行政手続コスト

削減に向け、計画的に取り組んできたところである（資料7)。

（※）世界銀行が、各国のビジネス環境を指標化して順位付けしたもので毎年10月に公表して

いる。本件については「諸外国の税務行政に関する調査」に別途記載。

(2)規制改革推進会議等の議論の動向

イ規制改革推進会議・行政手続部会（平成28年9月設置）

日本再興戦略2016を受けて、平成28年秋以降、①重点分野の選定、②規制・

行政手続コスト削減目標の決定に向けた議論が行われ､平成29年3月29日に｢行

政手続部会取りまとめ～行政手続コスト削減に向けて～」が取りまとめられ（資

料8）、その内容が「規制改革実施計画」 （平成29年6月9日閣議決定）に盛り

込まれた。



上記取りまとめに基づき、財務省・国税庁に関連する3分野（｢国税｣、 「営業

の許認可に関する手続｣、 「調査統計に対する協力｣）について、平成29年6月に

財務省として「『行政手続コスト』削減のための基本計画」を策定・公表し、 1

年ごとに行政手続部会におけるヒアリングを経て改定版の公表を行っている。

令和元年6月に公表した「国税｣分野の再改定版においては､大法人の法人税・

消費税の電子申告義務化に伴い、積極的に検討を行ってきた電子納税の一層の推

進、 e-Taxの使い勝手の大幅改善策及び地方税との情報連携策を中心に、検討の

進んだ点や新たに実施することとした施策を盛り込んでいる（資料9)。

口規制改革推進会議・投資等WG(平成28年10月設置）

「規制改革実施計画」において、 ICTの一層の活用や事業者等の要望への幅

広い対応の観点から、 「税・社会保険関係事務のIT化・ワンストップ化」に重

点的に取り組むことが掲げられ、電磁的な方法による年末調整関係書類の提出を

可能とすること等について､平成29年度中に検討し､結論を得ることとされた。

これを踏まえ、国税庁においては、被用者が関係機関から電磁的に交付された

控除証明書を用いて簡便・正確に控除申告書を作成し、雇用者に対して電磁的に

提出することを支援するソフトウェア（｢年末調整控除申告書作成用ソフトウェ

ア｣）の提供に向けた検討を進めている。

その後、平成30年4月に実施された投資等WGにおけるヒアリングを踏まえ

た「規制改革実施計画」 （平成30年6月15日閣議決定）を受け、年末調整手続

の電子化・簡便化に加え、所得税に係る確定申告手続の電子化の推進や所得税の

扶養是正事務における国・地方の連携強化等についても、関係機関と連携しつつ

検討を進めている（資料10)。

ハ法人設立手続オンライン・ワンストツプ化検討会（平成29年9月設置）

「未来投資戦略2017」 （平成29年6月9日閣議決定）を受け、未来投資会議

の下に置かれた｢法人設立手続オンライン・ワンストップ化検討会」において「法

人設立手続のオンライン・ワンストップ化に向けて」が取りまとめられ、マイナ

ポータルを活用したワンストップサービスの提供に向けて、令和元年度中に

e-Taxを含む登記後の手続を、令和2年度中に登記手続も含めた全手続をオンラ

イン9ワンストップで完了できるようシステム開発等を行うこととされた（資料

11)。

国税庁においては、法人設立届出書等の提出手続のワンストップ化に向け、関

係省庁と連携してシステム開発等に取り組んでいるO ' '

二中小企業・小規模事業者の活力向上のための関係省庁連絡会議（平成29年9

月設置）

当該会議下のWGにおいて、内閣官房IT総合戦略室が中心となり、従業員

に関する手続のワンストップ・ワンスオンリー化の実現に向け、平成30年度に

ロードマップを策定し､以降順次､仕組みの整備に着手することが決定された。

その後、 「未来投資戦略2018」や「世界最先端IT国家創造宣言・官民データ

活用推進基本計画」 （平成30年6月15日閣議決定）において、 「企業が行う従

業員のライフイベントに伴う社会保険・税手続のオンライン・ワンストップ化」



が盛り込まれ、平成31年4月の各府省情報化統括責任者(clo)連絡会議に

て、 「企業が行う従業員の社会保険・税手続のオンライン・ワンストップ化等の

推進に係る課題の最終整理」等が決定された。

上記最終整理等では、内閣官房IT総合戦略室が中心となり、関係省庁と連

携しながら、①令和2年ll月頃から順次、マイナポータルを通じて、従業員の

採用、退職等のライフイベントに伴う社会保険・税手続のオンライン・ワンス

トップ化を開始し、また、②令和3年度後半以降から順次、企業が保有する情

報のクラウドを活用した新しい提出方法の実現を目指すこととされた(資料12)。

(3) 閣議決定等の状況

イ成長戦略フォローアップ（令和元年6月21日閣議決定）

「成長戦略フォローアップ」において、 「法人設立手続のオンライン・ワンス

トップ化」 （上記2(2)ハ）や、年末調整・確定申告のマイナポータルを活用した

データ連携、 「企業が行う従業員の社会保険・税手続のオンライン・ワンストッ

プ化等」 （上記2(2)二）が盛り込まれた（資料13)。

口規制改革実施計画（令和元年6月21日閣議決定）

「規制改革実施計画」において、行政手続コスト20％削減の対策強化が盛り込

まれた（資料14)。

3国税電子申告・納税システム(e-Tax)

(1) e-Taxの概要

e-Taxとは、所得税、法人税、消費税、贈与税、印紙税、酒税など(※)の「申告」

や、法定調書の提出、青色申告の承認申請などの各種「申請・届出等｣、並びに全

税目の「納税」手続を税務署に出向くことなく、インターネットを通じて行うこ

とができるシステムである。 （資料15)。

（※） 相続税の申告手続については、令和元年10月からe-Taxに対応予定。

e-Taxは、納税者の利便性の向上と税務行政の効率化を図ることを目的として、

平成16年2月に名古屋国税局管内で運用を開始し、同年6月に全国へ運用を拡大

した。

なお、平成30年3月末現在のe-Tax利用可能手続数は407手続(34.4%)となっ

ている。

(2)オンライン利用に関する計画

国税庁では、電子行政推進に関する政府全体の方針に基づき、累次の計画を策

定し、これに基づき、 e-Taxの普及及び定着に取り組んできた（資料16)。平成30

事務年度にあっては、上記1(2)の「財務省デジタル・ガバメント中長期計画」に

おいて、オンライン化を進めるための各種施策のKPIとして、その施策に関連す

る手続（所得税、法人税、相続税の申告手続）のe-Taxの利用率を掲げることと

された（資料17)。



(3) 利用状況等

国税庁では、国税庁実績評価や行政事業レビューの指標として、平成30年度に

おいても「財務省改善取組計画」の項目を踏婁して、主要15手続のオンライン利

用率のほか、 e-Tax利用満足度などを設定して活用するほか、これらの指標に係る

実績値をe-Taxホームページに公表するとともに、記者へ資料提供を行っている。

なお、これまでのe-Taxの利用率の推移は資料18のとおり。

側 利便性向上への取組

e-Tax利用を普及していくことは､納税者の利便性向上と税務行政の効率化につ

ながるものであることから、国税庁においては、これまでe-Taxの利用の普及・

定着を図るため、利用者の利便性向上のための施策を実施してきた（資料19)。

平成30事務年度においては、税務行政の将来像の実現のため、特に添付書類も

含めたe-Taxの利用や自宅等からのe-Tax利用を普及していくため、次の利便性

向上施策に取り組んだ。

イ平成30事務年度の取組

（ｲ）個人納税者を対象とした対応

個人納税者のe-Tax利用を簡便化する施策として、

･ e-TaxのID(利用者識別番号） とパスワード（暗証番号）の入力を省略で

きる「マイナンバーカード方式」

・ 税務職員との対面による本人確認に基づき通知したIDとパスワードを確

定申告書等作成コーナーで利用することにより電子署名を省略できる「ID･

パスワード方式」

の2方式を平成31年1月から導入した。 （資料20)

なお、 「ID・パスワード方式」はマイナンバーカード等が普及するまでの暫

定的な措置としている。

おって、上記の個人納税者のe-Tax利用を簡便化する施策の導入に併せて、

e-Taxのメッセージボックスに格納される個人情報が申告所得金額など極めて

機微なものであることから、これを閲覧するためには、 e-TaxのIDとパスワ

ードだけでなく、マイナンバーカード等による本人認証を必要とするセキュリ

ティ強化を行っている。

（※）法人納税者のメッセージボックスに対するセキュリティ強化は行っていない。

更に平成31年1月から、確定申告害等作成コーナーについて、給与所得者

（年末調整済み）で医療費控除やふるさと納税などの寄付金控除を適用して申

告する納税者に向けて、スマホ専用画面を導入している（資料21)。

イ

(ﾛ）法人納税者を対象とした対応

平成30年度税制改正により、令和2年4月以後開始される事業年度（課税

期間）から、大法人の電子申告義務化（上記2（2）イ参照）が適用されること

となった。これに併せて、法人税等に係る申告データを円滑に電子提出できる



よう環境整備のための各種施策を順次実施しており、これらの施策は、電子申

告が義務化されない中小法人等にも適用されるものである。

平成30事務年度は、法人税申告書別表（明細記載を要する部分）及び勘定

科目内訳明細書のデータ形式の柔軟化(csV形式）などの施策を実施してい

る。 （資料22）

口令和元事務年度の取組

令和元事務年度における主な利便性向上施策としては、

①e-TaxのChrome対応（令和2年6月リリース予定）

②マイナンバーカード読取機能を搭載したスマートフォンでマイナンバーカ

ードの電子証明書を用いたe-Tax対応（令和2年1月リリース予定）

③相続税申告のe-Tax対応（令和元年9月リリース予定）

④財務諸表のデータ形式の柔軟化(CSV形式）対応（令和2年3月リリース予

定）

が挙げられる。

①、③、④については経済界又は税理士会からの要望が高かった項目であると

ともに、特に④については、法人税における重要な添付書類である財務諸表の提

出方法を拡充するものであり、添付書面も含めたe-Tax利用の促進に資するもの

である。

(5) e-Taxホームページのマルチデバイス対応等

現在のe-Taxホームページについては、次の3つの課題がある。

①パソコンを利用した閲覧を前提としていることから、スマートフォンやタブ

レットを利用して閲覧する場合には、表示される文字や画像が縮小されるほか、

表示内容の並び順が崩れる場合があること。

②情報量が増加したことにより、利用者が必要な情報を見つけることが難しく

なっていること。

③政府全体として日本工業規格に準拠する取組（※）を進めているが、外部専

門家による点検の結果、 e-Taxホームページは、文字サイズや色合いなどについ

て同規格に準拠していない部分があるとの判定を受けたこと。

これらの課題に対応し、様々な状況にある利用者が各種の端末で必要な情報を

取得しやすくするなど、利用者視点にたったホームページとすることを検討して

おり、そのための予算を令和2年度に要求している。 （平成31年度は予算措置さ

れず｡)

（※） 「みんなの公共サイト運用ガイドライン(2016年版)」に従い、高齢者や障害者にも利

用しやすいものとするため、カラーユニバーサルデザイン等、 ウェブコンテンツ（掲載

情報）に関する日本工業規格(JISX8341-3)を踏まえ、各府省はコンテンツを同規格に

沿ったものとするため、必要な修正を行うこととなっている。
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覇デジタル．ガバメント実行計画及び各府省中長期計画と

一体的に取組を推進

一 各府省中長期計画

各府省庁CIO･副CIO及び政府CIOによるフオローアツプの実施(四半期/年間）



世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画（抜粋）

○[No.フー13]国税情報システムの高度化

・ 経済社会の変化に的確かつ柔軟に対応した税務行政を実現するため、 「デジ

タル・ガバメント実行計画」等に基づきながら、手続オンライン化の徹底や

添付書類の撤廃、ワンストップサービスの実現など「納税者の利便性の向

上」を図るとともに､組織内では書面中心からデータ中心の事務処理へと転

換しつつ内部事務を集約処理するなど、 「課税・徴収の効率化・高度化」を

図る必要がある。

． このため、国税情報システムについて、セキュリティや安定運用に十分に配

慮しつつ､令和8年度には､既存のメインフレーム中心の構成からオープン

システム化された構成へと全面刷新することを目指す。

. これにより、情報システムに係る運用コストや機能追加経費の低減を図りつ

つ、 「納税者の利便性の向上」と「課税・徴収の効率化・高度化」を実現。

KPI (進捗) :システムの開発

KPI (効果) :運用コストの低減

○[No. 1－7］金融機関×行政機関の情報連携（預貯金等の照会）

・ 行政機関が税務調査等のため実施する､金融機関に対する預貯金等の取引状

況に係る照会について、その多くは書面により行われているが､金融機関に

おいて回答する際に負担を生じており、行政機関においても行政事務に時

間を要する等、課題となる場合がある。

・ 平成30年度に金融機関及び地方公共団体が実施した実証実験や内閣官房が

実施した実態調査の結果を踏まえ、内閣官房及び金融庁において関係府省

や地方公共団体､金融機関等による検討会を令和元年度に設け､行政機関と

金融機関間の預貯金等の照会のオンライン・ワンストップ化等について検

討する。

. これにより、預貯金等の取引状況に係る照会及び回答がデジタル化され､金

融機関における負担軽減及び行政機関における迅速かつ適正な行政事務の

遂行を実現。

KPI (進捗) :預貯金等の照会に係るオンライン・ワンストップ化の方向性の取

りまとめ（令和元年度前半）

KPI (効果) :未設定（令和元年度中に検討）
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デジタル･ガバメント実行計画･各府省中長期計画の主な取組の進捗状況
、麺1………型覇

……蝿侭…
輔戦砥悪日…-も

罰､野 ．■』.4"￥…
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I| (1)行政ｻｰビｽ画Ino%デジﾀﾙ化丁'以ﾜｰ匡人uﾉ上UUWｱﾝﾂﾙ'し 」

行政手続等におけるオンライン化の徹底及び添付書類の撤廃等を盛り込んだ｢デジタル手続法｣が2019年5月に成立､／行政手続等における'

､／今後､年内を目途に、 同計画に基づき､デジタルファースト､ワンスオンリー、同法の政省令及び同法に基づ<I|胄報システム整備計画を策定し、

コネクテッド･ワンストップの実現に向けた取組を計画的に推進

【デジタルファースト】

■各種手続のオンライン原則の徹漉
必要となる本人確認や手ﾝ化を実施 申請等の際に､／ 「デジタル手続法｣において、 国の行政機関等力垳うイﾃ政手続に 則オ原 ンライついて、 O可一口

(電子署名等､電子納付）数料納付もオンラインで実施

各府省中長期計画に盛り込み､取組を推進民-民手続のうち行政機関において率先的に取り組むべき事項について､関係府省においてγ
ザ 向けた取組を推進ﾝライン化の徹底に､引き続きオライン化の実現時期等を言己載し十画において､オ今後、 ’胄報システム整備言

、
I

_ノ

【ワンスオンリー】

■行政手続における添付書類の撤廃
、／ 「デジタル手続法｣において､行政機関間の!|胄報連携等によって入手･参照できる'|

を整備
V害言R菫'百言祀日書（商学）夫人）の添ｲ寸省H各存司首牙する'l吉報津ｷ焦のｲ十絹みにっ登記事項証明書（商業法人）の添付省略を可能とする情報連携の仕組みにつ

胄報に係る添付書類について､添付を不要とする規定

いて､2020年度内の運用開始に向けて､設計･開
発を実施中

行政手続における戸籍謄抄本の添付省略等を盛り込んだ｢戸籍法の－部を改正する法律｣が2019年5月に成立γ
ザ 弓|き続き添付書類の撤廃に向けた取組を推進省略の実現時期等を言己載し胄報システム鑿備言p十画においてl 1Lu肌し今後、 ’I 、、

【コネクテッド･ワンストッブ】

、／主要ﾗｲﾌｲペﾝﾄである以下の3分野を先行分野とし､民間サービスとの連携も含めたﾜﾝｽﾄﾂﾌ化を推進
○介護ワンｽﾄｯプサービス：2019年1月から､地方公共団体によるマイナポータルへの登録を開始し､ || |目次サービスを開始
（2019年4月時点のワンｽﾄｯプサービスの取扱機関数（地方公共団体等）は、121自治体）
○引越しワンｽﾄｯプサービス：2019年4月に、 「引越しワンストップサービス実現に向けた方策のとりまとめ｣を策定
○死亡･相続ワンｽﾄｯプサービス：2019年4月に、 「死亡･相続ワンストップサービス実現に向けた方策のとりまとめ2018｣を策定

プ
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【オープンデータの推進】

■オ…ブンチータ･ﾉW・デザインの推進
､オープンデータ． り込んだデザインに 具体的取組内容を盛パイ．2019年2月に改訂された標準ガイドライン群に 係るおいてゾ

ｖ
■
γ

プンデ
哩

ルを盛り込んだタ･パイ･デザイ各府省中長期計画において、

ニーズの把握と迅速な公開

ﾝの取組方針とスケジュー各府省の各'|:胄報システムIこおけるオー

各府省庁において､行政保有データの棚卸ﾘスト （行政手続等関連及び統計関連）を随時更新するとともに､官民データ相談窓口にお
いてオープンデータの公開要望を受け付けており､寄せられた公開要望については､所管省庁による回答をホームページで公開

データカタログサイトへの登録の促進により､弓|き続き､各府省が保有するデータについて横断的検索等の整備を推進ゾ

1－
: 【行政ヂｰﾀ標準の確立】
i ■行政データ連携標準の策冗
1 ，／ 日付時刻､住所､電話番号等
！ 作成し､2019年3月末に公開
： 言二言－ ，“ －と一帝一!＝､砦

アン

副Ｎ川副型

凸司fG－睡刮

【行政データ標準の確立】

■行政データ連携標準の策定
､／ 日付時刻､住所､電話番号等

ー、.~4 F 竜 …誤町一＆戸 一卍もF ■ 函 ＝、 酔酊昨■三一承筆ロー ず．宇筑鈩毒…凸 ご卒旦 ＆ 』

､手続や情報提供において

作成し､2019年3月末に公開

■語彙･コード･文字等の標準化

共通的に使用されるデータ形式について､『行政基本情報データ連携モデル』を
浄
福
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臣
‐

､／基本的なﾏｽﾀｰデータの設計･導入について説明した『ﾏｽﾀｰデータ等基本データ導入実践がｲドブｯｸ』､組織間のデータ交換を効率的
に行うためのｺｰド設計･導入｡運用について説明した『ｺード（分類体系）導入実践がｲドブｯｸ』及びｼｽﾃﾑにおける漢字､代替文字、
ヨミガナ､ローマ字等を含む文字の現状や導入方法について説明した『文字環境導入実践がｲドブｯｸ』を2019年3月末に公開

【法人デジタルプラットフォームの構築】

､／政府保有の法人に関するヂｰﾀについて､法人ｲﾝﾌｫﾒｰｼｮﾝにおいてAPI連携や各府省庁からのデータ提供により集約するとともに､法人番号
|｣用しやすいオープンデータとして公開共通語彙基盤に墓づいたデータ構造を整理し､二次矛 I■■をキーに

＝マー亘一虹■一三= 函F戸 …1 訳 ≠凸司 マ q 句ロ ー邑写E 臼 ■ ‐産 二』 ■

【政府情報システム改革の着実な推進】
(2018年度） し､運用ｺｽﾄは年間約1， 155億円の削減 (2021年度）の見込み情報ｼｽﾃﾑ数は731システム削減､／ これまでの取組により、

ゾ キ号杳対春力里軒旱夫ｲト投資対効果を最大化 一元的なプロジェクト管理するため､予算要求から執行の各段階において、 を強化する取組の実施を検討
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デジタル･ガバメント実行計画･各府省中長期計画の主な取組の進捗状況
縁 粥

○2019年1月に改めて､ ITガバナンス､マネジメントを特に重視するプロジェクトの一覧化を各府省に依頼

○主に政府横断施策や投資額の大きいプロジェクトについて政府CIOレビューを実施中

圧 鯵個別公野鍾簿涛瞳認政薫
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取組例2取組例1

厄■ 后苣藪軍葆誰羅■自動車保有関係手ハローワークサービスの充実’' ？，ﾊ堂"埋」
原則来所が前提となっている求職登録､職業紹介等のサービスをオンライン化

するとともに､求人検索等既にオンライン化されたサービスについて利便性を高

め､求職･求人活動一般について､来所を要せず､オンラインサービスでそれぞ
れ自主的に行えるようにする。

続のワンストップサービスの充実
2018年4月:検査登録手続に係る手数料をOSS申請の場合と書面申請の場合で

区分し､OSS申請の場合の手数料を引き下げることとした。

2019年4月：引越しワンストツブサービスとの連携について、内閣官房が主催す

るワークショップにおいて、自動車保有関係手続について議論を行い、「引越し
ワンストツプサービス実現に向けた方策のとりまとめ｣(平成31年4月18日各府省
CIO連絡会議決定)を策定

2017年4月:共通基盤系の設計開発の開始

2018年1月:職業紹介系及び雇用保険系の設計開発の開始。

｡サーバ等機器について､テスト工程で利用するため、各環境(本番｡保守.バッ
クアップ)の設置｡導入を完了。

■KPIの進捗状況

"OSS利用率:新車新規登録40.8%､継続検査16.7%｡ (2019年度）

｡OSS申請件数:新車新規登録1,066,040件､継続検査2,655,541件(2019年度）

｡OSSの導入地域:新規登録及び中間登録の対応地域が38地域に拡大(2019年度）

｡2019年3月：労働政策審議会職業安定分科会において、「ハローワークの業

務･システムの見直しの概要｣について報告。

･20ﾕ9年4月： 「職業紹介業務の充実.強化とシステムの刷新に関する当面の周

知|こついて｣を都道府県労働局あて通知。

■今後の予定

2019年度以後､OSSの周知活動を強化するとともに､継続検査時のOSS申請を

行ってもなお必要となる運輸支局等への来訪を不要とするための自動車検査
証の|Cカード化について､2023年1月からの導入を想定し､準備を進める｡併せ

て、 ICカード化された自動車検査証の民間活用等も検討する。

に ノ

■KPIの進捗状況

2020年の新システム稼働後に計測

■今後の予定

2020年1月から順次刷新後のシステムの全国稼働を予定。

ノ、

防迩蕊溺
このほか､各府省中長期計画に記載の個別の取組について､デジタル･ガバメントに閨する一連
の取組として､FUを実施
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(資料3）

【機密性2】

2018年6月25B

2019年6月25日改定

財務省行政情報化推進委員会

財務省デジタル・ガバメント中長期計画

｢I－墓禾事園
（1）目的

財務省は、 「健全な財政の確保、適正かつ公平な課税の実現、税関業務の適

正な運営、国庫の適正な管理､通貨に対する信頼の維持及び外国為替の安定の

確保を図ること」 （財務省設置法第3条）を任務とし、行政事務の効率化及び

国民・事業者の利便性向上を目的として、所掌事務に関連する分野においてシ

ステムを導入し、コスト削減に努めつつ活用してきたところである。

2016年12月、少子高齢化等、我が国が直面する様々な課題に対応するため

官民データの適正かつ効果的な活用により新たな事業の創出並びに産業の健

全な発展及び国際競争力の強化を図ることを目的とした｢官民データ活用推進

基本法」が制定された。

その後、国民・事業者の利便性向上に重点を置き、行政のあり方そのものを

デジタル前提で見直す｢デジタル・ガバメント」の実現を目指すこととされた

（｢デジタル・ガバメント推進方針」2017年5月高度情報通信ネットワーク社

会推進戦略本部・官民データ活用推進戦略会議決定)。その後、 「デジタル・ガ

バメント推進方針」を踏まえ、具体的な取組や実行の主体等を明確にするため

に策定された「デジタル・ガバメント実行計画」 (2018年1月eガバメント閣

僚会議決定、同7月デジタル・ガバメント閣僚会議決定）において、 「各府省

におけるデジタル・ガバメント推進を戦略的に進めるため、『サービス設計12

箇条」等を踏まえ、CIO及び副CIOのリーダーシップの下、2018年上半期を目

途に中長期的な計画を策定する」こととされている6

2019年5月には情報通信技術を活用し、行政手続等の利便性の向上や行政

運営の簡素化・効率化を図るため、行政のデジタル化に関する基本原則及び行

政手続の原則オンライン化のために必要な事項を定めた「デジタル手続法※」

により各種関連法が改正された。

※デジタル手続法・ ・ ・ ・ 「情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便

性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための
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【機密性2】

行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等

の一部を改正する法律」

本計画は、これらの法令及び政府方針を踏まえ、デジタル・ガバメント実現

に向けた財務省としての中長期的な取組を記載するものである。

なお､本計画期間中に実施した内容についても本計画の見直しのタイミング

で順次反映していくこととする。

（2）計画期間

本計画は、 2018年度から2022年度までを計画の対象期間とする。

（3）現状の課題と本計画の対応

所掌分野の現状と課題は概要以下の通りであり、業務プロセスの見直し(BPR)

を実施しつつ、システム更改の時期も勘案し、デジタル・ガバメントの推進に

取り組む。

税務行政

税務行政については、これまでも国税電子申告・納税システム（以下

「e-Tax」 という｡）の整備等により電子申告を推進してきたが、経済社

会のデジタル化が一段と進展する中、納税者が簡便・正確に手続を行う

ことができるよう利便性を高めるとともに、社会全体のコスト削減や企

業の生産性向上を図る観点から、税務手続のデジタル化を一層推進する。

併せて、経済社会の変化に的確かつ柔軟に対応した税務行政を実現す

るため、手続オンライン化の徹底や添付書類の撤廃、ワンストップサー

ビスの実現など「納税者の利便性の向上」を図るとともに、組織内では

書面中心からデータ中心の事務処理へと転換しつつ内部事務を集約処

理するなど、 「課税・徴収の効率化・高度化」を図る必要があり、そのた

めに税務行政のインフラである国税情報システムの見直しを行う。

その見直しに当たっては、納税者の権利・義務に直結する税務行政の

基幹となる極めて重要なシステムであることから、システムのセキュリ

ティや安定運用に十分に配慮した上で、既存のメインフレーム中心の構

成からオープンシステム化された構成への最適化を図り、運用コストや

機能追加経費の低減と「納税者の利便性の向上｣、 「課税･徴収の効率化・

高度化」を実現するための基盤づくりを目指す。

なお、デジタル化の推進に当たっては、適正・公平な課税・徴収の実

現という国民全体の利益を踏まえ、税務行政に与える影響に十分留意し

つつ各種施策を実施する。例えば、申告納税制度の下、国税当局は納税

1．
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【機密性2】

者から提出された様々な機微な情報を有することから、システム整備等

においてはこうした情報の保護に万全を期すことが必要である。

税関行政

40年以上にわたり、官民連携の下、貨物の輸出入申告に関するオンラ

イン化、ワンストップ化、システム統合等を推進してきた結果、輸出入

申告の電子的処理率は100%近い水準に達している。輸出入・港湾関連

情報処理システム(NACCS)は既に株式会社（特殊会社）が運用主体とな

っており、引き続き官民で連携して利便性向上等に取り組むこととなる。

他方で、訪日外国人客の大幅な増加が続く中、2020年には東京オリン

ピック・パラリンピックが開催されることとなり、安全・安心確保等の

ため、限られた定員の下、適正通関と迅速・円滑な通関とを実現してい

く必要がある。

2．

会計業務

政府共通のシステムである官庁会計システム(ADAMS)を1977年に整

備し、以来、予算執行から決算の作成に至る会計事務処理の一貫したデ

ジタル化を実現するとともに、順次導入官署を拡大し2005年までにす

べての官署支出官への導入を完了し､2009年にオープンシステム化を実

施して川AMSⅡにシステムを刷新することにより運用コスト削減に努め

る等、会計事務処理の効率性向上に努めてきた。

2018年12月には、全銀EDIシステムにおいて金融機関や企業の取引

関連情報を電子的に交換するための金融EDI情報が拡張され、今後この

金融EDIによる商流情報を活用した会計事務手続きの簡素化、効率化も

期待されるところである。

併せて会計事務手続きに関連する会計検査院への証拠書類の提出・保

管を効率化することも検討していく必要がある。

3．

その他

その他の所掌事務関連の行政情報システムについても、保守・運用業

務のコスト削減に資する取組を省内において横断的に検討しつつ、情報

システム関連の人材育成を着実に進める。

4．

（4）計画目標

「デジタル・ガバメント実行計画」において､目指す社会像を実現するため

に必要となる電子行政の要素として、 1） 「利用者中心の行政サービス」及び
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【機密性2】
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【機密性2】

Ⅱ利用者中心の行政サービス改革

（1）サービス改革方針

「官民データ活用推進基本法」の基本理念や｢デジタル手続法｣、 「デジタル・

ガバメント推進方針」及び「デジタル・ガバメント実行計画」に示された、デ

ジタルファースト、ワンスオンリー、コネクテッド・ワンストップの3原則等

を踏まえ利用者の立場に立った行政サービスの実現を目指す。

これを可能とするシステムの構築にあたっては､利用者の実情を踏まえた利

便性向上とともに､システムやデータの利活用と業務の効率化とを可能とする

業務プロセスの見直しも求められる。特に、財務省所管の国税や税関に関する

手続きは国民生活に密接に関係し､職員自身もシステム利用者として運用され

ている。このため、増大する業務を限られた定員で適切に処理すること、適正

かつ公平な執行、安心・安全に遺漏なきを期すること等の要請にも併せて応え

なくてはならない。業務プロセスの見直しは、システムの調達スケジュールを

勘案しつつ適切に進める必要がある。利用者の視点を適切に把握し、業務効率

も勘案してシステム化を進めるためには､業務プロセスのあり方を継続的に検

討する。

これらを踏まえ、財務省中長期計画は、意味のある計画・実行・評価・改善

のプロセスを通じて推進する。

（2）横断的サービス改革

ア．手続の制度等の見直し

2017年度における提出件数が0件であった手続（以下「ゼロ件手続」と

いう｡）は全体で1,361種類であり、制度自体の適用が終了した16種類に

ついては2018年度までに廃止したところ。なお、ゼロ件手続の中には、

金融危機や災害発生時等の危機管理的な事態の下での政府の対応等を想

定した例外的手続群が含まれており （543種類)、これらは維持することと

している。

ゼロ件手続以外は3,683種類と多数に上るが、複数の個別手続が一連の

ものとして事務処理されている場合、事務フロー全体を通じた検討が必要

である。こうした手続の整理を行いながら、今後とも不断に手続の制度等

の見直しについて検討を行う。特に税務手続に関する法令は、毎年度の税

制改正プロセスで検討が行われるところ、その中で取りまとめられた見直

しについて、本計画を改定する際に適切な反映を行う （後述の「イ．添付

書類の撤廃」及び「ウもオンライン化の徹底」についても同様｡)。

なお、行政手続のオンライン化等を進める際には、本人確認の方法と併

せ、なりすまし対策を講じることが必要である。
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【機密性2】

このため「行政手続におけるオンラインによる本人確認の手法に関する

ガイドライン」 （2019年2月各府省情報化統括責任者(clo)連絡会議決

定）等を踏まえて適切な本人確認方法を検討する。

本人確認に関連する財務省の手続きの見直しとして、具体的には以下の

取組を実施する。

Ve-鮨x淑尹続の雷侮化

個ﾉ(約説青が､マケナンバーカー/く寧に擦裁された雪子証豚害を房いて

e-7bxを利豚する場合におし､て、 e-ZExの〃・パスクー六､ (〃ノの入

力を不要とした。また、マグナンバーカートZそび〃カーバグーダラ

イタの未取得青を念頭に､厳啓な衣人確認に基づき税務署長ﾉzｸj通知し

た〃･P〃のみによるe-7bxの利層を可諾とした。⑫0〃年Z月実施ノ

X視r: ﾉ所得税顔告尹綜のオンライン利府率⑫0〃年度：〃％ノ

イ．添付書類の撤廃

添付書類については、デジタル・ガバメント実行計画において「既に行

政機関が保有している情報について、行政手続における添付書類の提出を

一括して撤廃する」 「民間が発行する各種書類等、行政機関が現時点で保

有していない情報についても、情報連携による取得の可能性や、添付書類

そのものの必要性を精査し、可能な限り添付書類の提出不要化を目指す」

とされたことを踏まえ、財務省所管手続に関する添付書類の見直しを行う。

具体的には、提出を義務付けている添付書類について、①その必要性を

改めて精査し可能な限り不要とする方向で見直し、②行政機関間の情報連

携を積極的に活用し、添付書類に関連する情報を代替的な手段で取得する

ことによって、添付書類の省略を推進する。但し、添付書類の提出不要化

に当たっては、行政運営への影響に十分留意する必要があるほか、本人確

認のための書類については提出不要化に伴いなりすまし等の問題が生じ

ないよう適切な検討等が必要である。

上記の方針の下、財務省所管手続（別紙2において所管府省庁欄が「財

務省」 となっている手続を指す）について確認を行ったところ、現状で何

らかの添付書類を求めている手続は587種類存在していた。

今後、行政機関間の情報連携等を通じて必要な情報が別途円滑に取得で

きるようになった場合等は、こうした添付書類についても提出の不要化が

検討可能だが、情報連携の仕組みの整備状況は区々である。今回は、内閣

官房から、 「現時点で情報入手の仕組の構築が予定されていないものや情
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【機密性2】

報入手のための仕組の構築が想定しづらいもの」も含め、 「｢仮に当該添付

書類に係る情報が電子的に入手可能な状態になった場合に当該書類を省

略することができるかどうか」について検討を行うこと」との検討方針が

示されたことから、上記587手続中553手続について「今後情報連携が可

能となった際に省略が可能｣と整理したが（注)、提出不要化の前提となる

情報連携の仕組みの整備について、費用対効果や情報セキュリティの観点

も踏まえ、政府全体として検討を進める必要があると考えられる。

（注）差分の34手続は、 「既に情報連携している」又は「情報連携する

予定」の手続。

特に、添付書類の中で提出件数が多い「住民票」 ・ 「戸籍謄抄本」につい

て、財務省所管手続において添付不要化を推進するためには、内閣官房、

総務省、法務省を中心として、マイナンバー制度等を活用して必要な情報

が円滑に連携される仕組み等の存在が前提となる。なお、 「登記事項証明

書（商業法人)」については、法務省において、各省庁の手続の添付不要化

に資するものとして、情報連携の仕組みが検討されている。

「住民票｣ ・ 「戸籍謄抄本｣ ・ 「登記事項証明書（商業法人)」以外の添付書

類については、情報連携の仕組みの検討が開始されていないものが多いほ

か、行政手続を行う国民・事業者（又はその代理人）が当該行政手続のた

めに自ら作成する書類や外国政府が発行する証明書など、情報連携の実現

には相当な課題があるものが多数含まれていることに留意が必要である。

なお、行政機関への入札・契約に係る競争参加資格申請において事業者

が添付書類として提出している「納税証明書」については、既に電子交付

が可能となっており、この仕組みの利用も含め、行政機関間の情報連携に

向けて関係省庁とともに検討を進めていく。

以上を前提に添付書類の撤廃に関し、具体的には以下の取組を実施する。

会計業務決裁基盤の構築

茸/ｰ会計gﾝステム及び同gﾝステムと連携する各"亨昔､の業務gﾝステム

で利府可諾な雪子決裁基盤を棒築ム現在班で運房してし､ろ会計業

務の洗裁につし､て電子化を実現する。

併せて、支出負塑行為、支出決定等の会計募務/ご採る決議書』そひ決

議薑の添〃書類についても電子的に萱理することで、会計業務に爵

するデータをシームレスに連携・篝理できるよクにする。これによ

夕、会計後餓への証拠書類の提出につし､ても雪子化を図ろ。

また、行政文書ファイル葺理簿に虜する書誌停皷を文書管理gﾝステ

ムに情報塗携できるように総務省と諸塵する。"〃1年度を目途に

V
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【機密性2】

雪子決裁基盤を綴ノ

ARI:e/デニ会計gﾝステムにおける国の行硬機爵の雪子決裁率(〃〃年

度：〃脇ノ

､／会計業務にかかる証拠書類の雪子化

支Zf偵担行為、支出決定等にかかる決議等の業務（年蔵約乙Z〃万

作※ノや、民聞裏業者等との契約雪請求書筆会計横餓に慨媒

依で提出をして〃)ろ証拠書類(年蔵約至4〃万夜茨ﾉについて､2〃1

年度を目途に雪子的に提出・深管管理できるff粗みを緯葵する。そ

の上で、原>衣デ-"/こ通づぐメタデータで宮/ｰ会計システム及び答

"デ省の業務で活ﾉ唇できるようするとともに､会計撹査院〃でも同じ

データを縁房できるようにする。

※俸数夜数ば、全ﾝ停省等の合計〃0〃年調査ノ

ウ．オンライン化の徹底

①手続きオンライン化検討

財務省においては､5,044種類の手続を所管しており、うち1,595種類(約

583百万件）については既にオンライン利用が可能となっている（オンライ

ン率は種類ベースで31．6％、件数ベースで93．5％)。

オンライン利用が可能となっていない3，449種類の手続についてはデジ

タルファーストの原則に基づき、業務プロセスの見直しを実施し、利用者の

利便性向上の効果、業務効率化の効果、必要となるコストのバランスを勘案

して、具体的な手法について検討を進め、可能なものから実施に向けて取り

組んでいる。

具体的には、以下の手続について、オンライン化を進める。

消毒税免税販売尹続等の雪子化

外国ﾉ(旅行音の河鹿腔河_f言及乙ﾉ姥税販売尹続の効華化の観点Zう』ら、

消毒税免税販売尹続等（購入記録票の提出筆ノを電子化するため、

国税/デで免税店事業音等から免税販売デ1_夕を受信・萱理するシス

テムを開発する⑫〃0年型月多〈峰実施予定ﾉ。

併せて、国税/ﾆﾉﾕ免税唐事業音箏りﾐ免税販売デL一夕を送信するgﾝス

テムを開発できるようにJ4FZを鋸供する。

V

API:免税店の雪子化対応の割台一彦〃1年度:9g〃
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【機密性2】

国税還勾金支私尹続のオンラヶン化の徹底

税務署における書面による国税蘆/サ金支私の尹続きについて､現茨、

税務署・日衣齪行代理店荷で一部書面によク行ってし'ろ尹続がある

ところ、当該手続について国税/デ・日ﾉ衣銀行教店荷のデータ送受信

による処理を可諾とすることで、 さらなる箏務の効率化を図ろ。

色〃0年5月以隆実施予定ノ

V

(更Z:雪子的に支私われる遣/ヴ金の割合〃〃z年度：〃％ノ

会計業務にかかる証拠書類の雪子化（再掲ノ

支出負撞行為、支出2発定等にかかる決議等の業務（年間約Z,Z卯万

傑ノや、民間裏美音等どの契約雪請求書筆会計後査院に瓶媒徽

で振出をしている証拠書類（年間約裂〃0万夜）について、 2〃1年

度を目途に雪子的に提出・深誉篝理できる"粗みを構築する。その

上で、原>衣データ/ご湿づぐメタデータで宮/テ会計システム及び容府

省の業務で活屑できるよクするとともに、会計後査院〃でも同じデ

ータを活屑できるようにする。

V

国瘻金支私い等への金溌〃Iの活屑等

金銀〃Iシステムが､〃忍年Z2月よク稼働しておク、 これによク、

銀行荷決済信皷に商銃情報が付与できることとなったため、今凌順

次民嚴事業春におし､てシステム改修によ夕金綴〃I情報の猛屑zi進

展すれば慨の請求書や手/循業による入金確認か電子化・自動化さ

れる予定である。民廊裏業者筍の対応茨況や活豚沃況等を踏まえ、

宮/ｰ会計システムにおし)て国蘆金の支私ぃ情報を金融〃Iに対応さ

せる（実現艤朝につし}てば、次斯宜/テ会計システム稼働開婚凌の

〃〃隼度に、金溌〃zの活用＃f況や戻辨諸機関の準備沃況等差踏ま

之決定するﾉ。また、民閉募業音や金融〃Zでカバーされな〃1個ﾉ(等

への振込通知や納入告知害たつし､てる、雪子的に通知できる"粗み

を構築すべぐ稜訂する。

ゾ

石油ガス税・揮発約説及び地方揮努獅税の雪子顔苫対応

石油ガス説・猿秀紡税及び地方猿秀獅税の馥告につし}て、提出方法

の多様化による納税毒利侮の/可_f言及び行政事務の効率化を図ろため、

V
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【機密性2】

e-胸xによる提出を可龍とする⑫〃0年5月実施予定ﾉ。

(硬r:石油ガス税･揮努紡税及び地方猿秀紡税の顔告尹続のオンライ

ン利府華⑫〃Z年度：〃％ノ

マイナポータル等を活房した尹続の更なる嚴疫化

雇原音の雲務負塑を軽減L競豚青の利渥陸を/可_f冒させる観点から、

披豚者が牟未鯉に必要な情報をマイナポータル溌由で自動入手ム

そのデーータか国税/デか婁備する／卒未耀緋輯苦壽佑成屑ソフト

クェj天／等で/循成する隼未耀に係る深険料鮒顔告害等の所痘の

項目に自動入力され、雇豚音へ電磁酌に提出可諾となるft粗みを構

築する。⑫〃0年〃月実施予定ノ

また、紡税音か確定駒告に必要>交信報をマケナポータル経由で自動

入手し、そのデーータガj潅定馥昔薑等/循成コーナー等で/循成する確定

告壽の所痘の項目に自動入力され、 e-"xに送信が可諮となる丘瓶

みを構築する。⑫〃1年Z月実施予定ノ

γ

②オンライン実施中の手続の利便性向上

既にオンラインで実施している手続きについても、オンラインの利便性向

上に向けた取組みを進めることとする。

具体的には、以下の手続について、オンラインの利便性向上等を進めてい

る。

確定馥告のスマー入フォンガ応

国税/デホームページの／確定馥告害等/循成コーナーノにおいて、利

府舂数の多い一般的な治与所得者の医療費控畭やふるさと納税等に

よる濃〃駒告をガ案にスマー人フォン亭房画面を開発し、スマー入

フォンで墳告害の/循成から雪子提出までの尹続か完結する丘瓶みを

掌スした。⑫"〃年Z月実施ﾉ。

ゾ

kFI:所淳税顔告尹続のオンライン利府率⑫〃9年度：〃％ノ

法人の顔告尹続の雪子化泥進

法ﾉ(か法ﾉ(税等に係る馥告データを円滑に電子提出できるよう環境

盛備を進める観点から、提出情報等のスグム化、データ形式の柔歎

V
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【機密性2】

化、提出方法の戎充､提出先の一元化（クンスオンクー化ﾉ、認証手

続の嚴疫化等の見直しを行う。〃〃0年裂月までの〃に順次実胸

併せて、大法人（篝衣金の額箏がI信巧を超える内国芸ﾉ(筆ノに

ついて､法ﾉ(税等の雪子壌告を篝務化する。"〃0年響月以凌に嚴始

する雲美挙度（課税棚ノから適用ノ

API:法ﾉ(税顎告尹続のオンライン利府率（〃〃年度：〃％ノ

駅コーバを利屑したコンど＝紗〃（約〃手段の戎充）

宮宅等において獅付に必要〉ま情報(税目や税額などﾉをいわゆる/駅

コーバ／として出力することによるコンどニ紡げを可諾とした。

⑫"〃年Z月実施ソ

ゾ

(喪I:航コー火､を河豚したコンと涯紡〃の確定顔告斯における利府

傑数（卯〃隼分：妬万作多阯冒ノ

③法令上オンライン化が認められていない民一民手続きの見直し

これまで民一民手続については、 「行政手続等における情報通信の技術の

利用に関する法律」の適用範囲外であったこともあり、意思確認の検証が求

められる手続において書面主義が取られる一方､電子データによる代替の余

地がなかった等の経緯があり、政府方針の下、民間の実情・要望も踏まえて

継続的に検討を行っている。

なお、所得税の年末調整手続については、国民（給与所得者） ・事業者（源

泉徴収義務者）を含めた社会全体のコストを削減する観点から、平成30年

度税制改正にて年末調整関係書類の電子提出を推進する法令整備を行うな

ど、以下の取組を進めている。

隼未耀尹続の雪子化

源泉徴収義務者（属豚毒ノの箏務負塑を軽減し、絹与所得音（綾屑

壹ノの利漫荏を向上させる観点から、書面て源泉徴坂義務春に提出

されて〃'ろ生命探険科控襟証碑雪等の隼未調雲跡書類Xごつし､て、

雪子捻出を可諾とする。

併せて、国税/ｰにお"'て、絹与所得毒が、雛機関から雪子的に交

付された餓証鯨害等を屑い欝便・正確に齢馥告書を/瘡成し、源

泉徴奴義務音に対し雪子提出することを支援する／卒未鯉雛碩

告壽推成房ソフ人クェj天／を雲傭する。 （勿勿年〃月実施予定ソ

γ
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【機密性2】

④最新技術の活用

デジタル・ガバメントの実現においては、財務省においてもデータ利用の

促進に資する手段として最新のICT技術を積極的に取り込んでいくことが

必要となる。

定型業務においては、AIやRPAの活用などにより、業務を効率化し、真に

必要な業務への人員配置の充実を図っていく必要がある。

､／税務祖誘におけるJ〃､や〃菱術の活屑

税務祖談につし､て、測豚青の利湧腔の/可_f胃が図ら九るよう、 _ZW､や

"Z茂術を活屑して、チャッ八ボッ人など時簡の制約なぐ利房できる

栢誘チャボルと祖誹内容/こ応じた回答tができる"組みを導入する。

〃〃0年Z月試行実施予定ノ

工． ワンストップサービス推進への協力

横断的サービス改革の一つとして、 「死亡・相続」をはじめとした各種ワ

ンストップサービスについても、政府全体の検討のなかで関係省庁の一つと

して検討を進めていく。

､／法ﾉ(設立尹続才-ンラケン・クンス人ツフ花への苅応

マイナポータルを活房した法ﾉ(設立手ｼ詩のオンライン・クンス入ッ

フ"了に向けて各離耆ソテは、

①登記髪の手続のクンストッフ"プロ0〃隼度ノ

②定款淑慶び段立登記を含めた全尹綜のクンスハッフ推伍〃0年

度ノにそれぞれ攻組むこととしている。

このために

‘マグナポータルを河豚した場合のe-乃xの雪子署名等の省略(卯〃

隼度ノ

・マイナポータルを利房した法ﾉ(番号の掲宕・通知が可諾とする法

人番号システムの改修⑫〃0年度つ

に耽趙血

､／企業が行う従業員のを会探険・税尹続のオンライン・クンスハッフ。

化等への漱応

従業員の深屑、退職等のライフイベン入に礫ク従会衆険・税尹続等

については、企業の負塑軽減・生産盤/可_f冒等を図る観点から、

12



【機密性2】

・マイナポータルを通じたオンライン･クンス入ツフ化の嚴婚(勿勿

年〃月頃ノ

・クラウバを活房した企業保有情報の新しし'提出方法の実現⑫〃1

年度凌半以降から順次ノ

を目措すごととされている。

このために、対象となる風説醇孫尹続のオンライン・クンス入ツフ°

化等を実現する。

（3）個別サービス改革（デジタル・ガバメント実行計画に掲げる個別施策）

鮒税額告の雪子顔苫対応

凋続説の騎告について、提出方法の多様化による納税者利侮の/可一と及

びデﾌ渡事務の効率化を図ろため､e-7Zxによる提出を可能とする侮り〃

年〃月実施予定ﾉ。

その髪、凋続説の顔告書のe-7Ex受休沃z妃や頃合義務青等のニーズ琴

を踏まえ、力象となる帳票の拡大、添〃書類の提出方法の拡充などを

ゾ

段階酌に横討してし､ぐ。

ipI:祖綜税顔告尹続のオンライン利府率⑫〃0年度：〃％ノ

13



【機密性2】

Ⅲプラットフォーム改革

（1）財務省のプラットフォームの概況及び今後の方針

「世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」 (2017年

5月閣議決定）に基づく政府情報システムの統廃合について、財務省は2012

年度の121システムから2018年度末までに48システムとし(政府共通プラ

ットフォームへの部分移行を含む)、2012年度比で60%のシステム数の削減

を目指し、 これを達成した。

また、同計画に基づく運用等経費の削減について、財務省は2013年度の

609億円から2021年度末までには436億円(2013年度比28%減）まで削減

することを目指しており、達成する見込みである。

今後とも、 「デジタル・ガバメント実行計画」を踏まえ、行政サービス・

行政データ連携の基盤の構築を前提に更なる連携を推進していく。特に、各

分野の統計等のデータや、民間活動の基盤となる情報については、政府全体

の標準化された形式で提供を進めることにより、行政のみならず民間事業者

におけるデータ活用を促進する。

(参考）財務省システム経費（単位：億円）

(注1)2019年度までは各年度予算ベース（計数には特別会計分を含む）

(注2)2020年度、 2021年度は見込み額

（2）クラウドサービスの利用推進

「デジタル・ガバメント推進方針」に定めた政府における「クラウド・パ

イ・デフォルト」の方針の下、クラウドサーピスの利用については、 「政府

情報システムにおけるクラウドサーピスの利用に係る基本方針」や、総務省

と経済産業省のクラウドサービスの安全性評価に関する検討状況も踏まえ、

主に利用者が財務省内外の多岐にわたる情報システムについて、クラウドサ

ーピスの利用メリットを最大限享受しつつ、システム経費の削減が図られる

よう検討を進めることとし、以下の取組を実施する。

､／ 言万二会計gﾝステムと歳入金雪子約〃gﾝステムのクラクメ?化

宜/デ会計システム及び歳入金雪子約〃システムの次斯システムにお

14

経費区分 2013年度 2018年度 2019年度 2020年度 2021年度

整備経費 75.6 140.1 160.4 4■■■■■■■ 一

運用等経費
●◆◆
●

◆

◆

●

◆④①◆･◆◆･●…一一酷◆●◆●｡｡“~…●●…｡ー◆…“●琴●①●①｡●●●●｡●｡

:コスト削減対象

653.4

609.4

727.4

502.2

737.8

500.3

－

495.9

一

436.4

合計 729.0 867.5 898.2 I■■■■■■■ －



【機密性2】

いて2〃Z学度を目途に民嚴クラクバへ移行し、遁屑コス人の砥減と

好来的なgﾝステム開発コストの砥減を図ろ。

侍に、宮方雫会計システムのクラウ脚Z了/ご当たっては､国蹟金の支泌い

を司るミッションククティカルなシステムであることを曙くまえシス

テムの安定重用にナ分に配庸した上で､クラクバに最適ｿZするように

見直しを図るとともに、 j〃退室察によるgﾝステム鬼壹篝を実現すること

で､道府コス入や機能追加涯費の低減と予算勤行データの活屑による

各府省の戦略的な行政運営の実現など様々なサーと涼を据供可諾と

なる塁盟鑿づぐクを月指坑

（3）保有データのオープン化

保有データのオープン化については、データ連携・標準化等に関する政府

の方針を踏まえ、個人情報保護、守秘義務等に関する法令を遵守しつつ、利

用者ニーズを踏まえた行政保有データのオープン化のための検討を進める。

具体的には、各種統計において統計データのDB化を順次実施している。

(4)APIの整備

利用者が保有する電子データを活用し、手続等の利便性を図る観点から、

国税関連では、e-Tax、少額投資非課税制度(NISA)等に関連し、仕様公開を

進め､民間ソフトウェア事業者によるこれらを利用したソフトウェアの販売

も行われている。また、法人番号の付番機関として、法人番号、商号又は名

称、本店又は主たる事務所の所在地を既にAPIにより提供している。

今後とも、内閣官房が作成するAPI関連の各種ガイドラインを踏まえ、利

用者の利便性等を勘案し、業務プロセスの見直しを行いつつ、 APIの整備・

改善の検討を進める。なお、システム連携の際、データ提供・取得を容易に

するAPI整備を検討している。

消費税免税販売尹続等の電子化（再掲ノ

外国ﾉ(旅行者の利礎浬向_と及ひ姥税販売争続の効華化の観点から、

消寄説免税販売尹続等（購入記録票の提出筆ノを雪子化するため、

国税/デで免税盾雲業青等から免税販売デL_夕を受信・葎理するシス

テムを開発する⑫〃0年ユ月以峰実施予定ﾉ。

併せて、国税/デニば免税唐婁業者箏溌尭税販売データを送信するgﾝス

テムを開発できるようにA〃を提供する。

ゾ

A喪r:免税盾の雪子化対応の割合⑫〃1年度：〃％ノ

15



【機密性2】

宮/デニ会計システムと歳入金雪子納〃システムのクラク入､牝（再褐ノ

言万三会計システム及び歳入金雪子約〃システムの沈斯システムにお

し'て2〃Z年度を目途に民嚴クラクドへ移行し、道府コス戸の低減と

好来的なgﾝステム開発コス入の低減を図ろ。

特に、茸/デニ会計システムのクラク大ｿZに当たってば､国庫金の支私レ｝

を司るミッションクグティカルなシステムであることを曙fま之シス

テムの安定運屑にナ分に配庸した上で､クラクバに最適化するように

見直しを図ろとともに、 』〃た壷檬によるごﾝステム連携を実現すること

で､運原コス入や機能追加経費の低減と予算執行デヒータの活屑による

各府省の戦略的な行政運営の実現など溌々なサーどズを提供可龍と

なる基盤づぐ夕を月指丈

γ

、

（5）標準化・共通化の推進

新たにシステムで保有する日付､時刻等共通的に使用されるデータ形式に

ついては、 「行政基本情報データ連携モデル」 （2019年3月内閣官房情報通

信技術(IT)総合戦略室策定）や各種ガイドブックで定められたデータフォ

ーマットの標準化を踏まえた方式で対応することとする。

財務省の各組織が作成するWebサイトについてはシステム更改時に「Web

サイト等による行政情報の提供・利用促進に関するガイドライン」 （2019年

4月各府省情報化統括責任者(CIO)連絡会議決定）に準拠するよう見直すこ

ととしている。

16



【機密性2】

Ⅳ価値を生み出すITガバナンス

（1）推進体制の整備

所管行政に関連したデジタル・ガバメント推進のためには、基盤システムの

整備やデータ連携のあり方等の検討にとどまらず､法律及び政策目的の実現に

向けてデジタル技術の利用を前提とした業務プロセスの見直しを検討してい

く必要がある｡そのためには､システムの運用･調達に携わる部局のみならず、

業務・政策立案を担当する部局を含めた適切な連携・協力体制が必要となる。

このため、 2017年度に開始したシステム統括部局への各部局への併任を引

き続き活用し、効果的な情報共有と連携を、 CIO･副CIOの下で確保する。

特に複数の担当部局が関係する業務プロセスの見直し、システム化、運用・

保守コストの削減等の課題については、 CIO･副CIOをはじめマネジメントの

関与が不可欠である。このため、副CIOのリーダーシップの下、 CIO補佐官の

知見等を組織横断的に共有しつつ、取組を推進する。また、 「デジタル・ガバ

メント推進標準ガイドライン」 （2018年3月CIO連絡会議決定、2019年2月改

定)を踏まえ､システム更改時期を展望しつつ､業務プロセスの見直し､検証、

システム化の検討、予算要求等を適切なガバナンスの下で進めることとし、本

計画を適切に推進している。

本計画は、 CIOを委員長、副CIOを委員長代理とし、各部局の総務課長等を

構成員とする行政情報化推進委員会にて評価・改定を実施する。

（2）ガバナンスの強化

財務省におけるITガバナンスについては、 2016年度から「サイバーセキュ

リティ・情報化審議官」を副CIOとした体制強化が図られたところ、本計画の

取組みに当たり、 「デジタル・ガバメント推進標準ガイドライン」による他、

ITガバナンスを一層機能させるため、 「デジタル・ガバメント実行計画」に沿

って、 2019年4月に予算要求、調達、プロジェクト管理の方針について、財

務省内の手続を制定した。

特に、大規模システム等のプロジェクトに関しては、政府CIOと協議しつつ

取組を進めている。

（3）人材確保・育成

セキュリティ･IT人材の確保・育成については、 「財務省セキュリティ･IT

人材確保・育成計画」 (2016年8月）に基づき着実に推進している。

（4）情報セキュリティ対策

サイバーセキュリティの脅威が高度化・巧妙化している中､情報システムの

17



【機密性2】

調達段階からその運用に至るまで､適切にセキュリティリスクへの対応を進め

る。その際には、 「情報セキュリティ対策のための統一基準群」や財務省の定

めるセキュリティポリシーを遵守し､｢財務省情報セキュリティ対策推進計画」

に沿った対応を進めている。

（5）デジタル・ワークスタイル

①テレワークの推進

財務省ではテレワークを推進するため、 2014年より順次、テレワーク環境

を整備してきた。

具体的には、テレワークに関するハード面のインフラとして、財務省行政情

報化L州システムにおいて､ 自宅等の端末からリモートアクセスが可能とな

る機能（シンクライアント）を業務基盤として整えており、また、2019年2月

には職員自身の携帯端末による業務メールの閲覧(BYOD)を可能とした。

2021年6月に予定している次期更改においても、引き続き技術動向及びシ

ステム利用者の意見を踏まえて働き方の多様化を推進する。

②デジタル・ワークスタイルを実現するための環境整備

既にペーパーレス会議は開催可能となっているが､現状が利用者ニーズに即

した機能を提供できているのか、或いは真に効率化しているか等の観点から、

職員の意見、技術動向等を踏まえ、改善について引き続き検討する。

また、業務プロセスの見直しの検討等の過程で、制度的. ，|貫行的な制約要因

を把握した場合には､働き方改革を積極的に推進する観点から、改善に向けた

問題提起を行う。

18



【機密性2】

V計画の評価・改定

本計画の進捗状況については､個々の取組の進捗に応じて評価を実施し､CIO･

副CIOまで評価結果を報告するものとする。また、一年に－度は本計画の改定

について検討し、必要に応じて改定するものとする。

なお､本計画の取組内容については､規制改革や統計改革に関連した財務省と

しての取組と関連・重複する部分が想定される。こうした他の計画・取組とも整

合性を確保した形となるよう、評価・改定時には留意する。

Ⅵ工程表（別紙1～4）

サービス改革工程表

手続の見直し工程表

プラットフォーム改革工程表

別紙1

別紙2

別紙3

別紙4 主な投資事項一覧

(以上）
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デジタル手続法※(令和元年5月3旧公布)の概要①
I

※正式名称：情報通信技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営の簡素化及び効率化を図るための
行政手続等における情報通信の技術の利用に関する法律等の一部を改正する法律（令和元年法律第16号）

情報通信技術を活用し､行政手続等の利便性の向上や行政運営の簡素化･効率化を図るため、

①行政のデジタル化に関する基本原則及び行政手続の原則オンライン化のために必要な事項を定めるとともに、

②行政のデジタル化を推進するための個別分野における各種施策を講ずる。

①行政のデジタル化に関する基本原則等（行政手続オンライン化法の改正※）
※法律の題名を｢情報通信技術を活用した行政の推進等に関する法律（デジタル行政推進法） 」に変更

l
i

１
１ 靖報通億溌徽毒藩麓蔵潅蒜磯鍾推進鰯墓識原熱
羅議議灘灘灘鰯
国､地方公共団体､民間事業者､国民その他の者があらゆる活動において情報通信技術の便益を享受できる社会の実現

議議藤蕊議蕊驚’
①デジタルファースト：個々の手続･サービスが一貫してデジタルで完結

②ワンスオンリー：－度提出した'|胄報は､二度提出することを不要とす②ワンスオンリー：－度提出した'|胄報は､二度提出することを不要とする

する

③コネクテッド･ワンｽﾄｯﾌﾟ ：民間サービスを含め､複数の手続･サービスをワンストップで実現する

|壷…雲議刀愈溌1魂難事

陰蕊謡鐸蕊需燕鰯篭＝
・行政手続（申請及び申請に基づく処分通知）について、

オンライン実施を原則化（地方公共団体等は努力義務）

・本人確認や手数料納付もオンラインで実施

（電子署名等､電子納付）

躍謡溌箇議溌職謹熱
、行政機関間の情報連携等によって入手.参照できる,,胄報 ｜
に係る添付書類について､添付を不要とする規定を整備

（登記事項証明書（2020年度情報連携開始予定）や

L 本人確認書類（電子署名による代替）等を想定）‐=ｰ ‐＝ __… － －－ ‐ _…_.ノ

…一一一…一－－
・情報通信技術の利用のための能力等の格差の是正 。(高齢者等に対する相談､助言その他の援助）

呂誇引錨霊感遥唾睡鯨舜藤”篭礎
・行政手続に関連する民間手続のワンｽﾄｯプ化

・法令に基づく民間手続について､支障がないと認める場合に、

ｵﾝﾗｲﾝ化を可能とする法制上の措置を実施

h
（
蹄
童
や
）



デジタル手続法の概要②
－－－一軍理刑阿…冨恭聖豐三雲二且P＝＝踊翻一＝弓…1月 Z‐~園一f ”癖〃肩4， W“1YT畦Z下 T－勺“.雨齢舎-御……庁~ 騨 司田継． ． ．季 1劃Ⅲ :縮ﾛT届:区 噛萌W閥唯,W品」 I誼』娘1洲ざ”』晩了or‘ ．’ ､剛1[遍蔽lF巍確』 J､邸私M』掘脂遡洸‘ ‘｣昇坤恥 ォ･ 山的駒幽． 1J;i‘ﾄ1官叫喧皿凹酬1』.u1画皿 鳶 一"叶鋤四四“ ．呼畔.1 』媚

②行政のデジタル化を推進するための個別施策(紘凝蕊本識艤法､公齢擬人認認識､マイ診"'､…識）

懲謹蕊豊瀧謬譲瀧蝋蕊慰…ill-
・国外転出者の本人確認情報の公証 （戸籍の附票の記載事項の追加･記載された本人確認'|胄報の保存･提供）

・国外転出者による公的個人認証（電子証明書） ・個人番号カードの利用
→国外転出者による公的個人認証（電子証明書） ・個人番号カードを活用したｵﾝﾗｲﾝ手続･本人確認の実現

I

｢ －－－－－－－－－

， 。本人確認情報の長期かつ確実な保存及び公証 （住民票等の除票を除票簿として保存･安全確保措置等）
→！'胄報通信技術を活用した個人の識別･認証を将来にわたり実現（ｵﾝﾗｲﾝ手続･本人閥藍忍､洲寸雪頁省略の前提）

」

1

-#
･利用者証明用電子証明書の利用方法の拡大（暗証番号入力を要しない方式）

・個人番号カードヘの移行拡大（通知カードの廃止）

-－一一一一
・罹災証明書の交付事務等の個人番号利用事務への追加

・社会保障分野の事務の処理のために､情報連携の対象の事務や情報を追加



(資料5）

保存期間 : 1年

（平成31 (2019)事務年度末）

平成31年3月29日

企 画 課

デジタル手続法案について

（国税庁における対応）

1 法案の趣旨について

情報通信技術を活用し、行政手続等の利便性の向上や行政運営の簡素

化・効率化を図るため、①行政のデジタル化に関する基本原則及び行政手

続の原則オンライン化のために必要な事項を定めるとともに、②行政のデ

ジタル化を推進するための個別分野における各種施策を講ずるもの。

2 法案の建て付けについて

当初、新法としてデジタルファースト法案を定めることが想定されてい

たが、今般のデジタル手続法案については、その正式名称である「情報通信

技術の活用による行政手続等に係る関係者の利便性の向上並びに行政運営

の簡素化及び効率化を図るための行政手続等における情報通信の技術の利

用に関する法律等の一部を改正する法律案」のとおり、既存の法律を改正

するものとなっている。

デジタル手続法案の本則においては、下記の7つの行政手続関係法の改

正が行われている。

(本則第1条関係） 行政手続等における情報通信の技術の利用に関する

法律（以下「オン化法」 という。）

(本則第2条関係） 住民基本台帳法（以下「住基法」 という。）

(本則第3条関係） 電子署名等に係る地方公共団体情報システム機構の

認証業務に関する法律（以下「公的個人認証法」 とい

う。）

(本則第4， 5条関係）行政手続における特定の個人を識別するための番

号の利用等に関する法律（以下「マイナンバー法」と

いう。）

(本則第6条関係） 中小企業退職金共済法（※）

(本則第7条関係） 母子保健法（※）

(本則第8条関係） 液化石油ガスの保安の確保及び取引の適正化に関す

る法律（※）

※本則第6～8条関係については、国税関係手続への影響なし

3 オン化法改正（本則第1条関係）

行政手続の原則オンライン化や添付書類の撤廃について規定している。

なお、行政手続の原則オンライン化とは、国の行政機関等に行政手続の

オンライン化を義務付けることにより、国民がオンラインで手続を行うこ

とを選択することができるものである。ただし、手続件数が少なく、費用



対効果が低い手続については、オンライン化の対象としないことも認めら

れている。

(1) 情報システム整備計画

政府は、情報システム整備計画において、手続オンライン化や添付省

略の対象となる手続を定め、その計画に基づき、国の行政機関等がシス

テム整備する必要がある （また、手続件数が少なく、費用対効果が低い

手続についても、手続オンライン化等を実施しない手続として、整備計

画において定める見込みである。)。

【国税庁の対応】

国税庁は、オンライン化を義務付ける情報システム整備計画に基づき、

システム整備する必要がある。

オン化法4条（情報システム整備計画）

1 政府は、情報通信技術を利用して行われる手続等に係る国の行政機関

等の情報システム（次条第四項を除き、以下単に「情報システム」 とい

う。）の整備を総合的かつ計画的に実施するため、

当する計画（以下「情報システム整備計画」 とい関する計画（以下「情報システム整備計画」 とい

情報システムの整備に

う。）を作成しなければ

ならない。

2情報システム整備計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。

一 （略）

二 （略）

三申請等及び申請等に基づく処分通知等を電子情報処理組織を使用する

方法により行うために必要な情報システムの整備に関する次に掲げる事

項

申請等及び申請等に基 情報システムの整備づく処分通知等のうち、イ

により電子情報処理組織を使用する方法により行うことができるよう

にするものの範囲

ロ イの情報システムの整備の内容及び実施期間

四 申請等に係る書面等の添付を省略するために必要な情報システムの整

備に関する次に掲げる事項

イ申請等に係る書面等のうち、情報システムの整備により添付を省略

することができるようにするものの種類

ロ イの情報システムの整備の内容及び実施期間

同~夛花悪~豆~案一個所〒蚕羅藺事三~王~弓~情報~万~手~工~お落備專河

1 国の行政機関等は、情報システム整備計画に従って情報システムを整

:： よければプ よい

(2) 申請及び申請に基づく処分通知等の原則オンライン化

○ 申請及び申請等に基づく処分通知等の手続については、

関等が整備計画に従って情報システムを整備することで、

国の行政機

国民がオン



ラインで行うことを選択できる。

【国税庁の対応】

国税関係手続においては、手続件数が多い手続（所得税申告、法人税

申告等）については、オンライン化実施済みである一方、申請等に基づ

く処分通知については、オンライン化に向けて今後検討を行う必要があ

る。

○また、 申請等に係る手数料の納付についてもオンラインで行うこと

を選択できる。

国税関係手続においては、現在、オンラインによる納税証明書の交付

申請を行った場合でも、その手数料を現金納付することは認めており、

当該規定による影響は生じない。

オン化法6条（電子情報処理組織による申請等）

1． 申請等のうち当該申請等に関する他の法令の規定において書面等によ

当該法ことその他のその方法が規定されているものについては、り行う

令の規定にかかわらず、主務省令で定めるところにより、主務省令で定
篭陪々几丑 項Ⅲ径

5申請等のうち当該申請等に関する他の法令の規定において収入印紙を

もってすることその他の手数料の納付の方法が規定されているものを第

一項の電子情報処理組織を使用する方法により行う場合には、 当該手数一項の電子情報処理組織を使用する方法により行う

料の納付については、当該法令の規定にかかわらず、 電子情報処理組織を

使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法であって主務省令で

定めるものをもってすることができる。

オン化法7条（電子情報処理組織による処分通知等）

1 処分通知等のうち当該申請等に関する他の法令の規定において

により行うことその他の方法が規定されているものについては、

書面等

当該法

令の規定にかかわらず、主務省令で定めるところにより、主務省令で定め

る電子情報処理組織（中略）を使用する方法により行うことができる。

(3) 適用除外

○原則オンライン化の対象となる申請及び申請に基づく処分通知等に

ついて、手続の性質上、オンライン化が適当でない手続（例えば、面

前での指紋採取等を行う必要がある手続など）については、政令におい

て適用除外対象手続として列挙することとなる。

国税関係手続においては、手続の性質上、オンライン化が適当でない

手続はない。

○当該法案においては、国民がオンラインで手続を行うことを選択す

ることが「できる」規定となっているところ、オンライン義務を個別法



等で定めている場合については、国民に手続のオンライン義務を課す

ことも認めている。

国税関係手続においては、例えば、大法人の電子申告の義務化がこ

れに該当する。

オン化法10条（適用除外）

、 次に掲げる手続等については､ この節の規定は、適用しない。

一手続等のうち、 申請等に係る事項に虚偽がないかどうかを対面によ

り確認する必要があること、許可証その他の処分通知等に係る書面等

を事業所に備え付ける必要があることその他の事由により当該手続等
宮子- ‘盾軍馬々几丑君 7〕イ、0 堅桶可出4三十も‘ ロ ロ匡

方法により行うことが適当でないものとして政令（内閣の所轄の下に

置かれる機関及び会計検査院にあっては、当該機関の命令）で定めるも

の
一

二手続等のうち当該手続等に関する他の法令の規定において電子情報

処理組織を使用する方法その他の情報通信技術を利用する方法により
ゴー1日 一一 。 ､ 1日 デー

条第一項又は前条第一項の規定に基づき行うことが規定されているも

のを除く。）

(4) 添付書類の省略

行政機関等が、書面により確認すべき事項に係る情報について、代替

措置（個人番号カードの利用、行政機関間の情報連携等）により入手・

参照可能な場合、添付書類を省略することができる｡

【国税庁の対応】

国税関係手続においては、 これまで住民票の写し等の添付省略を行っ

てきたところであり、今後、平成32（2020）年度内に運用開始予定とし

ている、法務省からの登記情報提供の仕組みを活用して、登記事項証明書

（商業法人）の添付省略を図るなど、添付書類の省略に向けた取組を進め

る必要がある。

オン化法11条（添付書面等の省略）

申請等をする者に係る 主民票の写し、登記事項証明書その他の政令で定

める書面等であって当該申請等に関する他の法令の規定において当該申請

等に際し添付することが規定されているものについては、 当該法令の規定

にかかわらず、行政機関等が、当該申請等をする者が行う電子情報処理組

織を使用した個人番号カードの利用その他の措置であって当該書面等の区

分に応じ政令で定めるものにより、直接に、又は電子情報処理組織を使用

して、当該書面等により確認すべき事項に係る情報を入手し、又は参照す

るこ上ができる場合には、添付することを要しない。



4 住基法・公的個人認証法・マイナンバー法改正（本貝ll第2～5条関係）

行政のデジタル化を推進するための個別施策として、国外転出者による

マイナンバーカード及び公的個人認証（電子証明書）の利用の実現、マイ

ナンバーの「通知カード」 とその記載事項変更等の手続の廃止（マイナン

バーカードへの移行促進）等が盛り込まれている。

【国税庁の対応】

国税関係手続においては、マイナンバーを記載した税務関係書類を提出

する際、本人確認（番号確認）書類として「通知カード」を利用している

ことから、 「通知カード」が廃止された場合には、その対応を検討する必要

がある。

5 その他（本則附則）

（1） 施行期日

公布の日から9ヶ月以内で政令で定める日

この法律は、公布の日から起算して九月を超えない範囲内において政令

で定める日から施行する。

(2) 予算一括要求

附則において、内閣官房IT室におけるシステム関係予算の一括要求を

検討することとされている （現時点において、対象範囲等の具体的な内

容については不明。）

本則附則9条（予算一括要求）

1 政府は、 この法律の公布後速やかに、次に掲げる事項について検討を

加え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。

一新情報通信技術活用法第三条第二号に規定する行政機関等のうち同

号イに掲げるもの（会計検査院を除く。以下この項において単に「行

政機関等」 という。 ）による情報通信技術に係る物品及び役務の調達

並びに情報システムの整備及び運用（以下この項において「情報通信

技術に係る政府調達等」 という。 ）が適正かつ効率的に行われるよ

う、内閣官房において、 当該行政機関等の所掌するそれぞれの事務の

特性を勘案して、情報通信技術に係る政府調達等に必要な予算を一括

して要求し、確保するとともに、 当該予算を関係する行政機関等に配

分することとすること。

以上

メ又則I寸則1条（フ ノ回行期日）
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政府情報ｼｽﾃﾑの予算要求から執行の各段階における一元的なブﾛづｪｸﾄ管理の強化
一
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､／行政のデジタル化の目的は､単に雌デジタルに置き換えるこどではなく､業務改革(顕､を進めつつ､デジタル技術を前提とLた政策手法の
改革や行政サービスの質の向上を図ることにある。

､／そのためには､政府情報ｼｽﾃﾑの一層の改革を進め､ヂｰﾀ聯化､情報ｼｽ宗ﾑ間の互換性､ｽﾑｰズな情報i劉蕊､高度なｾｷｭﾘ
ﾃｨ対応などの鯛､政府として冊性を確保しつつ効率的に翻していくことが必要。

､／統-H掩政願胄報ｼｽﾃﾑの将来的な在り方(グﾗﾝドヂザｲﾝ)に基づ椴断的かつ業務改革(顕､を意識したｻｰビｽ視点での政府情報
システムの整備･遅朔を鯛弓る観点から､政開識ｼｽﾗﾐﾑの統一的管理のための月瑚を抜本的に樹上。

’｜
’算の毒括計上

･政府CIOの指揮の下､KT室が財政当局及び総務省行政管
理局と連携しつつ､予算要求前から予算査定段階､予算
執行段階まで､年間を通した一元的なプロジェクト管理を
令和元年度(2019年度)から一部実施し､順次拡大。

･現行の府省共通システムを中心に､政府全体で共通的に利用するシ
ステム､基盤､機能等を｢デジタルインフラ｣と位置づけ､デジタルイン
フラの整備･運用に係る予算は､原則として､内閣官房の下に一括計
上｡令和2年度(2020年度)予算から順次開始。

･内閣官房IT総合戦略室が横断的見地から執行に関与し､クラウドを始
めとするデジタルインフラの活用､デザインやデータの標準化､セキュ
リティ｡パイ"デザインなど､統一感あるデジタル化を実現。

口経費の妥当性のみならず､デジタルインフラの整備･利用
、デザイン･データの標準化､セキュリティレベルの共通化

等に寄与。
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技術的苅話を取り汎ｵ龍識勢契約憲法
鴬各省計上 蝿

･機動的かつ効率的､効果的なシステム整備に資するよう､契
約締結前に､複数事業者と提案内容について技術的対話を
可能とする調達.契約方法を､令和2年度(2020年度)から試

行的に開始。

卸 #■

府省共通
システム

蕊灘蕊
【2020年度】

各省計上

蕊灘灘｜
【2021年度】【現状】 1



行政手続簡素化に関する国税の取組状況等について
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平成29年6月に財務省が
策定･公表した｢『行政手続コ

スト』肖ll減のための基本計

画｣について、年度ごとに、

行政手続部会のヒアリング
結果及び基本計画策定後の

取組状況を踏まえ、改定を

行っており、令和元年6月に

再改定版を公表した(原貝|｣、

平成29年度以降のS力年計

画） 。

国税庁が関係する分野は、

｢国税｣、「調査･統計に対す

る協力｣、「営業の許可･認可
に係る手続｣のS分野(行政
手続取りまとめの重点分野）
である。

なお、「国税｣以外の分野に

ついては、令和元年度末ま

でに行政手続コスト(事業者

の作業時間)を20%肖l｣減する
ことが求められている。



行政手続簡素化に関する国税の取組状況等について
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行政手続部会
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|営業の許可･認可に
|係る手続【重点】
| (酒類免許等）
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平成29年6月に財務省が
策定･公表した｢『行政手続

コスト』削減のための基本

計画｣について､年度ごとに、
行政手続部会のヒアリング
結果及び基本計画策定後

の取組状況を踏まえ、改定

を行っており、令和元年6

月に再改定版を公表した

(原則、平成29年度以降の

3カ年計画)。

国税庁が関係する分野は、

｢国税｣、「調査･統計に対
する協力」、「営業の許可・

認可に係る手続｣のs分野

(行政手続取りまとめの重
点分野)である。

なお、「国税｣以外の分野

については､令和元年度末

までに行政手続コスト(事

業者の作業時間)を20%肖ll

減することが求められてい
る ◎
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【2019年s月末の再改定状況】

■

酒類の製造･販売業の免許申請等に係る負担の軽減を図るべ<実施予定としている以下の

施策について､実施状況を記載した。

①財務諸表の添付省略【2018年7月実施済み】
②申請害の記載項目の肖ﾘ減【2018年7月実施済み】
③法人の登記事項証明書の添付省略

【行政機関間の情報連携を前提に2020年度以降対応予定】

その他､新たに実施に向けて検討を進めたものとして、

④住民票の写しの添付省略【行政機関間の情報連携を前提に2020年度以降対応予定】
について具体的な内容を追記した。

酒類の製造･販売業の廃止の免許取消申請等に係る負担の軽減を図るべ<実施予定として

いる以下の施策について､実施状況を記載した。

①添付書類の見直し【2017年10月実施済み】

②酒類の製造･販売業の相続の申告における添付書類の簡素化
【2018年4月以降実施済み】

上記施策の実施により、事業者による申請害作成時間が20％肖I｣減される見込み。



行政手続簡素化に関する国税の取組状況等について
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(年末調整｡確定申告手
続の電子化等）

ﾛ 1 , 巳 輿 F

､．､ . . . . . . 1 . 51 q

. 』 4 AU

ゲ. .e .● ． . . ‘ ． . ←. . ． ． ． ． ． ．． ． ． ． ．

｢へ規制改革実施計画｣(平成29年6月閣議決定)において、

電磁的な方法による年末調整関係書類の提出を可能とする

ことや、団体特約に係る保険料控除の手続簡素化、マイナ

ポータルの活用による手続簡便化等の実現可能性及び方策

について､平成29年度中に検討し､結論を得ることとされた。

平成29年度の検討結果を踏まえ､平成30年6月に閣議決定

された｢規制改革実施計画｣においては、団体扱特約保険に

係る年末調整手続の電子化･簡便化については、関係事業

者の連携で成り立つことを踏まえ､令和2年10月(年末調整関

係書類の電子化実施)以降順次事業者間の連携が進むよう、

標準的なデータ形式の設定･公開等必要な対応を行うこととさ

れた【施策①】。

また､本計画には平成30年2月の経団連提言｢国民本位の

マイナンバー制度への変革を求める｣を踏まえ、以下の事項

が盛り込まれた。

○所得税の確定申告手続の電子化推進に向けて、医療費

控除やふるさと納税に関して､マイナポータルを通じて申告

に必要な情報を取得し､e-Taxへの自動転記を行う仕組み

に関し、平成30年度以降順次検討し､令和2年度までに結

論を得る【施策②】。

○所得税の扶養是正事務に関して､税務署から雇用者に

対する扶養是正通知につき､雇用者が従業員に対し是正
内容をより簡便に伝えられるよう従業員別の個票を発行す

るなど､必要な方策について本年度中に検討し､結論を得

る【施策③】。

なお､平成30年6月の｢規制改革実施計画｣に盛り込まれた

上記施策①～③の取組状況については､平成31年3月の内
閣府規制改革推進室によるヒア'ノング後､令和元年6月に｢規
制改革実施計画のフオローアップ結果について｣として公表さ
れた 。

、

【年末調整手続の電子化(施策①)】

被用者が関係機関から電磁的に交付された控除証明書を用
いて簡便･正確に控除申告書を作成し､雇用者に対して電磁
的に提出することを支援するソフトウェアを開発中(令和2年10
月Iノリース予定)。

雇用者宛に送付される団体扱特約保険料に係る保険料控
除証明書のデータフォーマットの統一化を通じ､雇用者が受領
した控除証明書データを被用者に提供し､被用者が上記ソフト
ウェアを用いて簡便に控除申告書を作成できること等を目指し
て、引き続き各関係機関と連携しつつ検討を進めることとして
いる 。

なお､被用者がマイナポータル存通じて控除証明書データを
取得できる仕組みについても令和2年10月からの実施に向け
て、引き続き検討を進めることとしている。

【確定申告手続の電子化(施策②)】

国税庁ホームページ上で提供している｢確定申告書等の作
成システム｣と｢マイナポータル｣を連携させ､マイナポータルを
通じて控除証明書等の申告に必要な情報を取得し、当該シス
テムへの自動転記を行う仕組みについて、令和3年1月から
の実施に向けて､各関係機関と連携しつつ検討を進めることと
している。

なお、上記の仕組を実現するためには、電子発行された情
報がマイナポータルへ通知されることが前提となることから、
医療費通知やふるさと納税の制度所管官庁である厚労省や
総務省等とともに、令和2年度までに結論を得るべく協議を
行っている。

【所得税の扶養是正事務の簡便化(施策③)】

本施策の実施に当たっては、国税当局側のシステム改修が
必要であることから、平成31年4月からシステム改修に着手し
令和2年4月頃のシステムリリースを予定しており、令和2年秋

以降の是正通知から対応可能となる見込み。
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未来投資会議(内閣官房)口

法人設立手続オンライ

ン･ワンストップ化検討
冬
云

｢未来投資戦略2017｣(平成29年6月閣議決定)において、

法人設立時に禾l1用者が全手続をオンライン･ワンストップで

処理できるよう検討し、平成29年度中に結論を得ることとさ
れた ◎

平成29年12月に閣議決定された｢新しい経済政策パッ

ケージ｣においては､法人設立手続のオンライン化とマイナ

ボータルを活用したワンストップサービスの提供に関して、
具体策と実現に向けた工程について成案を得ることとされ、

平成30年5月に｢法人設立手続のオンライン･ワンストップ化

に向けて｣が公表された。

これを踏まえ、「未来投資戦略2018(平成30年6月閣議決

定)｣及び｢成長戦略フォローアップ(令和元年6月閣議決

定)｣において、

①登記後の手続(※1)のワンストップ化は令和元年度中

②定款認証及び設立登記を含めた全手続(※2)のワン
ストップ化は令和2年度中

に実現するとされた。

(※1）法人設立届出等のe-Taxを禾Ij用した国税関係手続

のほか､地方税関係(総務省)も労務･社会保険･年金

関係（厚労省)の手続が対象。

(※2）法人設立登記手続(法務省)が対象。

‘

マイナポータルを活用したワンストップサービスの提供に向け
て､国税庁としても必要な整備を行うべく､関係府省庁と連携し、

①令和元年度中に登記後の手続を､②令和2年度中に登記手
続も含めた全手続をオンライン･ワンストップで完了できるようシ
ステム改修等に取り組んでいる。

【①登記後の手続に係る取組状況】
平成31年度税制改正において、「マイナポータルを利用した法

人設立届出害等の提出に係る電子署名等の省略｣及び｢添付書

類の削減(法人設立届出害における定款等の写しなど)｣が措置

されたことを受け､e-Taxの改修を予定。

【②全手続に係る取組状況】
登記情報を基に指定される法人番号をマイナポータルへ連携し、

情報連携のキーとして法人番号を活用するため､法人番号シス

テムの改修を予定。

なお､国税に係る対象手続は､以下のとおり(全15手続)。

①法人設立届出書

②給与支払事務所等の開設･移転･廃止届出書

③消費税の新設法人に該当する旨の届出書

④青色申告の承認申請書

⑤棚卸資産の評価方法の届出書

⑥減価償却資産の償却方法の届出書

⑦有価証券の一単位当たりの帳簿価額の算出方法の届出書

⑧申告期限の延長の特例の申請書

⑨消費税課税事業者選択届出書

⑩消費税簡易課税制度選択届出書

⑪消費税課税期間特例選択･変更届出書

⑫源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書

⑬電子申告･納税等開始届出書

⑭消費税の特定新規設立法人に該当する旨の届出書

⑮事前確定届出給与に関する届出書



行政手続簡素化に関する国税の取組状況等について
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中小企業○■小規模事業者
の活力向上のための関係L■

省庁連絡会議

中小企業･小規模事業

者の長時間労働是正.

生産性向上と人材確保
に関するWG

※上記WGにおいて、「社

保税ワンストップ｣実現に

向け、関係府省庁が連携

して取り組むこととなった

ことを受け､平成30年7月

にキックオフ会合が開催さ
れ、具体的検討を開始し
た 。

〃

､今

｢未来投資戦略2018｣及び｢世界最先端IT国家倉I造宣言･官

民データ活用推進基本計画｣(ともに平成30年6月閣議決定）

において、「企業が行う従業員のライフイベントに伴う社会保

険･税手続のオンライン･ワンストップ化｣が盛り込まれ、平成
31年4月に開催された各府省情報化統括責任者(CIO)連絡

会議において、「企業が行う従業員の社会保険･税手続のオ

ンライン･ワンストップ化等の推進に係る課題の最終整理｣等

が決定された。

上記最終整理等では、内閣官房IT総合戦略室が中心となり、

関係府省庁と連携を図りながら、

①令和2年11月頃から順次､マイナポータルを通じて､従
業員の採用、退職等のライフイペントに伴う社会保険･税

手続のオンライン･ワンストップ化を開始し、

②令和3年度後半以降から順次､企業が保有する情報の
クラウドを活用した新しい提出方法の実現を目指す

こととされた。

更に、「成長戦略フオローアップ｣(令和元年6月閣議決定）
においても同様の記載が需り込まれている。

f

閣議決定を踏まえ、左記のスケジュールに沿って、内閣

官房IT総合戦略室が中心となり、当庁を含む関係府省庁
が連携して検討を進めている。

なお､国税に係る対象手続は､以下のとおり。

①オンライン･ワンストップ化に係る対象手続
〔採用時の手続〕

■

■

■

■

給与支払事務所等の開設･移転･廃止届出書

源泉所得税の納期の特例の承認に関する申請書

青色事業専従者給与に関する届出書

事前確定届出給与に関する届出書

〔退職時の手続〕
■

■

■

■

■

個人事業の開業･廃業等届出書

給与所得の源泉徴収票(同合計表）

退職所得の源泉徴収票(同合計表）

事業廃止届出書

退職手当金等受給者別支払調書(同合計表）

②クラウドを活用した新しい提出方法に係る対象手続
■ 金融機関に係る法定調書



Ⅱ行政手続ｺｽﾄの削減に向けて

S.今後の取組
（前略)各府省はﾓ行政手続簡素化のs原貝ll(｢行政手続の電子化の徹底｣､「同じ情報は一度だけの原貝ﾘ｣、「書式･様式

行政手続部会取り －．ハの統一｣)を踏まえ､行政手続コストを2020年までに20%肖ll減すること等を内容とする
進め覺極的かつ着実に行政手続コストの肖|｣減に向I 二取註 ◎

規制改革会議行政手続部会取りまとめ（平成29年3月29日規制改革推進会議行政手続部会)[抄］

2． 重点分野
(注1）｢国税｣については､次の事情を踏まえ､削減目標とは別途の数
値目標等を定める。【取組の内容】

重点分野は以下のg分野とする。

(各省庁に共通する手続）

(個別分野の手続）

(個別分野の手続）

(個別分野の手続）

(各省庁に共通する手続）

(各省庁に共通する手続）

(個別分野の手続）

(個別分野の手続）

1． 「国税｣については､以下の点に留意する必要がある。

①我が国では､多くの諸外国と異なり､税務訴訟における立証責任が､通
常､課税当局側にあるとされていること。

②消費税軽減税率制度･インボイス制度の実施､国際的租税回避への対
応等に伴い､今後､事業者の事務負担の大幅な増加が不可避であること。

②社会保険に関する手続

③国税
④地方税
⑤補助金の手続
③調査･統計に対する協力

⑦従業員の労務管理に関する手続 （個別分野の手続）

⑧商業登記等 （個別分野の手続）
⑨従業員からの請求に基づく各種証明書類の発行

（個別分野の手続）

なお、｢従業員の納税に係る事務｣については､規制改革推進会議(投
資等ワーキンググループ)において､社会全体の行政手続コストの削減
に向けた検討を別途行う｡また､｢行政への入札･契約に関する手続｣に
ついては､行政手続部会において､別途検討を行う。

2.諸外国の税分野における行政手続コスト肖ﾘ減の要因は明確ではないが、
少なくとも電子申告の禾11用率の大幅な向上が寄与していると考えられるこ
とに鑑み､次の数値目標を設定する。

①電子申告の義務化が実現されることを前提として､大法人の法人税･消
費税の申告について、電子申告(e-tax)の利用率100%。

②中小法人の法人税･消費税の申告について､電子申告(e-tax)の利用
率85%以上｡なお､将来的に電子申告の義務化が実現されることを前提と

して､電子申告(e-tax)の利用率100%。
S. 削減目標

lal取組期間
【取組の内容】

S.手続の電子化､簡素化等により､事業者の負担感減少に向けた取組を進
める。

①電子納税の一層の推進

②e-taxの使い勝手の大幅改善(禾ﾘ用満足度に係るアンケートを実施し、
取り組む）

③地方税との情報連携の徹底(法人設立届出書等の電子的提出の一元
化､電子申告における共通入力事務の重複排除等）

取組期間は､3年とする(平成31年度まで)。ただし､事項によっては5年

まで許容する(平成33年度まで)。

14）削減目標
【取組の内容】

（
泌
謹
的
）



(資料g)

2019年3月末改定

｢行政手続コスト」削減のための基本計画

1 手続の概要及び電子化の状況

①手続の概要

国税に関する手続については、国税通則法、所得税法、法人税法、消費税法等の各税

法において規定されており、納税義務者等は、当該規定に基づき、申告、納付、申請・

届出等の各行為を行う必要がある。

②電子化の状況

所得税、法人税、消費税等の申告や申請・届出等の各種手続については､国税電子申

告。納税システム(e-Tax)により、インターネット等を利用してオンラインで行うこ

とが可能である。

(注）相続税の申告手続についても、2019年10月以降対応予定。

オンライン利用が可能な申告や申請・届出等の手続は、 「行政手続等における情報通

信の技術の利用に関する法律」（オンライン化法）に基づき公表することとされており、

2017年度の実績では407手続（国税関係手続の34．4％） （注）となっている。

(注）2011年度におけるオンライン対象手続は930手続（国税関係手続の87. 1%)であったが、 「新

たなオンライン利用に関する計画」 （2011年8月3BIT戦略本部決定）に基づき、手続の発生

頻度等の費用対効果を踏まえ、オンライン対象手続の範囲の大幅な見直しを行っている。

また、納付手続についても、ダイレクト納付（事前に税務署に届出をすることで、e－

Taxによる申告書等の提出後、指定した預貯金口座からの振替により電子納税を行う仕

組み）やインターネットバンキング等を通じたオンライン納付を行うことが可能である。

なお、主な税目における申告や申請・届出等の手続のオンライン利用率（2017年度実

績）は次のとおりとなっている。

、
〆

1

省庁名
0 F ヤ C O
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心 C C C r T P 十 F ｡

匙 務省

i重点分野名塞蕊 国税

手続名 オンライン利用率

所得税申告 54.5％



(出所）

・申告手続：平成29年度におけるe-Taxの利用状況等について(2018年8月公表）

（※）なお、電子申告義務化の対象となる大法人（原則、資本金が1億円超の法人）につい

て、法人税申告のオンライン利用率は66． 1％。

。申請・届出等：オンライン化法10条1項に基づく公表数値により算出。

・納付：国税庁調べ（｢電子納付件数／（窓口納付件数十電子納付件数)」により算出）

2削減方策（コスト削減の取組内容及びスケジュール）

経済社会のICT化等を踏まえ、税務手続においても、 ICTの活用を推進し、利便性の高い

納税環境を整備するとともに､データの円滑な利用を進めることにより社会全体のコスト削

減を図ることが重要である。

こうした観点から、以下に掲げたコスト削減のための取組内容について、スケジュールに

沿って着実に進める。その際、財務省において所要の税制改正・予算措置等を前提として実

施可能な施策については、特にタイムリーに実現を図る。また、省庁横断的な検討作業が必

要であるなど、関係省庁の協力が必要となる施策については、その進捗を踏まえ、財務省と

しても積極的に対応する。

、大法人の法人税・消費税の申告について 電子申告(e-Tax)の利用率100%

平成30年度（2018年度）税制改正において、大法人の法人税等の申告について電子

申告の義務化を法制化した。具体的には、2020年4月1日以後に開始する事業年度（課

税期間）について、内国法人のうち事業年度開始の時において資本金の額又は出資金の

額が1億円を超える法人並びに相互会社、投資法人、特定目的会社、国。地方公共団体

を対象として、法人税・地方法人税・消費税の申告に当たり、申告書及び申告害に添付

すべきものとされている書類の提出を電子的に行わなければならないこととした。

併せて、申告データの円滑な電子提出のための環境整備として、提出情報等のスリム

化、データ形式の柔軟化、提出方法の拡充、提出先の一元化（ワンスオンリー化)、認証

手続の簡便化等の見直しを行うこととした（各施策の詳細は(4)(5)に記載のとおり)。

今後は、大法人の法人税・消費税のe-Tax利用率100%という目標達成に向け、電子

申告が義務化されることに加え、上記の環境整備に関する取組についても引き続き周知

を図る。

2曲小法人の法人税・消費税の申告について、電子申告(e-Tax)の利用率85%以上。

なお、将来的に電子申告の義謡 化が実現されることを前提として、電子申告 (e-Tax)

2

法人税申告 80.0% (※）

消費税申告
個人

法人

66. 1％

81．6％

申請・届出等 57.8％

納付 9. 1％



の利用率100％

平成30年度(2018年度）税制改正において、大法人の電子申告義務化と併せて措置

することとした申告データの円滑な電子提出のための環境整備策（提出情報等のスリム

化、データ形式の柔軟化、提出方法の拡充、提出先の一元化（ワンスオンリー化)、認証

手続の簡便化等)は､中小法人にも適用される(各施策の詳細は(4)(5)に記載のとおり)。

こうした環境整備の周知も図りながら、税理士や未利用者への個別の利用勧奨や関係

団体等を通じた利用勧奨、 リーフレット等による広報・周知等、 e-Taxの普及に向けた

取組を一層進め、中小法人の法人税・消費税の「2019年度においてe-Tax利用率85%

以上」という目標を達成する。

また、電子申告の義務化も含めた、中小法人の更なる利用率向上のための方策につい

ては、こうした環境整備の効果やe-Tax未利用法人の実態等を踏まえ、中小法人のICT

環境も勘案しつつ、引き続き検討を行う。

⑥重子納税の一層の推進

イ e-Taxの申告情報(納付税額等)の自動引継機能の整備【2017年6月実施済み】

納付手続の簡便化の観点から､インターネットバンキング等を通じたオンライン納

付について、ダイレクト納付と同様に、e-Taxによる申告情報をシステム上で自動的

に引き継ぐ機能を実装した。

ロダイレクト納付を利用できる預貯金口座の複数登録【2018年1月実施済み】

ダイレクト納付において、複数の金融機関の預貯金口座の登録を可能とした。

ハダイレクト納付を利用した予納制度の拡充【2019年1月実施済み】

ダイレクト納付を利用することで、予納（納期限前にあらかじめ納付を行うこと）

を定期に均等額で行うことや任意のタイミングで行うことを可能とした。

ニダイレクト納付の一層の利用勧奨【2019年順次実施】＜新規＞

2019年10月からeLTAXを活用した地方税共通納税システムの導入に伴い、地方税

についてもダイレクト納付が可能となることを踏まえ､地方団体等と協力して利用勧

奨を行っていく。
‘．

(参考）コンビニ納付の利用手段の拡充【2019年1月実施済み】

コンビニ納付について、自宅等において納付に必要な情報（税目や税額など）をい

わゆる「QRコード」として出力することにより行うことを可能とした。

lag-Taxの使い勝手の大幅改善 (利用満足度に係るアンケートを実施し取り組む）

事業者の負担感減少に向け、以下に掲げる施策を通じてe-Taxの使い勝手の改善を進

める。併せて、ホームページ等を通じてe-Taxの操作性等の利用満足度に係るアンケー
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卜を引き続き実施し、 e-Taxの使い勝手の検証を行うとともに、その検証結果を踏まえ

た更なる改善を検討・実施していく。

イ提出情報等のスリム化

(イ） 土地収用証明書等の添付省略（保存義務への転換） 【2018年4月実施済み】

収用等に伴い代替資産を取得した場合の課税の特例等の制度の適用を受ける

場合に法人税の申告書に添付することとされている土地収用証明書等について、

添付することに代えて保存することにより、制度の適用を認めることとした（書

面申告の場合も含めて措置)。

(n) PDF送信された添付書類の紙原本の保存不要化【2018年4月実施済み】

e-Taxによりイメージデータ (PDF形式）で送信する添付書類について、一定

の解像度及び階調の要件を付した上で､税務署長による当該添付書類の紙原本の

提示等を求める措置を廃止した。

(ハ） 勘定科目内訳明細書の記載内容の簡素化【2018年6月実施済み】

法人税の申告書に添付する勘定科目内訳明細書について､記載省略の範囲拡充

（個別記載の上限を100件とする）及び記載単位の柔軟化（取引先単位で記載す

る科目について、記載件数が100件を超える場合には、支店等毎の記載を可能と

する）を行うほか、記載項目の一部を削除することにより、記載内容の簡素化を

図った。

なお、当該簡素化については2019年4月以後開始する事業年度分の法人税の

申告書から適用される（書面申告の場合も含めて措置)。

(二） 法人の設立届出書等に係る添付書類の削減【2019年4月実施予定】＜新規＞

設立届出書等に添付することとされている書類について、定款等の写し以外

の書類の添付を不要とする（書面申告の場合も含めて措置)。

ロデータ形式の柔軟化

(イ） 法人税申告書別表（明細記載を要する部分）及び勘定科目内訳明細書のデー

タ形式の柔軟化【2019年5月実施予定】

法人税の申告において、e-Taxにより別表等(49帳票）の明細記載を要する部

分及び勘定科目内訳明細書（上記イ(ハ)の記載内容の簡素化以降分を含む｡）を

送信する場合のデータ形式について、 XML形式のほか、 CSV形式を許容する。

なお、データの作成・処理等の円滑化を図るため、国税庁が標準フオーム（利

用者が簡易な操作で電子ファイルを作成することができる雛形）を2018年12

月にe-Taxホームページに掲載した。

(注）
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XML (eXtensibleMarkupLanguage)

情報の内容にタグを付加して構造的に記述しているコンピュータ言語。プログラムか

ら扱いやすい文書（データ）を定義可能であるため、幅広い分野で利用されている。

CSV(CommaSeparatedValue)

各項目のデータをカンマで区切ったテキスト形式のファイル。エクセル等の表計算ソ

フトから作成が可能。

(ロ） 財務諸表のデータ形式の柔軟化【2020年4月実施予定】

法人税の申告において、 e-Taxにより財務諸表を送信する場合のデータ形式に

ついて、XBRL形式のほか、 CSV形式を許容する。

なお、データの作成。処理等の円滑化を図るため、国税庁が勘定科目コードを

公表し、それを含んだ標準フオーム（利用者が簡易な操作で電子ファイルを作成

することができる雛形）を提供する。

(注）

･ XBRL (eXtensibleBusinessReportingLanguage)

財務情報を効率的に作成・流通・利用できるよう、国際的に標準化されたコンピュータ

言語。XMLをベースとして開発されたもの。

ハ提出方法の拡充

("f) e-Taxの送信容量の拡大【2019年1月実施済み】

e-Taxにより申告書等を送信する場合において、以下のとおり1送信当たりの

データ送信容量を拡大した。

(X1) XML形式においてA4版1枚当たり4キロバイトで換算。

(X2) PDF形式においてA4版1枚当たり75キロバイトで換算。

(注）大法人の電子申告義務化を見据え、更なる送信容量の拡大の必要性について、システ

ム整備の費用対効果等を踏まえ、引き続き検討を行う。

また、申告書等データが大きく上記送信容量を超える場合、現状では申告書等

データを1送信当たりのデータ送信容量の範囲内に分割して送信する必要があ

り、納税者等にとって煩雑であるとの指摘を踏まえ、より簡便に送信できる方策

についても併せて検討する。
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現状：拡大後 参考：拡大前

申 告書

(※1）

20メガバイト

(約5,000枚）

10メガバイト

(約2，500枚）

添付書類

(※2）

Bメガバイト

(約100枚）

1.5メガバイト

(約20枚）



(口） 添付書類の提出方法の拡充（光ディスク等による提出）

【2020年4月実施予定】

法人税の電子申告において､光ディスク等による添付書類の提出を可能とする。

二提出先の一元化（ワンスオンリー化） ［地方税との情報連携に係る施策は後掲］

(イ） 連結法人に係る個別帰属額等の届出書の提出先の一元化

【2020年4月実施予定】

連結親法人がe-Tax等により連結子法人の個別帰属額等の届出書を提出した

場合には、連結子法人が当該届出書を提出したものとみなし、連結子法人による

提出を不要とする。

(ロ） 連結納税の承認申請関係書類の提出先の一元化【2019年4月実施予定】

次の書類について､連結子法人となる法人又は連結子法人による提出を不要と

する（書面提出の場合も含めて措置)。

・ 連結納税の承認の申請書を提出した旨の届出害

・ 完全支配関係を有することとなった旨を記載した書類

・ 連結完全支配関係等を有しなくなった旨を記載した書類

・ 連結納税への加入時期の特例を適用する旨を記載した書類く新規＞

ホ認証手続の簡便化

(イ） 法人納税者の認証手続の簡便化【2018年4月実施済み】

・ 法人税の申告書における代表者及び経理責任者の自署押印制度を廃止し、

代表者のみの記名押印制度の対象としたく書面申告の場合も含めて措置)。

・ 法人納税者がe-Taxを利用して申告手続を行う際、当該法人納税者の代表

者から委任を受けた者（当該法人納税者の役員及び職員に限る）の電子署名

等を送信する場合には、代表者の電子署名等の送信を要しないこととした。

なお、電子委任状のデータ形式については、現状のPDF形式に加え、新た

にXML形式を国税庁で2019年度中に提供することとしている。

(口） 個人納税者の認証手続の簡便化【2019年1月実施済み】

個人納税者がマイナンバーカードに搭載された電子証明書を用いてe-Taxを

利用する場合において、 e-TaxのID･パスワード(PW)の入力を省略した。

また、マイナンバーカード及びICカードIノーダライタの未取得者を念頭に、

厳格な本人確認に基づき税務署長が通知したID･PWのみによるe-Taxの利用を

可能とした。

(注1）上記施策に併せて、e-Taxのメッセージボックスに格納している個人情報のセキュリ

ティ強化を図るため、当該情報を閲覧する際には､納税者本人のマイナンバーカード等

による認証を必要とする。その際、税理士業務の円滑な実施を確保するため､個人納税
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者のメッセージボックスに格納する申告に必要な情報を、当該個人納税者が指定する

税理士のメッセージボックスに転送する機能を併せて導入した。

(注2）利用者の多い一般的な給与所得者の医療費控除又はふるさと納税等による還付申告

を対象に、国税庁ホームページの「確定申告書等作成コーナー」について、スマートフ

ォン等の小さな画面でも容易に操作ができる専用画面（｢スマートフォン等専用画面｣）

を提供し、スマートフオン等による申告を可能とした（2019年1月実施済み)。

また、今後においても、 「スマートフオン等専用画面」の利用状況や、スマートフォ

ンの電子証明書の読取機能に関する技術動向、システム整備の費用対効果等を踏まえ

つつ、「スマートフオン等専用画面」の対象範囲の拡大を図る(2020年1月実施予定)。

(ハ） マイナポータルを利用した法人設立届出書等の提出に係る電子署名等の省略

【2019年度中実施予定】＜新規＞

マイナポータルを利用してe-Taxにより法人設立届出書等の設立関係書類の

申請等を行う場合において､その設立関係書類への記載事項等をマイナポータル

に入力して送信する際に電子署名等の送信を行うときは、e-Taxにおいて電子署

名等の送信を要しないこととする。

(注）法人設立に必要な手続は、オンライン申請の場合であっても、 「登記・供託オンライン

申請システム｣、 「e-Tax｣、 「eLTAX｣、 「e-Gov」という4つの異なる申請システムにおいて

個別に実施することが求められていたことから、マイナポータルを活用したワンストッ

プサービスを提供すべ<、「未来投資戦略2018｣(2018年6月15日閣議決定）において、

登記後の手続のワンストップ化は2019年度中、定款認証及び設立登記を含めた全手続の

ワンストップ化は2020年度中に実現することとされたことを踏まえた施策。

(二） オンラインによる本人確認の見直しへの対応

【内閣官房のガイドラインに沿って対応】

電子的な本人確認手続については、 「行政手続におけるオンラインによる本人

確認の手法に関する認証ガイドライン」 （2019年●月●日CIO連絡会議決定）に

おいて、各府省は、所管する行政手続について、オンラインを利用することに伴

うリスクを評価した上で、本人確認等を選択することとされたことを踏まえ、財

務省としても、上記政府方針に沿って、 e-Taxにおける更なる本人確認手続の簡

便化について、関係省庁と協議しつつ適切に対応する。

ヘマイナボータルの利便性の向上

(イ） マイナポータルからe-Taxへのシームレスな認証連携

【2017年1月実施済み】

マイナンバーカードを用いてマイナポータルにログインすることにより、 e－

Tax用のID・PWを入力することな<e-Taxへのログインを可能とした。

(ロ） マイナポータルの「お知らせ」機能の活用
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マイナポータルの「お知らせ」機能を活用して、以下の情報を他の行政機関に

係る情報と併せて一元的に閲覧可能とすることを実施・検討。

・ e-Taxのメッセージボックスに格納している情報（予定納税額や振替納税

利用金融機関名等の申告に関する情報） 【2019年1月実施済み】

・ 各種説明会の開催案内等の情報【2019年9月実施予定】

トその他のe-Taxの利便性向上策

("f) e-Tax受付時間の更なる拡大【2019年1月実施済み】

e-Taxの受付時間の更なる拡大策として、 2019年1月から、

○確定申告期間

・ 全日（土曜日、日曜日及び祝日を含む｡）は、 24時間

○通常期（確定申告期間以外）

・ 月曜日から金曜日（休祝日を除く。）は、24時間

・ 毎月の最終土曜日及び翌日の日曜日は、 8:30から24:00

に拡大した（ただし、いずれも、 12月29日から1月3日を含むメンテナンス

期間を除く。)。

なお、更なるe-Taxの受付時間の拡大については、利用者のニーズや費用対効

果、システムの安定稼働の確保に向けた課題を整理しつつ検討を行う。

(注) 2018年12月までのe-Taxの受付時間については、

○確定申告期間

・ 全日（土曜日、日曜日及び祝日を含む｡）は、24時間

○通常期（確定申告期間以外）

・ 月曜日から金曜日（休祝日を除く｡）は、 8:30から24:00

5月、 8月、 11月の最終土曜日及び翌日の日曜日は、 8:30から24:00

としていた（ただし、いずれも、 12月29日から1月3日を含むメンテナンス期間を除

く。)。

※二重下線部が拡大対象部分を示す。

(Q) e-Taxメッセージボックスの閲覧方法の改善【2019年5月実施予定】

納税者がe-Taxを利用する際、経理担当者が申告書等を作成・送信し、給与

担当者が従業員の源泉徴収票を作成・送信するなど、部署単位で手続を行って

いる場合において、現状、メッセージボックスがどの部署でも閲覧可能な状態

を改め、部署単位や担当者ごとで情報を管理できるようメッセージボックスの

閲覧方法の改善を行う。

(ハ） 法人番号の入力による法人名称等の自動反映【2019年5月実施予定】

e-Taxソフトにより勘定科目内訳明細書における取引先の入力を行う場合等

において、法人番号の入力により法人番号公表サイトで公表している最新の法
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人情報(法人の名称及び所在地等の本店情報）を自動的に反映する機能を整備す

る。

(=） 財務諸表の勘定科目設定数の拡充【2020年3月実施予定】

上記口（口） （財務諸表のデータ形式の柔軟化）の施策を活用し、作成したCSV

データを提出する場合の財務諸表の勘定科目を現状の約1,600から約6,400に

増加させ、簡易な操作により法人が保有する財務諸表データを電子的に提出で

きる機能を実装する。

(ホ) e-Taxでの送信可能な添付書類の範囲の拡大

【2019年度以降実施に向けて検討】＜新規＞

現状､e-Taxで送信できる添付書類は法令に規定されているものに限定してい

たところ、納税者等の利便性向上の観点から、申告書等の送信に併せて、法令に

規定はないものの、納税者等から送信の要望がある資料等についてもe-Taxで

送信することを可能とすることについて検討する。

(ヘ） 所得税等の確定申告害作成コーナーとマイナポータルとの連携

【2021年1月実施予定（連携先機関等との所要の調整等が前提)】＜新規＞

国税庁ホームページで提供している所得税等の確定申告書作成コーナーとマ

イナポータルを連携させ、確定申告に必要な控除証明書等の情報をマイナポー
タルから取得し、そのデータを確定申告書作成コーナーに自動転記して確定申

告書の作成・送信が可能となる仕組みを構築する。

(注）国税庁において開発に着手している「年末調整控除申告書作成システム」 （年末調整

手続において被用者（従業員）が､保険会社等から電磁的に交付された控除証明書等を

用いて簡便・正確に控除申告書を作成し雇用者に電磁的に提出することを支援するア

プリケーション）についても、マイナポータルとの連携に向けた検討を進めている。

回池方税との情報連携の徹底(法人設立届出書等の電子的提出の一元化､電子申告にお

ける共通入力事務の重複排除等）

イ電子的提出の一元化等

(イ） 地方団体で作成した所得税確定申告書データの引継ぎの推進

【地方団体の理解・協力が前提】

地方税当局の申告相談会場において、申告書作成システムを利用して電子的

に作成された所得税及び復興特別所得税申告書等について､e-Taxへのデータに

よる引継ぎを推進する。

(注） 2017年1月以降、地方税当局による本人確認を前提として、納税者の電子署名及び

電子証明書を不要とするとともに、自宅等からのe-Taxと同様、第三者作成の添付書
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類について、その記載内容を入力することで、当該書類の提出又は提示を省略可能とし

ている。

(ロ） 給与・公的年金等の源泉徴収票及び支払報告書の電子的提出の一元化の推進

2017年1月以降、国税当局と地方税当局それぞれに提出している給与・公的

年金等の源泉徴収票及び支払報告書について､eLTAXによるデータの一括作成及

び電子的提出の一元化を可能としたところ、この取組を引き続き推進する。

(ハ） 法人納税者の開廃業・異動等に係る申請・届出手続の電子的提出の一元化

【総務省と連携して2020年3月実施予定】

‘法人納税者が設立又は納税地異動等の際に国税当局と地方税当局それぞれに

提出している各種届出書等について、データの一括作成及び電子的提出の一元化

を可能とする。

(注1）個人納税者の上記同様の手続について、地方税当局のデータ様式の統一化等の検討

状況を踏まえ、データの一括作成及び電子的提出の一元化を可能とするよう検討す

る。

(注2）法人設立手続については、財務省としても、関係府省庁と連携し、上記(4)ホ(ハ）

の政府方針に則って適切に対応しつつ、上記施策についても、政府全体によるワンス

トップサービスと整合性を図る。

(二） 法人税及び地方法人二税の電子申告における共通入力事務の重複排除

【総務省と連携して2020年3月実施予定】

法人住民税・法人事業税（地方法人二税）の電子申告手続時の複数自治体への

申告に共通する事項の重複入力の排除の検討・実現に併せ、総務省と連携して、

法人税及び地方法人二税の電子申告における共通入力事務の重複排除に向けて

取り組む。具体的には、 eLTAXソフト (PCdesk)における民間ソフトベンダーへ

の仕様公開方法の改善や法人税申告情報のインポート機能の実装等と併せ、 e-

Taxにおいて重複項目に係るデータをeLTAXにエクスポートする機能を実装する。

(ホ） 財務諸表の提出先の一元化【総務省と連携して2020年4月実施予定】

法人事業税における外形標準課税対象法人等が法人税の申告をe-Taxにより行

い、その際財務諸表を電子的に提出している場合には、国税・地方税当局が情報

連携を行うことにより、法人事業税の申告において添付が必要とされる財務諸表

の提出を不要とする。

(注）その他の法人税関係書類（法人税申告書等）についても、国税・地方税当局間の情報

連携を推進する。

p e-TaxとeLTAXの連携
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(-f) e-TaxとeLTAXの仕様の共通化の推進【2017年度以降順次実施】

e-TaxとeLTAX双方の利便性を向上させるため、民間ソフトベンダーの開発環

境を改善する観点から、 e-TaxとeLTAXとの間で利用可能な文字、システム改修

のリリース曰、仕様書の記載方法等の統一化について、民間ソフトベンダー各社

のニーズ等を踏まえつつ検討を行い、順次対応を進める。

(n) e-TaxソフトとeLTAXソフト(PCdesk)との連携の推進

【総務省と連携して2020年3月実施予定】

上記イ（電子的提出の一元化等）に掲げる開廃業・異動等に係る申請・届出手

続など、利用者ニーズの高い手続について、e-TaxとeLTAX双方のソフト間の連

携等を図る。

回その他

「行政手続部会取りまとめ」において明記されている施策ではないが、国税手続に係

る事業者等の負担感の軽減に資するものとして、以下の施策にも取り組む。

イ異動届出書等の提出先の一元化【2017年4月実施済み】

異動前後の所轄税務署に提出が必要とされていた異動届出書等について､異動元の

所轄税務署へ提出先の一元化（異動後の所轄税務署への提出の省略）を実施した。

口連結法人の異動届出書の提出先の一元化【2019年4月実施予定】＜新規＞

連結子法人の本店等所在地に異動があった場合に､連結親法人が連結親法人及び連

結子法人のそれぞれの所轄税務署長に提出することとされている異動届出書につい

て、提出法人を連結子法人とした上、連結親法人による異動届出書の提出を不要とす

る。

ハ登記事項証明書（商業）の添付省略【2017年4月一部実施済み】

「登記・法人設立等関係手続の簡素化・迅速化に向けたアクションプラン」 （2016年

10月31日CIO連絡会議決定）に基づき、2017年4月以降、法人納税者の開廃業に係

る手続において必要とされる「登記事項証明書（商業)」の添付省略を実施した。

また、開廃業時以外の手続についても、当該アクションプラン及び「デジタル・ガ

バメント実行計画」に基づき法務省が2020年度に構築することとされている各行政

機関に登記情報を提供する仕組みを活用することにより、登記事項証明書（商業）の

添付省略の実施に向けて、関係省庁と検討を行う。

二住民票の添付省略【2017年1月一部実施済み】

マイナンバー制度の導入を契機とした納税者利便の向上策として､住宅ローン控除

等の所得税申告手続（16手続）において、 2016年分の申告から住民票の写しの添付

を不要とした。
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また、税理士試験の受験資格の認定申請手続等（3手続）においては、2019年度以

降に提出する申請害等について、住民票の写しの添付を省略する。更に、相続時精算

課税の贈与税申告手続においては、 2020年分の申告から住民票の写しの添付を省略

する。

今後、残余の手続においても、行政機関間の情報連携を通じて住民票の写しの添付

省略が可能となるよう、関係省庁と検討を行う。

(注） 「デジタル・ガバメント実行計画」においては、添付書類として戸籍膳抄本等を求めている

各種手続についても、マイナンバーカードの活用や行政機関間の情報連携により、それらの書

類の添付省略の可能性を検討することとされており、更なる納税者利便の向上の観点から関

係省庁と検討を行う。

ホ第三者作成書類の提出不要化【2019年4月実施予定】＜新規＞

次に掲げる①～⑤の書類については､現在、所得税の確定申告書の提出をe-Taxを

利用して行う場合には､税務署への提出等を省略することができるものとされている

ところ、新たに、これらの書類及び⑥～⑧の書類の税務署への提出を不要とする。

①給与所得、退職所得及び公的年金等の源泉徴収票

②オープン型証券投資信託の収益の分配の支払通知書

③配当等とみなす金額に関する支払通知書

④上場株式配当等の支払通知書

⑤特定口座年間取引報告書

⑥未成年者口座等につき契約不履行等事由が生じた場合の報告書く新規＞

⑦特定割引債の償還金の支払通知書く新規＞

⑧相続財産に係る譲渡所得の課税の特例を適用する際の相続税額等を記載した

書類く新規＞

(注)上記①～⑧の書類については､手続簡素化の観点から書面申告の場合も提出不要とする。

へ差額課税に係る酒税納税申告書の提出頻度削減【2017年4月実施済み】

「沖縄の復帰に伴う特別措置に関する法律」に規定する差額課税に係る酒税納税申

告書について、都度申告のところを月ごとにまとめて申告することを可能とした。

ト印紙税一括納付承認申請の提出頻度削減【2018年4月実施済み】

毎年提出が必要とされる印紙税一括納付承認申請について､承認内容の変更がない

限り、再度の申請を不要とした。

チ揮発油税等に係る未納税移出・移入の手続の簡素化【2018年4月実施済み】

揮発油等の未納税移出入時に必要な手続について､一定の要件に該当する場合には

移入証明書等の税務署への提出を不要とした。

リ石油ガス税・揮発油税及び地方揮発油税の電子申告対応【2020年6月実施予定】
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石油ガス税・揮発油税及び地方揮発油税について、電子申告を可能とする。

ヌ税務相談におけるICT"AI技術の活用【技術動向を踏まえながら検討】

税務相談について、 ICT･bAI技術を活用して、相談チャネルの多様化を図るとと

もに相談内容に応じた回答ができるよう、費用対効果等を踏まえて検討を行う。

[補足］その他の分野に係る取組

行政手続部会取りまとめにおいて定められた重点分野である「国税」以外の分野に係

る取組として、以下の施策にも取り組む。

O従業員に関する税・社会保険関係手続の簡便化（従業員の納税に係る事務）

従業員に関する税・社会保険関係手続については、次のとおり閣議決定されたことを

踏まえ、内閣官房を中心として関係省庁とともに検討を進める。

① 「未来投資戦略2018｣ (2018年6月15日閣議決定）

企業が行う従業員の社会保険・税手続について、ライフイベントに伴う手続のオ

ンライン・ワンストップ化を平成32年度からll頂次開始するとともに、企業と行政

機関のデータ連携を実現する方向性を本年度にまとめ、以降ll頂次、実現に向け取り

組む。

② 「世界最先端デジタル国家創造宣言・官民データ活用推進基本計画」 (2018年6

月15日閣議決定）

企業の生産性向上の観点から、従業員に関する社会保険・税手続の電子化・簡便

化が重要である。

従業員のライフイベントに伴い企業が行う社会保険・税手続について、平成32

年度にワンストップサービスが開始できるよう取組を推進する。さらに、企業が有

する従業員に関する情報について、企業と行政機関との間でのデータ連携を通じて

各種手続における企業からの情報の重複提供を不要としワンスオンリー化を実現

するためのシステム整備を進めるべく、企業が提出を要する情報等の棚卸や技術的

課題の洗い出しなどを進め、平成30年度にロードマップを策定し、以降順次、実

現に向け取り組む。

○競争参加資格申請時における納税証明書の提出省略（行政への入札・契約に関する

手続）

行政機関間の情報連携による競争参加資格申請時の納税証明書の提出省略について、

関係省庁とともに検討を進める。

なお、以上の取組の全体を通じて、下記の点に留意が必要。

※システム開発を要する施策については､予算措置が前提となるため、実施時期等に変

更が生じる場合があり得る。

※また、制度改正を含め検討する施策については、制度改正に係る検討を行う中で、取
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組内容等に変更が生じる場合があり得る．

※地方税との情報連携については、地方団体側の理解と協力が必要。弛

」
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規制改革実施計画のフォローアップ結果について（抄）

（令和元年6月6日規制改革推進会議）

1はじめに

規制改革実施計画（平成30年6月15日閣議決定）に基づき、内閣府及び規制改革推進会議は、これまで決定された累次の規制改革実施計

画に定められた事項の実施状況のフォローアップを行ったことから、当該フオローアップの結果について公表する。

（フォローアップ対象） ；

①規制改革実施計画（平成30年6月15日閣議決定）

②規制改革実施計画（平成29年6月9日閣議決定）

③規制改革実施計画（平成28年6月2日閣議決定）

④規制改革実施計画（平成27年6月30日閣議決定）

⑤規制改革実施計画（平成26年6月24日閣議決定）

⑥規制改革実施計画（平成25年6月14日閣議決定）

※（注・企画課）

次頁以降に記載の国税関係事項については、引き続き、内閣府及び規制改革推進会議による検討状況のフォローアップを受けることとされているところ、国

税庁においては、いずれも手続簡素化に向けた取組みを着実に実施している。

（
臓
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所得税に係る年

末調整手続の電

子化の推進

規制改革実施計画（平成29年

6月閣議決定）に掲げた団体扱

特約保険に係る年末調整手続の

電子化・簡便化については、関

係する事業者（保険会社、雇用

者等）の連携の上で成り立つこ

とを踏まえ、年末調整関係書類

の電子化が実施される令和2年

10月以降順次事業者間の連携が

進むよう、標準的なデータ形式

の設定・公開等必要な対応を行
＝

つ ◎

平成30年

度措置

財務省 検
討
中

団体扱特約保険料の支払情報のデー夕発

行を促進するため、国税庁に対する要望等

の有無について生命保険協会にヒアリング

を行い、以下について聴取。

団体扱特約保険の支払情報のデー夕発

行については、契約先の企業（雇用者）力 ユ

らの強いニーズを受け、それに応える形

で約7割の契約についてはデータ発行を

行っている

データ形式は協会が定めるものが使用

されている

現在紙で発行している残りの3割につ

いては、契約先の企業（雇用者）が望めば

すぐにでもデータ発行が可能であるが、

契約先企業の給与システムが団体扱特約

保険料のデータ取込み・利用が出来ない

など、年末調整手続の電子化が進んでい

ないため、電子発行できていない。

上記の現状を踏まえると、団体扱特約保

険に係る年末調整手続の電子化･簡便化は

概ね実現しており、国税庁において別途標

準的なデータ形式を定める必要性は低いも

のと考えられる。

なお、生命保険協会等に対し、データ発行

の割合の向上に向けた関係する事業者間の

連携を進めるため国税庁として対応すべき

ものがあれば申し出るよう伝えた。

保険料控除証明書

(個人契約分)のデー

タ発行に係る協力要

請や､年末調整控除申

告書作成用ソフトウ

ェアの開発過程で生

命保険協会やシステ

ムベンダーと接触す

る機会があった際に、

団体扱特約分の年末

調整関係手続の電子

化・簡便化について

も、関係する事業者間

の連携を進めるため

国税庁として対応す

べきものがあれば聴

取する。

また、システムベン

グーに対し､今回の年

末調整手続の電子化

に合わせ､団体扱特約

保険データの取込み・

利用が可能となるよ

うな開発を行うよう

働きかけを行う。
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|I会議ど心てのり

謡
価
蕊指摘事舞

溺議項蕊室！

平
成
帥
年
６
月
用
日

所得税の確定申

告手続の電子化

の推進

医療費控除に関して、医療費

情報の電子発行の促進に向けた

方策を検討するとともに、マイ

ナポータルを通じて申告に必要

な情報を取得し、 e-Taxへの自

動転記を行うことができる仕組

みに関し、技術的課題の洗い出

し等を進めつつ検討し、結論を

得る。また、ふるさと納税に係

る仕組みについても、医療費控

除の仕組みと併せて検討し、結

論を得る。

平成30年

度以降順

次検討、

令和2年

度までに

結論

結論を得

次第速や

かに措置

内閣官房

総務省

財務省

厚生労働省

検
討
中

【財務省】

国税庁ホームページで提供している「確

定申告書等作成コーナー」においては、現

在、下記の機能を提供しているところ。

医療保険者から交付された医療費通知

データを読み込み、医療費控除の明細書

に自動転記する機能(平成30年1月以降）

寄附金控除の控除証明書データを読み

込み、所得控除の入力画面に自動転記す

るとともに、添付書類データとして申告

書等と併せて

31年1月以降）

e-Tax 送信する機能（平成

平成30年度において、 「確定申告書等作

成コーナー」とマイナポータルを連携させ、

マイナポータルを通じて控除証明書等の申

告に必要な情報を取得し、 「確定申告書等作

成コーナー」への自動転記を行う仕組みの

実現に向けて、内閣府番号制度担当室との

間で技術的課題の洗い出しを進め、実現方

針について合意したところ。

なお、規制改革実施計画に掲げられた医

療費控除やふるさと納税に係る仕組みの実

現に向けては、電子発行された情報がマイ

ナポータルへ通知されることが前提となる

ことから、医療費通知やふるさと納税の制

度所管官庁である厚労省や総務省等ととも

に、令和2年度までに結論を得るべく協議

を行っている。

規制改革実施計画

に掲げられた医療費

控除やふるさと納税

に係る仕組みの実現

に向けて､引き続き関

係省庁との協議を実

施 ◎

なお､確定申告書等

作成コーナーについ

ては､連携先機関との

所要の調整等が前提

ではあるが､令和3年

1月からマイナポー

ダルと連携させ､控除

証明書等の情報をマ

イナポータルから取

得し､そのデータを自

動転記して申告書等

を作成可能となるよ

う、今後改修を行う予

定である。
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平
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釦
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妬
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所得税の扶養是

正事務における

国・地方の連携

強化等

扶養控除等の適用誤りに関す

る情報について地方から国への

データ連携を一層推進するとと

もに、税務署から雇用者に対す

る是正通知について雇用者が従

業員に対し是正内容をより簡便

に伝えられるよう従業員別の個

票を発行するなど、必要な方策

について検討し、結論を得る。

平成30年

度検討．

結論

総務省

財務省

検
討
中

【財務省】

雇用者が従業員に対して是正内容をより

簡便に伝えられるよう、従業員別に是正内

容を記載した個票を税務署から雇用者に送

付する仕組みを構築することとした。

【財務省】

左記の施策の実施

に当たっては､国税当

局のシステム改修が

必要であり、平成31

年4月からシステム

改修を実施し､令和2

年4月頃のシステム

リリースを予定して

おり、令和2年秋以降

の是正通知から対応

可能となる見込みで

ある 。
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平
成
朗
年
６
月
９
日

所得税に係る

年末調整手続

の電子化の推

進

ICTの一層の活用等により、

被用者･雇用者を含めた社会全体

のコストを削減する観点から､電

磁的な方法による年末調整関係
書類の提出を原則全て可能とす

ることについて､関係者の意見も

踏まえて検討し、結論を得る。

その際､被用者が電磁的に交付

された控除証明書を活用して簡

便に控除申告書を作成し､雇用者

に提供することができる仕組み

の構築についても検討し､結論を

得る 。

また､年末調整全体のプロセス

の更なる合理化を図る観点から、

雇用者を対象とする団体扱
特約により払い込んだ生命保

険料等に係る保険料控除の控

除申告書等について、事業者

内における被用者から雇用者

への控除申告書の提出手続の

簡素化を図るとともに、

今後、マイナポータルと関連

事業者や雇用者との間で効率

的に情報の連携を行う仕組み

の整備及び必要な法制上の措

置を前提として、保険料控除・

住宅ローン控除といった各種

控除に係る情報をマイナポー

タルに通知し､当該情報を控除

の証明書として活用する枠組

み等を検討すること、

などについて､その可能性及び方

策を､関係者の意見も踏まえて検

討し、結論を得る。

平成29年

度検討・結

論

財務省 検
討
中

平成30年度税制改正により、生命保険料控除、地

震保険料控除及び住宅ローン控除に係る控除証明書

及び残高証明書（以下「控除証明書等」という｡）に

ついて、電磁的方法による提出が可能とされたこと

を受け、国税庁において、被用者が電磁的に交付さ

れた控除証明書等を用いて簡便・正確に控除申告書

を作成し、雇用者に電磁的に提出することを支援す

るアプリケーションを開発中である。 （令和2年10

月提供予定）

団体扱特約保険料については、その支払情報が保

険会社等からデータ発行され、当該データを雇用者

の有する給与システムに取込むことにより、事業者

内における被用者から雇用者への控除申告書の提出

手続が簡素化されると考えられる。生命保険協会に

確認したところ、団体扱特約保険の支払情報は、

約先の企業（雇用者）からの強いニーズを受け、

7割の契約についてはデータ発行を行っており、

在紙で発行している残りの3割についても、契約

契
約
現
先

の企業（雇用者）が望めばすぐにでもデータ発行が

可能であることが判明。

残りの3割についてデータ発行の要望がない理由

を確認したところ、契約先企業で利用している給与

システムが団体扱特約保険料のデータ取込み・利用

が出来ないなど、年末調整手続の電子化が進んでい

ないことが主とのことであった。マイナポータルに

関しては、平成30年度において、年末調整控除申告

書作成用ソフトウェアとマイナポータルを連携さ

せ、マイナポータルを通じて控除証明書等の申告に

必要な情報を取得し、同ソフトウェアへの自動転記

を行う仕組みの実現に向けて、内閣府番号制度担当

室との間で技術的課題の洗い出しを進め、実現方針

について合意したところ。

年末調整控除申

告書作成用ソフト

ウェアは、令和2

年10月のリリ

スを予定。

ー

団体扱特約保険

については、シス

テムベンダーに対

し、年末調整手続

の電子化に合わ

せ、団体扱特約保

険データの取込

み・利用が可能と

なるような開発を

行うよう働きかけ

を行う。

年末調整控除申

告書作成用ソフト

ウェアは、連携先

機関との所要の調

整等が前提ではあ

るが、令和2年10

月からマイナポー

ダルと連携させ、

控除証明書等の情

報をマイナポータ

ルから取得し、そ

のデータを自動転

記して申告書等を

作成可能となるよ
ｰ

フ 今後開発を行

う予定である。

継
続
フ
オ
ロ
ー

規制改革

実施計画

の趣旨に

沿 チつ た取

組がなさ

れるよう

引き続き

検討状況

について

要フォ
山一

◎

ロ



(資料11）

法人設立手続のオンライン･ワンストップ化に向けて（抄）

(平成30年5月法人設立手続オンライン.ワンストツプ化検討会）

．マイナポータルを活用したワンストップサービスの提供

2．具体策と工程

（前略）

法人設立のオンライン・ワンストップサービスの実現にあたっては、マイ

Ⅵ．

は、利用者が一度手続（必ナポータルの基盤を活用すべきである。 具体的に

要事項の入力・必要書類の提出・署名付与等）を実施すれば、法人設立に関

する全手続をオンライン・ワンストップで完了できるサービスの実現を目指

す。これにより、これまで各手続で求めていた同一情報は、一度の登録で済

む。

＜今後呂指すサービス＞抄．＜これまで＞
癖瞬錦

t

申請者
●

●

､L

必要な全手続が、 1つの

ｼｽﾃﾑで1回で完結1

手続漏れもなくなる1

一……~…－－雷…-ミ．
ﾜﾝｽｵﾝﾘ→､ｺﾈｸ義yド･ﾜﾝｽ”ブ

j

#

t

尋

■

ザ

き

ず

．

。

弓

:

ａ
ｆ
９
．
９
．
秒

１
１

完全ワンストップサービスの実現に向けて、以下のような二段階のスケジ

ュールで､既存のシステムを最大限活用するなど効率的かつ最適な手法を検

討した上で、取り組むことを目指すべきである。 （システム内部で全手続を

処理するには、登記後の手続については、登記完了を確認したうえで進む必

要があり、このための新機能追加等が必要となることから、二段階で開発を

進めることを想定している)。

平成31年度中に、まず登記後の手続をオンライン・ワンストップで完1

了できるようにするべく、 開発等を進める。

平成32年度中に、登記手続も含め、全手続をオンライン・ワンストッ2

プで完了できるようにするべく、開発等を進める。

(後略）



(資料12）
企業が行う従業員のライフイベントに伴う社会保険･税手続のオンライン･ワンストツフ化等

癖』酉0宥寸■ T 屑蹴 ﾛ』d 』 r l緋 I一一ー？■一画＝軸｡一ｰ…即1.一N…琴平賑↓旧悪F＝＝咄振『…や…… 、p 1 Fl』 1 1輯｣ q』 △

ｸﾗｳドを活用した新しい提出方法(ﾌｪｰズ2)囎鮮後半以降
新しい拠出方法では$民間事業者から各行政機関等に対し､調書類､添付書類等を提出させることに代えて､必
要なヂｰﾀをｸﾗウド（注1）に記録した場合､自動的に行政機関等に対して､提出に係る通知を送信（注2）
し､行政機関等が必要に応じて情報を参照（注3）する仕組みを構築する。
クラウドを行政機関等から民間事業者八の処公通知等の送付にも活用することを想定するほか､クラウドの機能を
活用したｵﾝﾗｲﾝ申請等も可能となる想定である （第二章参照） 。

ワンストップ化(フェーズ1)※2020年11月頃開始予定

穂政機関等
二

＃

日本年金機構

. 量ご 1I

八口一ワーク

(健康保険組合）

d J ＃〃

申請嬬出手続のﾜﾝｽﾄｯﾌ牝

,一一蕊逼厩迩-へ、ﾏｲﾅボｰﾀﾙを経由して各種手続に必要
、､~ ﾗｲﾌｲベﾝﾄ ｰｰﾉなデｰﾀを提出･連擬－

‐鼠篭

行政機関等クラウ
(注1）

ド
（クラウドの槻能を用いたオンライン申請等）
一一一一ロ■■一一一一一一一一一■■■■■■■■ ■■ーー一一一ー一一

.一一

、一一~

必要な

従蘂員 '爵
0℃一
F』■

事業者
(雇用主）

マ
イ
ナ
ボ
ー
タ
ル

必要な
h

従業員情報を
： :瀞 』通知

dj…鐙
聾&麺

事業者；
(雇用主)&
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・
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・
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Ⅱ
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妾
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（地方税）
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;| ‘国税庁

、
…
、
、
…
、
、
、
１
１
１
１
可
、
４

i誓“
法人共渥認証墓鱒

(注1） 「ｸﾗウド｣とは､民間ｸﾗウドサービスのほか､大企業のヂｰﾀセンター等も想定し､企業が有する企業保有情報の提出
に使用できるものであり､その要件はテジﾀﾉMﾃ政推進法第6条第1項に基づく主務省令で規定することを検討する。

(注2）アクセス権付与の時期については､事前に行うことを原則としつつ､別途②提出に係る通知と同時に行う場合について
も､法的整理を検討する。

(注3）クラウドに提出テｰﾀが提出された場合､自動的に行政機関等に対して､提出に係る通知が送信される。
(注4）各行政機関等が参照･取得可能な情報は､法令に基づき提出を受けている届出事項､添付書類､調書類等
で取得している情報の範囲内｡行政機関等がｸﾗウドから直接情報を参照‘取得する仕組みとするか、
ﾏｲﾅボｰﾀﾙを経由させる仕組みとするかという点については､今後検討していく。

企業がクラウドを活用して行政機関に対する提出が可能となる仕組のみならず､従業員が､企業によってクラウド上に格納された情報をマ

イナポータル経由で活用できるようになれば､従業員の利便性の向上や更なる企業の負担軽減が見込まれる｡例えば､企業がクラウド上に

格納した従業員の給与等の支払情報(源泉徴収票情報)を従業員自身の所得税等の確定申告手続の際に利用し､マイナポータル経由で従
業員の確定申告手続ができるようになれば､確定申告手続の簡便化のほか､企業も従業員に対する源泉徴収票交付を省略できるなどのメ
リットが見込まれる。

これを踏まえ､企業がクラウドを活用して行政機関に対する提出が可能となる仕組が構築されることを前提に､従業員が､企業によってクラ

ウド上に格納された情報を活用できる仕組についても検討する。

●

●



(資料13）

成長戦略フオローアップ（抄）

(令和元年6月21日閣議決定）

I. Society5.Oの実現

5．スマート公共サービス

（2）新たに講ずべき具体的施策

i )個人、法人による手続の自動化

②法人向けワンストップサービスの実現

・世界最高水準の起業環境を実現するために、法人設立手続のオンライン・ワンス

トップ化を行うこととし、以下の事項に取り組むとともに、定期的に取組状況を

検証し、 2021年度目途で見直しを行い、必要な措置を講ずる。

-2020年1月目途で、登記後の手続のワンストツプ化を開始するとともに、 2021

年2月目途で、定款認証及び設立登記を含めた全手続のワンストップ化、設立

登記における印鑑届出の任意化、一定の条件の下で全国での定款認証及び設立

登記のオンライン同時申請を対象にした24時間以内に設立登記が完了する取

組及び完全オンライン化による添付書類のペーパーレス化を開始する。この際、

印鑑届出のオンライン化を検討する。

・法人の住所及び役員等の変更時の登記・社会保険・税手続のオンライン・ワンス

トップ化に向けたシステム対応として、マイナポータルのAPIを活用したワンス

トップ化を2020年度中に開始する。

・従業員のライフイベントに伴い企業が行う社会保険・税手続について、マイナポ

ータルのAPIを活用したオンライン・ワンストップ化を2020年ll月頃から開始

し、順次、対象手続を拡大する。また、社労士の電子署名等が必要な手続について

も2020年度中にマイナポータルから行えるようにする。

③税・社会保険手続の電子化・自動化

・年末調整・所得税の確定申告に関して、 2020年分から、マイナポータルを活用し

たデータ連携により、生命保険料控除証明書等の一括取得、各種申告書への入力・

添付を自動化するとともに、保険会社等が発行する当該証明書については、関連

するシステム対応状況に応じて電子交付を原則とする。

・税･社会保険手続の自動化については､金融機関に係る法定調書の提出に関して、

クラウドを活用した企業保有情報の新しい提出方法に係るシステムの利用を2021

年度以降開始し、事業者の事務作業の負担を軽減する。また、国民・事業者の負担

軽減が見込まれるその他の手続についても、 2022年度以降の対象拡大に向けて検

討し、 2020年度中に結論を得る。 さらに、年金関係をはじめ、行政機関等から事

業者への処分通知等について、電子化の課題や方策等を検討し、 2021年度以降の

順次対応を目指すとともに、活用拡大を検討する。

・税・公金のキャッシュレス化等について、以下の取組を行う。

－税・公金収納・支払に関し、金融機関、関係府省庁、地方公共団体などの関係

者が連携した税・公金収納・支払の効率化等に関する勉強会において、これま



でに抽出したITによる利便性の向上・効率化に向けた課題の解決方策等につ

いて、 2019年度中に、検討を進め、今後の道筋を得る。＜再掲＞

･事業者における経理・税務手続を電子化・自動化し、そのバックオフイスの効率

化等を実現するため、中小企業のオンラインバンキングの利用促進や電子的な請

求書、領収書の普及に向けた電子帳簿等保存制度の改善等を含めて、オンライン

での請求・支払・領収、関連する書類等の電子保存及び電子申告・納税の更なる推

進とともに、中小企業のスマート化を促進するための課題や方策を検討し、 2019

年度中に結論を得る。



(資料14）

規制改革実施計画（抄）

(令和元年6月21日閣議決定）

1I分野別実施事項

7．行政手続コストの削減

（1）規制改革の観点と重点事項

我が国を「世界で一番企業が活動しやすい国」 とすることを目指し、事業者の生産性

向上を後押しするため、事業者目線で規制改革、行政手続の簡素化、 IT化を一体的に

推進し、事業者の行政手続コストを2020年までに20％以上削減する。

（2）行政手続コスト20％削減の対策強化

(※） 7月8日時点において未公表。 7月下旬頃公表見込み。

「行政手続ｺｽﾄ削減に向けて(改定版) 」においては､E函のとおり、 「『行政手続ｺｽﾄ｣削減のた
めの基本計画（国税分野・再改定版） 」 （資料9）の各種施策の概要が、総務省における「地方税」分野の

取組と併せて記載される予定。また、平成31年4月の行政手続部会のヒアリングにおいて指摘を受けた、

①e-Taxの認証手続として法人共通認証基盤の活用の検討や②地方税当局から国税当局への情報連携につ

いて、引き続き行政手続部会によるフォローアップが行われる旨記載される見込み。

なお、 「国税」分野については、行政手続コスト20%削減の対象外となっており、大法人の電子申告利用

率100％など、別途の数値目標が設定されている。
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1
行政手続コスト20％削

減の対策強化

各府省は、 「行政手続部会取りまとめ～行政

手続コスト削減に向けて～」 （平成29年3月

29日規制改革推進会議行政手続部会決定）に

定めた3年間の取組期間の最終年度である

今年度において、以下の事項に留意しつつ、

「行政手続コスト削減に向けて」 （昨年4月

24日作成、本年6月改定（※） .）及び部会に

おける指摘事項を踏まえて、行政手続コスト

20％削減が確実に実現するよう、対策を更に

強化する（来年3月時点で行政手続コストの

実績値を計測・評価） 。特に、コスト削減効

果が十分に期待できていない手続について

は、他分野における様々な取組事例（応用可

能なベストプラクティス）を参考にして、抜

本的に対策を強化する。

(留意事項）

･法人向けの手続等においては、法人共通認

証基盤(GビズID)を活用した一つのID･

パスワードによる簡易な認証について、内

閣官房IT総合戦略室が策定した「行政手続

におけるオンラインによる本人確認の手

法に関するガイドライン」 （平成31年2月

25日各府省情報化統括責任者(clO)連絡会

議決定）を活用したリスク分析を行い、セ

キ ニエ リティ上問題ないと評価される場合

には、原則全て導入する。

･事前のモニター調査、広範な民間ソフトウ

エア事業者に開発環境を提供するための

APIのHP上への公開等により、使い勝手の

良い電子申請システムを構築する。

取組期間は令和2

年3月まで
全府省



函

国税・地方税

取組事項 取組時期

国税

地方税

資本金の額等が1億円を超える法人等につき、国税（法人税。

消費税等）及び地方税（法人住民税・法人事業税）の申告に関

し、電子申告の利用率100％。

あわせて、提出情報等のスリム化、認証手続の簡便化等、申告

データの円滑な電子提出のための環境整備。

令和2年(2020年) 4月以

後に開始する事業年度（課

税期間）力
～

、b 一

※環境整備策は令和2年

(2020年) 4月までに順

次実施

国税

地方税

中小法人につき、電子申告の推進へ向けた取組（国税の電子申

告利用率85％、地方税の電子申告利用率70％)。

国税

地方税

①法人納税者の開廃業・異動等に係る申請・届出手続の電子的

提出の一元化、②法人税・地方法人二税の電子申告における共

通入力事務の重複排除、③財務諸表の提出先の一元化。

①②:令和2年(2020年)3

月

③:令和2年(2020年)4月

国税

個人納税者につき、①マイナンバーカードに搭載された電子証

明書を用いてe-Taxを利用する場合において、e-TaxのID・パ

スワードの入力を省略、②マイナンバーカード等の未取得者を

念頭に、厳格な本人確認に基づき税務署長が通知したID・パ

スワードのみによるe-Taxの利用を可能とする。

平成31年(2019年) 1月

地方税
法人住民税等に関し、全地方団体に対し、一度の手続で電子紬

税を行える仕組み（地方税共通納税システム）を導入。
令和元年(2019年) 10月
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e-Taxホームページにおいて、キ

ーワードを入力することで、 「よく

ある質問(Q&A)」内を検索するこ

とができます。

○ヘルプデスク

e-Taxソフト・確定申告書等作成

コーナーの事前準備、送信方法、エ

ラー解消などの使い方に関する問い

合わせに対して、電話で対応する専
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ています。
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e-Taxに関するこれまでの計画の概要

※所得税申告及び消費税申告(個人)の総件数のうち、
①e-Tax利用件数
②国税庁ホームページの｢確定申告害等作成コーナー｣を利用して作成した申告害を印刷して書面により税務署に提出した件数
の合計件数が占める割合です。

（
鰯
謹
誌
）

年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

計画
オンライン利用促進のための行動計

画

(平成18年3月財務省決定）

オンライン利用拡大行動計画
(平成20年9月IT戦略本部決定）

業務プロセス改革計画
(平成24年5月財務省決定）

財務省改善取組計画
(平成26年9月財務省決定）

ー

財務省デジタル･ガバメント中長期計画
(平成30年6月財務省決定）

対象

手続

･所得税･法人税等申告手続
･源泉所得税関係手続
･申請･届出等手続

全48手続

･所得税､印紙税申告､納税証明書
交付請求等4手続
･法人税申告等先行11手続

全15手続

.所得税申告､納税証明書交付請求等
3手続
･法人税申告等12手続

全15手続

･所得税申告等2手続
･法人税､印紙税､酒税申告等4手続
･申請｡届出等9手続

全15手続

ー

｡所得税申告
･法人税申告
･相続税申告

全3手続

目標値

○オンライン利用率
①平成22年度までに50％以上
②上記目標に向けた各年度の目標
値を設定

○オンライン利用率
①平成25年度までに65％以上
②上記①のうち､先行11手続につ
いては､平成23年度までに70％以上

○オンライン利用率等

①所得税申告等3手続： 50％
②法人税申告等12手続： 76％
③ICT活用率(X): 65%

○オンライン利用率等以外の目標値
④e-Taxの利用満足度
⑤確定申告書等作成コーナーの利用
満足度
⑥オンライン申請の受付1件当たりの
費用

⑦事務処理(肖l1減)時間

○

①
②
③
④

オンライン利用率等

所得税申告等2手続： 58％
法人税申告等4手続： 72％
申請･届出等9手続： 62％
ICT活用率： 72％

○オンライン利用率等以外の目標値
⑤e-Taxの利用満足度
⑥確定申告書等作成コーナーの利用
満足度

⑦オンライン申請の受付1件当たりの
費用
⑧事務処理(肖ﾘ減)時間

I■■■■

○オンライン利用率
【令和元年度まで】
①所得税申告： 61％
②法人税申告： 85％
【令和2年度まで】
③相続税申告： 25％
【令和3年度まで】
④石油ガス税申告及び揮発油税．
地方揮発油税申告： 25％

実績

○平成20年度のオンライン利用率
29.4％(8％）

※かっこ害きは目標値

(注)本計画は平成20年度で終了した
ため､平成21年度以降の利用率につ
いては未集計。

○平成23年度のオンライン利用率
先行11手続： 79.3％(70％）

※かっこ害きは目標値

(注)本計画は平成23年度で終了した
ため､平成24年度以降の利用率につ

いては未集計。

○平成25年度のオンライン利用率等

①所得税申告等3手続： 48.6％(50％）
②法人税申告等12手続： 77.8％(76％）
③ICT活用率： 68.8％(65％）

※かっこ害きは目標値

○平成28年度のオンライン利用率等
①所得税申告等2手続： 54.0％(58％）
②法人税申告等4手続： 78.0％(72％）
③申請･届出等9手続： 64.3％(62％）
④ICT活用率： 76.8％(72％）

※かっこ害きは目標値
■■■■

グ ゴ

平成30年度の利用率については､現
在集計中。



(資料17)

2018年6月25日

2019年6月25日改定

財務省行政情報化推進委員会

財務省デジタル・ガバメント中長期計画

Ⅱ利用者中心の行政サービス改革

（2）横断的サービス改革

ア．手続の制度等の見直し

本人確認に関連する財務省の手続きの見直しとして、具体的には以下の

取組を実施する。

Ve-乃x流箏続の簡便ｿ2ブ

燭ﾉ(納税者色がマイナンバーカーバに搭鐡された電子証坊書を房し､て

e-"xを利房する場合において、 e-7bxの〃・パスクーハ． (〃ノの入

力を不要とした。また、マイナンバーカ－人及び〃カー六ヅーダラ

グタの未取得音を念頭に、厳啓なﾉ衣ﾝ(確認に基づき税務署長か通知し

た〃･〃のみによるe－乃xの利府を可能とした。⑫0〃年Z月実施ノ

(更r:所得税顔苦尹続のオンライン利府華（〃〃年度：α％ノ

ウ．オンライン化の徹底

①手続きオンライン化検討

具体的には、以下の手続について、オンライン化を進める。

石油ﾉがｽ税・揮努紡税慶び地方頻秀紡税の雪子顔苦な応

石油ガス説・猿秀獅税及び地方猿秀紡税の碩苦について、提出方法

の多様化による約説春利礎の/可_と及び行殴箏務の効華化を図ろため、

e－随xによる提出を可能とする⑫〃0年6月実施予定ﾉ。

V

K喪Z:石油ｶ：ｽ税･揮努〃税及び地方猿砦紡税の碩告尹続のオンライ

ン測房華（〃〃年度：〃％ノ

1
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②オンライン実施中の手続の利便性向上

具体的には、以下の手続について、オンラインの利便性向上等を進めてい

る。

確痘顔告のスマーハフォン漱応

国税/ラニホームページの／確定願告害等/循成コーナーノにおし､て、利

用壹数の多し'一般的な総与所得音の医療毒控畭やふるさと納税等に

よる還〃顎告をズ象にスマー入フォン享屑画面を嚴秀ムスマー入

フォンで願告壽の/循成から雪子提出までの尹続が完話冨する"粗みを

掌スした。⑫0〃年Z月実施ｿ。

V

API:／所得税顔告手続のオンライン利府華虐0〃年度：〃％ノ

法ﾉ(の顎告尹続の電子化泥進

法人か法人税等に係る顔告データを円湾に雪子提出できるよう環境

盛傭を進める観点から、提出惇穀等のスグム化、データ形弍の柔軟

化、捷出方法の拡宏鋸出先の一元化（クンスオングー化ﾉ、認証手

続の簡便化等の見直しを行う。⑫〃0年ユ月までの筍に順次実施ソ

併せて、大法ﾉ（ （資衣金の額箏が〃簑押を超える/ﾌｼ国法ﾉ(竿ノに

ついて､法人税等の雪子顔告を篝務化する。毎〃0年響月以凌/ご嚴始

する事業年度（課税棚ノから適用ノ

ゾ

XPI:法ﾉ(税願告尹続のオンラグン利府華麿0〃年度：〃％ノ

（3）個別サービス改革（デジタル・ガバメント実行計画に掲げる個別施策）

､／凋続説顔苦の雪子碩告対応

峨税の願告につし､て、提出方)法の多様化による納税言利硬の/可_f言及び

行渡箏務の劾華化を図ろため、 e-肋xによる提出を可諾とする〃0〃年

〃月実施予定ﾉ。

その髪、峨甜の願告壽のe-たx受け＃f況や馥含義務音等のニーズ等を

踏まえ、表f象となるﾘ梶雲の戒ﾌt，添〃書類の提出方法の拡充などを段階

的に凌討して〃､ぐ。

(喪Z:凋続説箪告尹綜のオンライン利府率⑫〃0年度：25％ノ

2



○オンライン(e-Tax)利用率

（
”
逵
壼
）

(注)1 「法人税申告④｣及び｢消費税申告(法人)⑤｣のオンライン利用率については､分母となる年間申請等件数の確定時期の便宜上､前年度の年間申請等件数により利用率を算出しています。

2「給与所得の源泉徴収票等(6手続)⑨｣とは､｢給与所得の源泉徴収票(及び同合計表)｣､｢退職所得の源泉徴収票(及び同合計表)｣､｢報酬､料金､契約金及び賞金の支払調書(及び同合計表)｣、

「不動産の使用料等の支払調書(及び同合計表)｣、｢不動産等の譲受けの対価の支払調書(及び同合計表)｣及び｢不動産等の売買又は貸付けのあっせん手数料の支払調書(及び同合計表)｣の6調
書をいいます。

主
要
手
続

所 得 税 申 告 ①

消 費 税 申 告 （ 個 人 ） ②

公的個人潔証の普及割合等に左右される国税申告2手続(①～②の計） ③

法 人 税 申 告 ④

消 費 税 申 告 （ 法 人 ） ⑤

酒 税 申 告 ⑥

印 紙 税 申 告 ⑦

上記以外の国税申告4手続（④ ～ ⑦の計） ⑧

給与所得の源泉徴収票等（6手続） ⑨

利 子 等 の 支 払 調 書 ⑩

納税証明書の交付請求 ⑪

電子申告・納税等開始（変更等）届出書 ⑫

申請・ 届出等9手続（⑨ ～ ⑫の計） ⑬
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○e-Taxの普及･定着に向けた主な取組
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(資料20)

e-Tax利用の簡便化（出典:国税庁レポート2018)

1認証手鏡の簡便化

〈1）個人紬税者のe-Tax利用の認証手続の簡便化I平成31(2019)年1月実施予劇

イマイナンバーカードによるe-Tax利用〈マイナンパーカード方式）

マイナンパーカードを用いてマイナポータル'経由又はgTaxホームページなどからe-Taxへログインす

るだけで､より簡単にe-Taxの利用を開始し､申告等データの作成･送信ができるようになります。

DID及びパスワードによるe-Tax利用(ID･パスワード方鋤

マイナンバーカード及酬Cカードリーダライタをお持ちでない方については､税務署で職員との対面によ

る本人確認に基づいて税務署長が遥知したe-TaX用のID･パスワードのみで､鬮税庁ホームページの『確定

申告書等作成コーナー』からe-Taxによる送信ができるようになります。

1マイナポータルとは､マイナンパー制度の導入に合わせて新たに穏築された国民一人ひとりがアクセスできるポータルサイトのことです。

～平成31(鋤19)零1月以降⑳個人納税響に係るedTaX利用鰯イメー謬～

翼 雌j溌溌驚需鐸

澱上記に併せて利用者数の多い給与所得者〈年末調整済み)の医療費姪除やふるさと総税による還付申告について､スマートフォン等による申告を可龍とする予定です。

(2)法人納税者のe-Tax利用の電子認証の簡便化I平成30(2018)年4月実施】

イ法人税申告等における自署押印制度の見這し

法人税申告等における代表者及び経理責任者の自署押印制度が廃止され､法人納税者がe=Taxを利用して

申告手続を行う際､当該法人納税者の経理責任者の電子署名及び電子証明書の送信が不要となりました。

ロe-Taxにおける法人の認証方式の簡素化

法人納税者がeTaXを利用して申告手続を行う際､当該法人納税者の代表者から委任を受けた者〈当該法人

納税者の役員及び職員に限ります｡)の電子署名及び電子証明篝を送信する場合には､代表者の電子署名等

の送信が不要となりました。
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《国税庁HP 「 『税務行政の将来像』に関する最近の取組状況（平成30年6月） 」から抜粋》
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申告データの円滑な電子提出のための主な環境整備施策
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平成30年4月以後の申請等(実施済）

平成30年4月以後

終了事業年度の申告(実施済）

平成31年4月以後

J終了事業年度の申告(実施済）

： ①イメージデータ(PDF形式)で送信された添付書類の紙原本の保存不要化

②土地収用証明書等の添付省略(保存義務への転換)【書面申告も同様】

, 急壷 ， ； ‘， v , 6' _ ； 、: 巳 : . ~燕
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③勘定科目内訳明細書の記載内容の簡素化【書面申告も同様】 ．::恐童,:&“

鍵

提遜籍議簿
磯霧蛎鰯欝

法人税申告書別表(明細記載を要する部分)のデータ形式の柔軟化(CSV形

式）

勘定科目内訳明細書のデｰﾀ形式の柔軟化(CSV形式）磯議驚繍鍵

令和元年5月以後の申告(実施済）

令和元年5月以後の申告(実施済）

④
》
⑤

灘蕊蕊瀧識 ：

漉柔蝋農
…

令和2年4月以後の申告⑥財務諸表のデータ形式の柔軟化(CSV形式）

J平成31年1月以後の申告(実施済）⑦農e-TaXの送信容量の拡大鯉

捷鴬簿鐘蕊臘畿
令和2年4月以後の申告;⑧添付書類の提出方法の拡充(光ディスク等による提出）ﾄ

…
＝ 昨乱雲雲苧凸』鐸:琶袈

曲…

平成31年4月以後の

加入｡離脱等(実施済）
⑨連結納税の承認申請関係書類の提出先の-皇完化【書面申告も同様】

菅一

令和2年4月以後

終了事業年度の申告
⑩連結法人に係る個別帰属額等の届出書の提出先の一元化

寡息録誉蕊蕊籔豊

令和2年4月以後の申告⑪:法人事業税の申告における財務諸表の提出を不要

平成30年4月以後の申請等(実施済）

燕終了難雛鰻施済i瀞：
． .; ，

⑫委任を受けた役員又は社員の電子署名による電子申告を可能
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⑬WI法人税申告における自署押印規定の見直し【書面申告も同様】
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平成31年1月以後の申告(実施済）

令和元年5月以後の申告(実施済）
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e-Tax受付時間の更なる拡大
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法人番号の入力による法人名称等の自動反映
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’ 令和2年3月以後の申告⑯法人税及び地方法人二税の電子申告における共通入力事務の重複排除



保存期間： 3年

(令和3事務年度末）

庄一画一調

税制改正に向けた対応

1 概要

毎年度の税制改正に向けて、国税庁は、各国税局（所）等の第一線における意見を

踏まえ、税務行政の簡素・効率化、申告水準の維持・向上など、適正・公平な税務執

行を円滑に行うために必要と考えられる税制上の措置（執行要望）を税制改正意見と

して取りまとめ、 8月末を目途に主税局へ申し入れを行っている。

2 これまでの申入れの実績

税制改正意見の申入れに当たっては、 「重要度及び緊急度の観点」や「実現可能性

の観点」から選定の上、主税局へ申し入れているところ、近年の申入れ件数等は以下

のとおり。

【税制改正意見の申入れ件数と改正件数、改正割合の推移】

3令和2年度税制改正に向けて

（1）政府税制調査会への対応等

平成28年秋の政府税制調査会（以下、 「政府税調」 という｡）において、近年、

ICT化や金融技術を活用した多様な商品やサービスの市場への登場、マイナン

バーの導入等の新たな制度インフラの整備等、納税実務や行政を巡る環境が変化

する中、 「納税者利便の向上」や「税務行政の効率化」を図ると同時に、 「適正・

公平な課税」を確保すべきとの問題意識の下、 「納税実務等を巡る近年の環境変化

への対応」について、議論が開始された。

平成29年11月に、個人所得課税の見直しとともに、 「税務手続の電子化に向け

た取組｣、 「経済取引の多様化等に伴う納税環境の整備に向けた対応」等の推進を

改正年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度

f ﾖ入れ｛Z
一
一数 31件 30件 31件 31件 35件

改正件数 16件 9件 19件 15件 12件

改正割合 51.6％ 30.0％ 61.3% 48.4％ 34.3％



柱とする政府税調の中間報告が取りまとめられ、平成30年度以降の税制改正にお

いて、以下の各種施策が措置された。

①平成30年度税制改正で措置された主な施策

・ 大法人による電子申告の義務化

・ 電子化促進のための環境整備

・ 年末調整手続の電子化

②平成31年度税制改正で措置された主な施策

・ 住民票の写しの添付不要化

・ 電子帳簿保存及びスキャナ保存制度の申告手続の簡素化

・ 情報照会手続の整備

平成31年4月の政府税調においては、税務手続の電子化やコンブライアンスの

自主的な向上に関する国税庁のこれまでの取組及び今後の取組の方向性について

説明を行ったところである。

今後も政府税調の動向を注視し、主税局と適時・適切に連携を図りながら、政

府税調の議論に的確に対応していくこととする。

(2)令和2年度税制改正意見の申入れについて

令和2年度税制改正に向けては、 8月末の主税局への申入れに向けて、現在、

庁内各課（室）において、税制改正意見項目を検討しているところであり、早期

の対応を要すると見込まれる項目については、あらかじめ主税局との間で必要な

情報共有・協議を行い、問題点等を整理した上で、積極的に盛り込むこととして

いる。



保存期間： 3年

(令和3事務年度末）

庄一画一調

社会保障・税番号制度

1 社会保障。税番号制度（マイナンバー制度）の導入による国税分野へ

の影響

（1） マイナンバー制度の導入に係る周知・広報

マイナンバー制度については、平成27年10月から個人番号（マイナンバー）

及び法人番号の通知が開始され、平成28年1月から申告書等の税務関係書類に番

号が記載されて提出されるなど、国税分野においても番号の利用が開始された。

（資料1，2）

国税庁においては、これまでマイナンバー制度に対する納税者の認知度・理解

度が向上するよう、関係民間団体等のニーズや理解度に応じた説明会を開催する

とともに、税務署が実施している既存の各種説明会や税を考える週間を通じた周

知・広報を実施するなど、番号制度の効果的な周知・広報に取り組んできたとこ

ろである。 （資料3）

（2）本人確認

本人からマイナンバーの提供を受ける場合には、番号法上、なりすましを防止

する観点から、厳格な本人確認が求められており、①番号確認（マイナンバーが

正しい番号であることの確認)、②身元確認（マイナンバーの提供者が本人である

ことの確認）を行う必要がある。

国税庁においては、税務関係書類へのマイナンバーの記載が税法上義務付けら

れていることから、マイナンバーの提供を受ける際には本人確認を行う必要があ

る。

なお、本人確認に必要な書類の詳細については、番号法施行規則において規定

されているところ、一部、個人番号利用事務実施者（国税の場合は国税庁長官）

に委任されていることから、国税関係手続に係る本人確認に必要な書類について、

国税庁告示において定めているところである。

2マイナンバー制度の定着に向けた取組

（1） マイナンバー制度の一層の普及・定着に向けた周知・広報に係る取組

マイナンバー制度は、行政を効率化し、国民の利便性を高め、公平・公正な社

会を実現するための重要な社会基盤であることから、制度の一層の普及・定着に



向けて、番号記載の必要性やマイナンバー提供時の本人確認書類の提示等につい

て、引き続き、関係民間団体等との連携・協調を図りつつ、署の窓口や各種説明

会等を通じて、積極的に周知・広報を実施するとともに、番号不記載者に対する

適切な指導を行うこととしている。

(2) マイナンバーカードの普及に向けた取組

マイナンバーカードの普及に向けた取組については、 「マイナンバーカードの普

及とマイナンバーの利活用の促進に関する方針」 （令和元年6月4日デジタル・ガ

バメント閣僚会議決定） （資料4）などにおいて示されたところである。

国税庁においては、これまでも、地方公共団体からの協力要請に基づき、確定

申告会場に「マイナンバーカード申請コーナー」を設置するなど、マイナンバー

カードの普及に向けて積極的に取り組んできたところ、今後は、これらの政府決

定方針を踏まえた上で、マイナンバーカードの普及に向けた取組を実施していく

こととしている。

3マイナンバーの利活用に向けた取組

（1） これまでに実現した利活用施策

国税庁におけるマイナンバー制度の導入を契機とした納税者の利便性向上策と

して、 これまで以下の施策を実施してきたところ。

イ住宅ローン控除等の申告手続において住民票の添付を省略【平成28年分～】

ロマイナポータルにログインすれば、e-Tax用のID･パスワードを入力するこ

となく、e-Taxのメッセージボックスの閲覧等を可能とする「マイナポータルと

e-Taxとの認証連携」を実施【平成29年1月～】

ハe-Taxのメッセージボックスに格納された申告等に係る情報等を､マイナポー

タルの「お知らせ機能」に通知し、閲覧を可能【平成31年1月～】

②今後の取組

国税庁では、マイナンバー制度を活用した更なる納税者利便向上や行政事務の

効率化の実現に向けて、今後、以下の施策を実施することとしている。

イ これまで書面により案内していた個人向け説明会の開催案内等について、マ

イナポータルの「お知らせ機能」へ通知【令和元年9月～】

ロ年末調整・確定申告手続に必要となる生命保険料控除証明書などの情報につ

いて、マイナポータルを通じて一括入手し、控除証明書や確定申告書へ自動入

力できる仕組みを構築【令和2年10月より運用を開始し、順次入力情報を拡大

予定】 （資料5）

4法人番号の付番機関としての取組等

（1）法人番号の指定・通知・公表

国税庁は、番号法に基づき、法人番号の付番機関として、法人番号の指定・通知・

公表に関する業務を実施している。 （資料6）

法人番号の指定対象は､①国の機関や地方公共団体､②設立登記法人(株式会社、



有限会社､合同会社等)、③設立登記法人以外の法人又は人格のない社団等のうち、

給与支払事務所等の開設届出書等を提出することとされている団体などに大別さ

れる。指定件数（約482万件：令和元年5月末現在）の大宗（約98％）は設立登記

法人であり法務省から日次で提供される登記情報に基づいて番号の指定が行われ

る。

また、公表は、インターネット上の「国税庁法人番号公表サイト」 （以下「公表

サイト」 という｡）に、商号又は名称、本店又は主たる事務所の所在地及び法人番

号（基本3情報）を掲載する方法により行われる。公表サイトを法人情報のデータ

ベースとして利用する者がデータを自動更新できるよう、公表サイトはWeb-A

PI機能も備えている。

（注1） 人格のない社団等については、 「法人番号等の公表同意書」の提出があった場合のみ

公表する。 （番号法39④）

（注2)Web-APIとは、利用者が構築しているシステムからインターネットを経由し

て、簡単なリクエストを送信することで、指定した条件に合致する情報を取得するた

めのシステム間連携インタフェースのことをいう。

(2)法人番号の利活用促進のための取組

法人番号は､マイナンバーと異なり、官民における自由な利用を前提としており、

行政手続等において、法人情報を紐付けるキーとして利用されることが期待されて

おり、次のような取組が進められている。 （資料7）

・ 行政機関が保有する法人情報の公表に当たっての法人番号併記

・ 法人番号をキーとして許認可・補助金情報等の横断的な検索が可能なデータ

ベース（法人インフオメーション）のWebサイトからの提供等

・ 税関が輸出入時の通関に使用しているNACCS (通関情報処理システム）

に、輸出入申告耆等における輸出入者符号の欄に記載するコードを、法人につ

いては、法人番号に切替

（注1） 経済産業省は、平成31年2月から、法人番号を活用し、一つのID、パスワードで

複数の行政サービスにアクセスでき、ワンスオンリーが可能となる「法人共通認証基

盤」の運用を開始している。今後は、令和元年度中には省内手続、令和2年度中には

他省庁手続も含め、法人共通認証基盤による電子手続の利用が開始される予定。

（注2） 金融庁のEDINET(金融商品取引法に基づく有価証券報告書等の開示書類に関

する電子開示システム）や民間の信用調査機関のデータ基盤等において、法人番号を

利用した法人情報の検索が可能となっている。

こうした中で、国税庁としては、関係民間団体等を通じてリーフレットを活用し

て法人番号の利活用を呼びかける（資料8） とともに、政府全体の方針に沿って以

下のような利便性向上策に取り組んでいる。

平成27年10月 法人番号を国際商取引でも企業コードとして利用できるよ
声

フ 、 国連及び国際標準化機構(ISo)に国税庁を発番機

関として登録。

平成29年4月～ 希望する法人からの申込みに基づき、名称及び所在地の英

語表記の公表が可能となるよう、英語版webページを開設。



（3） 消費税の適格請求書等保存方式における登録番号での利用

令和5年10月に導入されるいわゆるインボイス制度において、適格請求書発行

事業者に付される「登録番号」が、法人番号を保有する課税事業者については、

登録番号を「T+法人番号」 とすることとされて･いる。

（注） 法人番号を保有しない課税事業者（個人事業者等）の登録番号は、 「T+ (法人番号

と重複しないよう新たに生成される） 13桁｣。

5個人事業主番号

（1）背景事情等

番号制度の導入前後から、①法人番号を、取引先管理等の企業コードとして利

用するに当たって、個人事業主に番号がなければ一元的に管理できないとの観点

や、②法人番号は、オープンデータから事業者の情報を収集するキーとなるが、

付番されない個人事業主は外部から情報収集されにくいとの観点から、法人番号

を保有する法人と保有しない個人事業者の間で競争上の不公平が存在するとして、

個人事業者にも法人番号と同様に利用制限が少ない「個人事業者番号」を付与す

べきとの声が根強くある。

また、 日税連の税制改正に関する建議書や、経団連の提言等にも「個人事業主

への付番」について記載があるところ。 （資料9）

（2）政府の方針等

個人事業主番号については、 「デジタル・ガバメント実行計画」 （平成30年7月

デジタル・ガバメント閣僚会議決定）において、経済産業省を中心に、具体的な

ニーズの洗い出しを行い、法人番号の利用状況等を踏まえ、要否も含めて検討を

行うこととされている。 （資料10)

（注） 経済産業省において開発、運用されている「法人共通認証基盤」では個人事業主に

も利用者IDを付与することについて検討が進められている。

平成30年4月～ 役員の変更等、登記申請の際にフリガナが記載された場合

において、当該フリガナを公表サイトで公表。

令和元年5月～ 法人番号を入力することにより、法人名・本店所在地情報

を自動反映する機能をe-Taxソフトに実装。
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’ 地方税関係情報（住民税の課税情報又はその算定の基礎となる収入情報） 【事例】児童手当の申請

‐社会保障の給付､ 保険料の減免を受ける際、所得要件の審査に利用。

二住民が申請する際、課税証明書等の証明書類が不要に！

○児童手当法による児童手当の支給に関する事務

○介護保険料の減免の申請|こ関する事務等
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利用=>社会保障の給付 。 【、保険料の減免を受ける際、世帯が同一であるかの審査に

＝住民が申請する際、住民票の写しが不要に！

○児童扶養手当法による児童扶養手当の支給に閏する事務

○健康保険法による保険給付の支給に関する事務等
鰯
諦

趣
琉

ー

鰯提供『霞議憲司’ ’他の社会保障給付に関する情報

【
＝社会保障給付の申請があった際、審査"併給調整に利用。

＝住民が申請する際、年金の受給証明書等の提出が不要に！

※日本年金機構は、情報連携の実施に向けた準備を進めており、現時点では開始されていない。

○健康保険法による保険給付の支給に関する事務

○労災保険法による保険給付の支給に閨する事務等 臼
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(資料2）

番号制度の経緯

日

帽
日

１３

１
９

月
月
月
月

５
１
５
７

年
年
年
年

５
６
６
６

２
２
２
２

成
成
成
成

平
平
平
平

番号法及び関係法律整備法の公布

特定個人情報保護委員会設置

番号法等の施行に伴う財務省関係政令の改正

国税関係省令の改正

平成27年10月2日 所得税法施行規貝ll等の改正

※個人情報の漏えい又は滅失等の防止のためのコスト増や、郵便事

故等による情報流出のリスクへの配慮のため、給与などの支払を

受ける方に交付する源泉徴収票などへの個人番号の記載を不要と

した。

個人番号、法人番号の通知平成27年10月5日～

平成28年1月1日 社会保障、税、災害対策分野でll頂次利用開始

マイナンバーカードの交付手続開始

個人情報保護委員会設置（特定個人情報保護委員会を改組）

平成28年4月 個人番号記載の対象書類の見直し（平成28年税改）
※納税者の個人番号記載に係る本人確認手続や個人番号記載書類の

管理負担に配慮するため見直しが行われたもので、所得税法等の

個別法令等の改正が行われた｡なお､国税通則法施行規則第15条

第1項では個人番号の記載を要しない書類の指定について、国税

庁告示に委任していることから、国税庁告示を定めた。

税務関係書類への番号記載の本格化平成29年1月～

マイナポータルのアカウント開設開始

マイナポータルとe-Taxの認証連携開始

※e-Taxのメッセージボックスの閲覧や源泉所得税に関する手続き

などの一部の手続を利用可能とした。

情報連携とともに、マイナポータル本格運用開始平成29年11月13日



平成29年12月8日 番号法施行規貝llの改正
※過去に開業届出書などを提出し、番号法上の本人確認が行われて

いる者は、番号確認書類の提示や郵送提出時の写しの添付の省略

が可能とされた。

平成30年1月～ 預貯金口座への付番開始

平成31年1月～ マイナンバーカードを用いたe-Tax利用の簡便化

マイナポータルと確定申告書等作成コーナーの認証連携開始

マイナポータルの「お知らせ」ヘの通知開始

※e-Taxのメッセージボックスに格納している情報を通知

令和元年5月31日 デジタル手続法の公布

※公布の日から1年以内で政令で定める日以降、 「通知カード」と記

載事項変更等の手続が廃止。

令和元年9月～【予定】マイナポータルの「お知らせ」ヘの通知拡大

※個人事業者向けの「各種説明会の案内」や「法定調書の提出期限の

お知らせ」を通知

令和2年4月1日【予定】国税通貝ll法の改正

※証券保管振替機構は、税務当局からの照会に効率的に対応できる

よう、証券口座情報をマイナンバーにより検索可能な状態で管理

することとされた。

令和2年10月～【予定】マイナポータルを活用した申告手続等の簡便化について

ll頂次開始

※年末調整や確定申告のマイナポータル連携



国税庁におけるマイナンバー制度に関する周知・広報

①国税庁HPに「マイナンバー制度の特設サイト」を開設、税務分野におけるFAQ等を掲載

②関係民間団体等に対するマイナンバー制度の周知

③マイナンバー制度の周知に関するリーフレットを作成

④国税庁の取組や税務手続を番組形式で紹介するインターネット番組(Web-Tax-W)において、マイナンバ

ー制度の概要等について紹介

⑤税務署の窓口に「番号（マイナンバー）制度相談コーナー」を設置

⑥確定申告期に向けた周知・広報策

・ 確定申告の手弓|きなどにマイナンバー制度に関するお知らせを掲載

･ e-Taxメッセージボックスに、マイナンバーの記載等に関するメッセージを格納

・ 確定申告のお知らせはがきに、マイナンバーの記載等に関するお知らせを掲載

・ 申告相談会場にマイナンバーの記載等に関する周知用ポスターを掲示

・ 内閣府大臣官房番号制度担当室と連携して、新聞の記事下に広告（中小企業者向け広報）を掲載

・ 政府広報として、①ヤフーのバナー広告、②新聞突き出し広告、③政府広報ラジオ番組を実施

（
鰯
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唖国税庁企画課注書き

網掛けについては、国税庁関係箇所

マイナンパーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進に関する方針

1期房縦繰1
｢i－墓禾雨署冤司

会
マ
公
の
し
利
つ
格
読
地
険
に
策
、
極
一
類
推
？
口
化
入
策
進
活
し
（
的

社
る
の
用
プ
ト
に
本
の
や
保
力
の
た
積
口
書
の
ル
月
の
施
推
利
対
ン
率

ル
あ
障
活
体
ン
及
を
等
員
各
強
画
ま
た
ハ
請
化
Ｊ
タ
■
容
旧
の
を
の
に
ナ
効

識
》
》
銅
》
耐
鵬
》
》
塞
舳
》
媚
鐙
封
》
封
？
口
》
討
鑛
呼
率
寺
》
幅
》

一
三
一
一
臘
昌
三
三
三
三
三
一
一
一
口
Ｊ
一
一
ふ
一
三
軒

、
得
利

ゞ
と
極
・

を
イ
平
促
ミ
用
な
運
み
方
者
推
定
国
的
ワ
等
進
？
Ｉ
力
を
す
用
て
一
な

1



Ⅱ マイナンバーカードの普及とマイナンバーの利活用の促進

1 ． 自治体プレミアムポイントの活用

（1）制度設計等

マイナンバーカードを活用した自治体プレミアムポイントによる消費活性化

策について、自治体プレミアムポイント実施のためのマイキープラットフオー

ム等の改修､地方公共団体や利用店舗の参加促進による利用環境の整備､利用者

への効果的な広報、マイナンバーカードの取得の平準化等の観点を踏まえ、自治′

体プレミアムポイントの基本的な制度設計(ポイント利用のための準備･購入条

件等、購入対象者、プレミアム率、ポイントの利用環境、ポイントの使途、有効

期限等）について、検討を加速し、マイナンバーカードの早期申込みにつながる

よう、結論を得次第、順次広報を行う。特にプレミアム率については、事業の国

民への周知やマイナンバーカード取得の平準化の観点から重要な要素となるこ

とに留意しつつ、早期申込者へのプレミアム率の割増しも含めて検討する。

（2）環境整備

マイナンバーカードを活用した自治体プレミアムポイントによる消費活性化

策が円滑に実施されるよう、本年末までに、マイキープラットフオーム運用協議

会への全地方公共団体の参加を促すとともに、市区町村と都道府県の連携体制

を整備する。

また、マイキーID設定の簡素化（｢かんたん設定アプリ」の開発等）を進める

とともに、マイナンバーカード取得時におけるID設定の支援等をマイナンバー

カードの取得促進と健康保険証利用とあわせて実施する。

これに併せ、国は、政府広報などを積極的に活用し、国民に対するテレビCM

やウェブ動画、新聞広告などあらゆる媒体を通じた自治体プレミアムポイント

についての広報や利用店舗の参加促進のための広報を、今夏から積極的に行う。

また、総務省は、各業所管官庁と連携し、関係団体等に対して、本施策や積極的

なマイナンバーカードの取得促進について周知を図る。

2．マイナンバーカードの健康保険証利用

（1）医療の質と利便性の向上等

①医療の質の向上等

顔写真入りの身分証明書であるマイナンバーカードを健康保険証として利用

することにより、診療時における確実な本人確認と保険資格確認が可能になる。

また、マイナンバーカードの公的個人認証機能により、オンラインで保険資格を

確認できることで、転職などにより加入する保険者が変わっても、医療機関・薬

局で受診できるとともに、保険者と医療機関・薬局の間では、失効した保険証の

利用等による過誤請求を防止しその事務コストを低減できる。さらに、正確な診

療・医療データの基礎となる。

令和3年3月より、マイナポータルにおいて特定健診の情報の閲覧を開始し、

2



同年10月からは、薬剤情報、医療費情報の閲覧を開始する。あわせて、薬剤情

報の中で、後発薬への切替え効果額等の薬剤情報を提供する。

受診時において、こうした取組を通じて、本人の同意の下、マイナンバーカー

ドの活用により、服薬履歴や特定健診情報を医療機関等で閲覧可能とし、診療の

質の向上につなげる。

②被保険者の利便性の向上等

令和3年10月より、マイナンバーカードをお薬手帳として代替的に活用する

ことを可能とする（薬剤費の節約につながる)。また、顔認証の活用、マイナン

バーカードの診察券としての活用等のモデル実施により、医療機関におけるマ

イナンバーカードの利便性向上を通じて、待ち時間の解消等につなげる。さらに、

マイナンバーカードの民間サービスにおける活用（健康管理､マイナポータルを．

活用した本人同意に基づく特定健診情報の活用・連携、民間保険サービスにおけ

る健診情報の活用等）を推進する。

令和4年1月からばさ確定申告手続においてごマイ法ボ÷ダルを活用した医療
* ." f : . ' 〃" " ･ I , ｢ ‘ ‘･ : : " "" ‘: : 畠 :1% 11‘ﾖ ;: ‘ " :: ; ブ " ‘ . : 1 工 :

費情報を取得した場合にばくLIJその医療費に係る領収書の保存が不要となる6

（2）マイナンバーカードの健康保険証利用に向けた環境整備

①医療機関側の健康保険証利用のための読み取り端末、システム等の早期整

備等

マイナンバーカードの健康保険証利用について、円滑な移行を図り、被保険者

の診療の制約につながらないようにするためには、医療機関側においてマイナ

ンバーカードの健康保険証利用のための読み取り端末、システム等の早期整備

が必要である。

このため、医療情報化支援基金も活用し、令和4年度中に概ね全ての医療機関

での導入を目指すこととし､具体的な工程表について､関係団体､地方公共団体、

所管官庁等による協議を進め、8月を目途に公表する。また、小規模診療所等へ

の利用支援、重点的な補助等について、検討する。

②保険者毎の取組

マイナンバーカードの健康保険証利用に向け、本年フ月に、関係団体、地方公

共団体､所管官庁等による協議会を設置し、概ね全ての医療機関における読み取

り端末、システム等の導入を目指すこととしている令和4年度末までの具体的

な移行スケジュールを含め、保険者毎の被保険者のカード取得促進策について、

本年8月を目途に公表する。

その上で、保険者から事業主､加入者等へのマイナンバーカード取得要請とそ

のフオローアップを行うとともに、保険者による被保険者のマイナンバーカー

ドの初回登録の推進を図る。国家公務員及び地方公務員等（国家公務員共済組

合・地方公務員共済組合）については、本年度内に、マイナンバーカードの一斉

取得を推進する。
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また､マイナンバーカードの健康保険証利用に伴う運営費については､可能な

限り縮減に取り組むこととし、 J-LISの手数料の在り方についても検討する。

③円滑な移行等

マイナンバーカードの健康保険証利用については、被保険者の診療の制約に

つながらないよう、利用環境の早期整備等に取り組む。

また、マイナンバーカードの健康保険証としての利用のための初回登録等の

手続の簡素化を図る。具体的には、令和2年4月より、マイナンバーカード交付

時におけるマイナポータルを通じた健康保険証利用に係る予約同意による一括

処理を進めるとともに､令和3年3月からは､一定の病院等の窓口における本人

確認（顔認証方式）による登録処理を進める。さらに、初回登録等の手続におけ

る直接的なメリットの付与の在り方（ポイント等）についても、検討する。

本年B月より、各保険者は被保険者に対するマイナンバーカードの健康保険

証利用に関する周知広報を積極的に展開する。この際、厚生労働省は、各業所管

官庁と連携し、関係団体等に対して積極的なマイナンバーカード取得促進と初

期登録の推進などについて、継続的、かつ、きめ細やかに周知を図る。

なお、マイナンバーカードの健康保険証利用は､医療機関等でマイナンバーカ

ードのICチップの中の電子証明書を読み取る仕組み（公的個人認証の利用）と

しており、医療機関等ではマイナンバーカードは預からず､マイナンバー自体は

利用しないので、マイナンバーと診療情報が紐付くことはない。マイナンバーカ

ードの健康保険証利用が円滑に進むよう、仕組みの安全性についても、国から丁

寧に周知する。

（3）企業の総務事務の効率化の促進等

企業の健康保険に係る事務のコスト縮減につながることが期待される。さら

に、マイナンバーカードの民間活用等を通じて社員の健康管理への活用等が促

進されるよう、モデル事業等を行う。

また、マイナンバーカードの社員証等の各種証明としての活用が促進される

よう、利用手続の簡素化等を実施するとともに、令和2年11月頃より、企業が

行う従業員の社会保険・税手続のワンストップ化を開始できるよう取組を推進

する。

あわせて、令和2年4月より、情報システムに係る調達等において、マイナン

バーカードの普及実績等を評価する仕組みを導入する。

3．マイナンバーカードの円滑な取得・更新の推進等

（1）交付円滑化計画の策定・推進等

令和4年度中にほとんどの住民がマイナンバーカードを保有することを想定

し、国として、市区町村の関係人員増員への対応、取得申請事務の簡素化等への

対応（補助金の対象経費の拡大等）等、必要な財政支援を行うこととし、具体的

な工程表について、 8月を目途に公表する。
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マイナンバーカードの円滑な交付を図っていくためには、市区町村において、

住民の来庁を単に待つのではなく、日常生活において多様な申請機会を設け､住

民目線で、できる限り申請しやすい環境作りを図っていく必要がある。

こうした視点に立って、全市区町村における交付円滑化計画の策定を推進し、

その中で、交付スケジュール想定、これと整合性のあるマイナンバーカード取得

機会の拡大等の具体策､体制等を明確化するとともに、マイナンバーカードの普

及状況等のフォローアップを行う。

あわせて、マイナンバーカードの円滑な発行に万全を期すべく、J-LISにおけ

るマイナンバーカードの発行体制の強化を図る。

（2）全業所管官庁等を通じた計画的な取組と定期的なフォローアップ

マイナンバーカードの普及と健康保険証利用に向け、全ての企業において必

要な手続が円滑に進むよう、本年フ月に、全業所管官庁等の局長級会議を設置す

る。

業所管省庁毎に、工程表等を作成し、各団体等への要請、説明会の開催、カー

ド申請出張サービスの案内等を進めるとともに、定期的なアンケート調査等を

通じて、マイナンバーカードの普及状況等のフォローアップを行う。

また､健康保険証利用が円滑に進むよう、各業所管省庁から業界団体等を通じ

て、初回登録、医療機関へのシステム対応等の働きかけ、被保険者への周知等を

実施する。

あわせて、主要経済団体等を通じて、同様の取組を行う。

①ハローワーク

ハローワークにおいて､市区町村の要請を受けて､雇用保険受給説明会にあわ

せて申請窓口を設置すること等を通じ、ハローワーク利用者へのマイナンバー

カード取得を奨励する。

このため、本年度より、一部のハローワークにおいて、市区町村と連携した申

請窓口の設置等をモデル事業として実施して円滑な事務フローを作成し、市区

町村の要請を受けて、他のハローワークヘの横展開を行う。
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②税務署
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③運転免許センター等

運転免許証の更新手続の際に､写真を活用する等､一体的にマイナンバーカー

ドの交付申請を市区町村が受け付けるモデル事業を運転免許センター等におい

て実施して円滑な事務フローを作成し､市区町村の要請を受けて、横展開を行う。

あわせて、運転免許証を返納して運転経歴証明書の交付を受けた自主返納者

が受けられる各種サービスをマイナンバーカードの提示によって受けられるよ

う、運転経歴証明書に代えて運転免許証の自主返納に関する事実が識別できる

措置の導入について検討する。

④病院、介護施設等

マイナンバーカードの健康保険証利用の周知等とあわせ、市区町村と連携し

て、出張申請サービスの実施等を推進する。

⑤学校等

学校等において、生徒等に対して、社会科等において、情報化、社会保障、個

人情報保護等の理解とあわせ、マイナンバー制度を取り上げるなどにより、マイ

ナンバーカードの周知を図る｡また､マイナンバーカードの申請.交付の機会を

拡大するため、入学式や運動会等の住民が学校等に集まる機会での出張申請サ

ービス等を積極的に推進する。

⑥郵便局

全国の郵便局ネットワークを活用し、市区町村の要請を受けて、郵便局の空き

スペースの提供等を行い、出張申請サービス等を推進する。

⑦地方出入国在留管理局及び在外公館

地方出入国在留管理局において、在留資格認定証明書交付時に代理申請者で

ある全ての受入れ機関等に対してマイナンバーカードの申請案内等を行うとと

もに、在外公館における査証申請時にマイナバーカード申請書の確認等を通じ

再度周知等を行う。さらに､新規上陸時において､全ての中長期在留者に対して、

市区町村での住居地届出義務の案内とあわせてマイナンバーカードの取得の周

知等を行う。これらにより、中長期在留者のマイナンバーカードの円滑な取得を

図る。

なお、 1号特定技能外国人を受け入れる特定技能所属機関等に対し､当該外国
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人への生活オリエンテーションでのマイナンバー制度の情報提供、その手続履

行に当たっての必要に応じた窓口への同行等の必要な支援を行わせる。

また、地方出入国在留管理局において、在留期間更新許可申請時等に来庁する

全ての中長期在留外国人に対して、マイナンバーカードの交付申請等を周知す

るとともに、特に中長期在留外国人の来庁者が多い地方出入国在留管理局にお

いて、所在地の市区町村と連携して申請支援を行うモデル事業を実施し、実施状

況等を踏まえて、市区町村の要請を受けて、横展開を行う。

（4）住民票作成時のマイナンバーカード申請手続整備

新生児の住民票作成時において、住民票作成手続等と一体的にマイナンバー

カードの取得促進を図ることにより、マイナンバーカードの円滑な取得が可能

な環境を整備する。引越しの際の転入時にも、住民票作成手続等とあわせて確実

にマイナンバーカードの書き換え手続等を行う。

新規に上陸する中長期在留外国人についても、上記の取組と同様､住民票作成

時における円滑な取得環境を整備する。あわせて、在留カードとマイナンバーカ

ードとの一体化についても、引き続き、検討する。

（5）取得申請事務の簡素化等

タブレット活用、無料写真撮影、入力支援等により、申請に要する時間の大幅

短縮を実現するとともに、平日夜間･休日の窓口開庁や臨時窓口の設置等を推進

することとし、総務省は、全市区町村に要請する。さらに、申請書IDの再取得

を容易にするなど、申請しやすい環境を整備していく。

（6）電子証明書等の更新への対応

多様な手段による更新時期のお知らせを実施するとともに、電子証明書の更

新と手数料等の在り方を検討する○

4．マイナンバーカードの利便性、保有メリットの向上、利活用シーンの拡大

（1）デジタル・ハローワーク・サービスの推進

①ハローワーク・サービスのデジタル化

マイナンバーカードを基盤として安全・安心で利便性の高いデジタル社会を

構築していく中で、ハローワーク・サービスのデジタル化を推進する。

このため、本年度より、マイナンバーカード保持者について、雇用保険の求職

者給付の申請時の写真添付を不要とするとともに、教育訓練給付金について、マ

イナンバーカードによる認証で電子申請が可能であることを周知する等により、

電子申請を推進する。さらに、令和3年度からll頂次、マイナポータルのお知らせ

機能等を活用し、教育訓練給付金等に係る情報発信を充実させる。

さらに、令和4年度以降、マイナンバーカードをハローワークカードとして利

用可能にする。また、令和2年1月から、ハローワークインターネットサービス

に「求職者マイページ」を新設し、ハローワークの職業紹介・職業訓練受講の履
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歴確認、マイナポータルとの連携などオンラインサービスをll頂次充実する。

こうした取組とあわせ、ハローワークにおける雇用保険等の各種業務のフロ

ーについて、ペーパーレス化等の検討を行い、ハローワーク業務のBPRを推進

し、相談サービスの充実を図る。

②デジタル化による長期のキャリア形成支援

人生100年時代を見据えた長期にわたるキャリア形成に資するため、令和4

年度以降順次、安全衛生関係各種免許、技能講習修了証明書、技能士台帳、ジヨ

ブ・カード等のデジタル化を進め、マイナポータルを通じて、マイナンバーカー

ドとの連携を図る。

（2）デジタル・キャンパスの推進等

大学等における職員証・学生証へのマイナンバーカードの活用を推進するこ

ととし、内閣官房・文部科学省において、本年度から大学関係者等への周知を行

う。

国立大学については、マイナンバーカードの活用等による事務システムの効

率化等を検証するモデル事業について検討する。このモデル事業とあわせて、通

学定期券の購入に当たり、駅窓口でマイナンバーカードを活用して、大学の保有

する学生情報のデータベースから通学定期券発売に必要な情報の確認を行い、

購入を可能とする仕組みの検討を行う。

さらに、令和4年度からの国立大学法人の第4期中期目標にマイナンバーカ

ードの活用やロボテックス化等を通じたIT化・デジタル化による事務システム

の効率化を盛り込む。

また、高等学校等就学支援金等においてマイナンバーを活用することにより、

課税証明書等の毎年の提出を不要にするなど、利用者の負担軽減や事務の効率

化等を推進する。また、マイナンバーカードの教員免許管理への活用を推進する。

③電子納税証明書の利用拡犬
『 》; ､ '三l : ,二士: : : : :; …葱: :耐ﾙﾙいi iぶ: ; :い凍恥『 : ：.↓‘鞭i 急"… : :〒 「 " 解" , - ､ = : : ＃ ､ " ‘ :M ; "

マイナンバニガニドを用いて自宅等ぞ納税証明書の出力を可能とする仕組み
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（4）建設キャリアアップシステムとの連携

マイナンバーカードでも建設キャリアアップシステムを利用できるよう措置

するとともに、登録情報の自動入力等、同システムとマイナポータルとの連携を

推進する。

また、建設キヤリアアップシステム等を活用して、外国人建設労働者の適正就

労等を推進する。

（5）各種カード、手帳等との一体化等によるデジタル化の推進

安全･安心で利便性の高いデジタル社会の構築に向け、マイナンバーカードを

基盤として、既存の各種カード、手帳等との一体化等を推進する。

本方針に基づき、健康保険証利用のほか、お薬手帳、ハローワークカード、ジ

ョブ・カード、教員免許状等との一体化等により、デジタル化を推進するととも

に、運転経歴証明書、障害者手帳等、各種カード、書類等についても、マイナン

バーカードとの一体化等を検討する。

また、地方公共団体の行政サービスにおいて、図書館カード等の先行事例の横

展開を進めるほか、自治体プレミアムポイントの活用､健康保険証利用等とあわ

せ、本方針に基づき、マイナンバーカードの一層の活用を推進する。

また、民間サービス等においても、社員証や診察券等、多様な活用を推進する

ほか、たばこ自動販売機のタスポ方式に加えてマイナンバーカード方式につい

て、マイナンバーカードの普及にあわせ、業界団体における開発。導入を検討す

る。

（6）公的サービス等での利用拡大の推進

高齢者向けの公共交通サービスにおける資格確認や精算、検診結果や予防接

種情報等の母子保健情報を閲覧できるサービスでの本人確認、大規模音楽･スポ

ーツイベント等でのボランティアの入場管理における本人確認等、公的･民間サ

ービス提供における様々な場面でマイナンバーカードを活用する機会を創出し、

その横展開を推進する。

また、マイナンバーカードを活用した旅券発給申請における戸籍情報の添付

省略等により利便性の向上を推進する。

（7）マイナンバーカード読み取り対応スマートフォンの拡大等の公的個人認

証の利便性向上

通信事業者や端末メーカー等に対する働きかけを行い、マイナンバーカード

読み取り対応スマートフオンの更なる拡大等により、いつでもどこでもスマー

トフォンを用いて公的個人認証サービスを利用できる環境を整備するなど、公
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的個人認証の利便性の向上を推進する。

5．マイナンバーカードの安全性や利便性、身分証明書としての役割の拡大と広

報等

（1）マイナンバーカードの安全性の周知等

マイナンバーの秘匿に対する誤解の解消を図るため、関係ガイドライン等の

見直しを含め、マイナンバーカードの普及促進とあわせて、制度の周知を積極的

に進める。また、マイナンバー利用時の厳格な本人確認等を通じて、マイナンバ

ーカード利用の安全性を確保する。

さらに、24時間365日一時停止が可能であることなど、マイナンバーカード

の安全性の周知を徹底する。

同時に、金融取引、クレジットカード契約や携帯契約時のコピー等のアナログ

慣行の見直し、公的個人認証をはじめとした本人確認手続電子化の普及促進等

について、関係業界等へ要請し、マイナンバーカードを用いた身分証明における

電子化の普及促進を図る。

（2）マイナンバーカードの広報の積極的展開

国は、上記3． （1）の市区町村における交付円滑化計画の策定・推進等やS.

（2）の全業所管官庁から業界団体等を通じたマイナンバーカードの普及のた

めの計画的な取組等を積極的に進める前提として、自ら率先して政府広報をは

じめ活用できるあらゆる媒体を通じ、マイナンバーカードの取得促進のための

広報を、本年8月以降、積極的に実施する。その際、自治体プレミアムポイント

を活用した消費活性化策や健康保険証利用をはじめとするマイナンバーカード

の利便性の向上や、マイナンバーの秘匿に対する誤解払拭をはじめとしたマイ

ナンバー制度の理解促進とマイナンバーカードの安全性等に関する広報につい

ては、広く国民一般に対して呼びかける必要があることから、テレビCMやウェ

ブ動画など政府広報をはじめとする広報を積極的･継続的に展開する。さらには、

全業所管官庁から業界団体等を通じた周知広報を効果的に展開するため、マイ

ナンバー制度に関する広報の充実を図り、これを活用して業界団体等の従業者

（被保険者）などに対する広報資料などの提供を早急に行う。

（3）券面表記の見直し等

身分証明書としての役割の拡大等を踏まえ、日本国表記、元号・西暦等の券面

表記の見直しを検討する。

さらに、ふりがな、ローマ字の券面表記に向けた制度化を検討する。

6．マイナンバーの利活用の推進

（1）マイナンバー法に基づく情報連携の推進

マイナンバー法に基づく情報連携は、複数の機関に存在する特定の個人の情

報が同一人のものであるということを確認するための基盤であり、公平・公正な
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社会保障制度や税制の基盤であるとともに、デジタル社会のインフラとして国

民の利便性の向上や行政の効率化に資するものであることから、その効果を早

期に最大限発揮することが重要である。

現在、児童手当や介護保険など1200以上の行政手続において情報連携の本格

運用が開始されており、今後年金関係の1000以上の行政手続が順次加わること

が想定されていることから、その着実な運用と添付書類の削減等を徹底し、国民

の負担軽減や利便性の向上の実現を図る°さらに今国会で拡充された戸籍に関

する情報などの情報連携対象事務についても、その施行に向け着実に取り組む。

（2）マイナンバー法等に基づくマイナンバーの利活用等

マイナンバーについては､安全･安心で利便性の高いデジタル社会において、

社会保障の公平性の実現や適正・公平な課税の観点等から、所得のみならず資

産を適切に評価しつつ能力に応じた負担を求める公平な社会保障等を目指し、

マイナンバーの利活用を進めている。

今後ともマイナンバー法の着実な実施を図るため、金融機関における預貯金

付番ガイドラインの遵守の徹底等を行うとともに、付番の進捗状況等の必要な

フォローアップを行う。また、保険契約者の生前のマイナンバー収集に向けた

要請とフォローアップを行う。あわせて、行政機関と金融機関の間のオンライ

ン・ワンストップ化を検討する。

また、平成27年改正マイナンバー法の法施行後3年後見直しの規定に基づ

き、預貯金付番等の実効性を確保するための制度について、他の金融資産の取

扱いを踏まえつつ検討・整備する。あわせて、本人から多様な手法によりマイ

ナンバーを提供する方法について検討を行う。

（3）マイナンバーの利活用による行政の利便性向上・運用効率化の推進

今後は、国・地方を問わず、利用者の視点に立って、業務フローを見直す業務

改革(BPR)を徹底した上で、マイナンバー制度等の活用により、最初から最後

までデジタル完結する行政サービスを提供し、利用者の利便性向上や行政運営

の効率化を図ることとする。あわせて、政府のIT調達や、国・地方の関係機関

のシステム改修・運用経費を含めたITに係る補助金の執行に当たっては、内閣

情報通信政策監（政府CIO)の関与の下、適正を確保することとする。

社会全体としてデータの共同利用の促進・重複管理コストの削減を目指す観

点から、クラウド等を活用した企業と行政機関等との間のデータ共有による新

しい提出方法について、企業が行う社会保険･税手続においてll頂次実施するとと

もに、行政機関等による処分通知等への活用も検討の上、順次実施する。 （令和

3年度以降順次実施）
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Ⅲフォローアップ等

本方針に基づき、各府省は必要な施策を講じていくとともに、検討課題につ

いて、関係省庁等において具体的な検討を行う。また、これらの施策の実施に当

たっては、真に効率的・効果的な手法によることとする。

内閣官房は、各府省の施策の実施状況等について定期的にフオローアップし

ていくこととし、その結果はデジタル・ガバメント閣僚会議に報告することとす
る。
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行政機関における活用例
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行政機関における活用例
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伽■法人番号('3桁)の瑁定
法人番号は、①設立登記法人、②国の機関、③地方公共団体、④これら以外の法人又は人

格のない社団等のうち給与支払事務所等の開設届出＝等を提出することとされている団体

（以下「法人等」といいます｡）に指定されます。

※①～④に該当しない場合であっても、一定の要件を満たす場合には、国税庁長官に届け出ることによって

法人番号の指定を受けることができます。

---｡-----------..---→

；＞法人番号は、 1法人に対し1番号のみ指定されます。

<菱設立登記法人の法人番号は､登記事項証明雪こ記載されている会社法I
； 人等番号（12桁）の前に、検査用数字（1桁）を付した13桁の番号とI
§ なります。
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#2法人番号の通知(書面）

｢法人番号指定通知書」は、法人番号の指定を受けた法人等に送付されます。
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§＞設両合記法人の涌知書は、 設方言記完了後1 週間程度で、
：
；
登記上の本店又は主たる事務所の所在地へ送付されます。

…＝………………＝……＝~＝……………一………

§3 法人番号の公表（国税庁法人番号公表サイト）

法人番号の指定を受けた法人等(剰の①商号又は名称、②本店又は主たる事務所の所在地、

⑧法人番号の基本3情報は、国税庁法人番号公表サイト（以下「法人番号公表サイト」とい

います｡）で公表され、どなたでも自由にご利用いただくことができます。

※公表に同意していない人格のない社団等を除きます。

蕊溌溺--=-----------…一…"----リ
§＞基本31|胄報のほか、法人番号の指定を受けた後の所在地変更などの変更§

I 履歴も併せて公表されます。
；

リ
……‐~~…………………………………………………………

辞
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インボイス制度の登録番号にボイス制度の登録番号に参考イン

令和5年

等保存方式

「法人番号」が利窮されます 。
、 ． “を ‐ ，畠 』 鳥 、 、

10月1日から、複数税率に対応した消費税の仕入税額控除の方式として適格請求書

(いわゆるインボイス制度）が導入されます。適格請求書等保存方式の下では、税務署 ；

長に申請して登録を受けた課税事業者である「適格請求書発行事業者」が交付する「適格請求書」 ；
等の保存が仕入税額控除の要件となります。 ‐ ，

搦

この適格請求書には、適格請求書発行事業者の名称や「登録番号」などを記載する

す。この登録番号の構成が"｢T+法人番号」（適格請求書発行事業者が法人番号を有

必要がありま
合

合する場 ）と

なります。
卜
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Xし、自社や取引先などの法

ことができます。

法人番号公表サイトvvvvw.houjin-bangou.ntago.jp)にアクセスし、

蟇本3情報（名称。所在地の変菫履歴を含みま式）を調べる人の

所得税法などで規定されている法人番号等の告知事項の確また、検索結果画面の印刷物は、

認書類の一部として使用することもできます。

21法人番号から基本3情報を調べる

法人番号から法人の商号．①

所在地を調べることができま

す。

②まとめて10社分の法人番

号を入力して検索できます。

１

§2法人名や所在地から基本3情報を調べる

７
Ｌ沙

才１‐

③商号又は名称から法人番号
蜜法人の麓号及び所在鑓などから法人番号を調べる

や所在地を調べることができ

ます。

※ ，商号又は名称を入力する際は、

「株式会社」などの文字を除いて入

力してください。

④所在地から、法人名や法人番

湾
、前方一致檎索O都分-致検索

|儒蒻謹裳社“癖嬬蔵○・』“準誕逵毒，
商号又は

口
匡

底

所在地 郵便蚕号又は都道府県を検索条件として脂定することができます
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号を調べることができます。

※所在地のみ入力して検索するこ

とで、自社の営業エリアなどにある

憩篭痢県

丁目薪i鐸

遺}凡,てください

(巻きら掘譲諺込

L

法人等を抽出できます。

§3検索結果

参

や最新摘惚

G痴雨700001

｝
2050002

媚畿XI江舗恥

株式会*十園税商事

諏躍叉fユ毒詠〈 二〆ﾉ〃･ﾅ･ ）

⑤墓本3情報が表示されます。

※商号変更などの変更!|胄報がある

場合は､変更履歴情報に変更内容が
ロ抄砥乱■■■a■ご尊預抄n種■■巴a戒

表示されます。

3丁目1－1

⑥検索結果画面の印刷物は、

所得税法などで規定されてい

＄ る法人番号等の告知事項の確
認書類の－部として使用する

号

ことができます。
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法人番号公表サイトでは､以下のような方法で法人等の蟇本3情報のデータを無償で取得するこ

とができます。

§1 テｰﾀのダウンロード
法人番号公表サイトから、以下のデータをCSV形式及びXML形

式でダウンロードできます。

＞全件データ

法人番号公表サイトで公表される全ての法人の前月末時点の最

新|胄報（全件データ）を、全国（都道府県別）及び国外の単位に

分けて月次で提供しています。

＞差分データ

新規に法人番号を指定した団体の情報のほか、名称・所在地の

変更や、登記の閉鎖といった日々の異動情報（差分データ）を、

全国及び国外のデータを－括りにして日次で提供しています。

| ※全件データは、情報記録媒体で取得することもできます。この場合、事前にデータを記録するためのDVD- |
i R(又はDVD+R)、データ提供依頼書及び返信用封筒（切手貼付済）を国税庁法人番号管理室に郵送等で提出しI

’ ていただく必要があります。
ｰ－．一ローローーーローローローローローローローローローローローローローローローローローローロー‘一ローローロー‘一ローーローロー一一一一一一■－．一ﾛ－．一ロー‘一ローーー．一ローーロ■■一ィ■■一一 ．■■一一一一一一一一一一．一一一ローローー

§2Web-API

インターネットを経由して、簡単な条件を指定してリク

エストを送信することで、指定した条件に合致する法人等

の基本3情報や、指定した期間及び地域で抽出した法人等

の更新情報を取得することができる､Web-API(システム

間連携インターフェース）を提供しています。Geth#p量…縁条件1･条件2

》

｜ ※利用に当たっては、事前に法人番号公表サイトの入力フォーム又は書面によりアプリケーション|Dの発行届！
’ 出をしていただく必要があります。

｜ ＞｢アプリケーション|Dの発行届出フォーム」 vvvvvv.houjin-bangou.nta.gojp/vvebapi/riyo-todokede/ |
1－，－，－，－‘一‘一一一，一一一．一一‘－．－‘＝‘－‘一一一一一‘－‘－‘－，一。－，－‘一一一。－－，一一一ローー．一．一．一．一‘－．一．一，一・一・一．一，一．－，一‘－，－，－，－，－，－，－，一‘－，－‘一一一．－．一．一一一､一・一一一

…噸司専…両一一明 U宙 ･ﾛ嘩弔酉 画 笥晋■命琿己力 U ー一弓で一■…■…唖、U■■ ■ 1 一己君巳

参考Webページで公開される法人情報には、原則、法人番号が併記されます 垂
壗
謬
彰
蕊
蝉
認

『

平成30年1月以降、行政機関が法人に閨する情報（補助金情報､調達情報、届出・認定・行

）をWebページ等で公開する際には、法人番号を併記することが原則とされてい ！政処分情報等

ます。 ≦

これは、法人番号による情報の検索。 収集・利用を容易にし、公開情報の利用価値を高めるこ Ｉ
§
銀

とを目的とするものです。
－… 一一



謹嬢謹蕊灘鍵

前ページで取得した法人等の基本3情報の活用例について、ご紹介します。

#1 取引先情報等の入力補助による効率化

の情報を自動的に補完入力する『法人名」「本店所在地」Web-API機能等を活用することで、

機能を追加することができます。これにより誤入力や表記のゆれによる問題が解消できるほか、

入力作業の効率化にもなりますQ

§ 2最新情報の把握の効率化

法人番号公表サイトからダウンロードできる法人'|胄報のデータを活用することで、新規営業先

や取引先等の最新|胄報を効率的に把握することができます。

インターネット

ダウンロード
ダウンロード

機能の活用

回一
畳

所記空豆 蚕
・
言

法人番号指定年月日で

絞込み

鱗 法人番号や

フリガナでひも付け

新規営業先の把握や

取引先の最新情報確認 葡鐸地

－二

狩蔚
新たに法人番号が握定された法人「法人番号指定年月日」で絞込みを行うことで、

(新規設立法人※）の抽出が可能となり、新規営含新規営業先等を把握することができました。

fHM 三
一

※新規設立時以外にも、新たに法人番号が指定される場合があります。
一一

「法人番号」や「フリガナ」をキーに、ダウンロードした法人情報データと企業内の

顧客リスト等をひも付けることで、顧客リスト等を最新の情報に更新することができま

した。
＝

盲 営業エリア内の法人を抽出する際、 「検索対象除外」項目を活用し、登記上の本店所在

地が区画整理等で既に廃止されており現在では存在しない住所表記となっていることが
魚
冠
職

確認できた法人を除外しました。

これにより、－社ごとに住所を確認することなくそれらの法人を除外したリストを作

成し、ダイレクトメール等の郵便物の返戻を減らすことができました。 ．鼠

法人番号の利活用後

“瓢蕊臓脚卜

》
等

新規営業先の把握

取引先の最新情報確認



§3売掛金管理等の会計業務の効塞iL
法人番号は、 1法人に対し1番号が指定されるため、売掛金等の台帳管理を行う際に、支店。

取引先ごとの集計を容易出張所との取引についても、本店と同一の法人番号で管理することで、
に行うことができます。

売掛金(売上台幅） ｢貢扇~’ I売掛金（売上台帳） 法人番号の利活用後
一一』
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法人番号

をキーとした
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…
国税庁を発番機閨として国連及び国際標準化機構(ISO)に登録し、 「発番機関コード」を取得

しています。

国税庁に付与された発番機関コードと法人番号を組み合わせることにより、電子商取引や電子

タグを利用した物流等において、国内のみならず国際的にも、法人番号を共通の企業コードとし

て利用することができます。

§1電子商取引(印l;EleCtrOniODatalnterchange)での活用例

各企業が、発番機関コードに法人番号を付加

したものを共通の企業コードとして活用するこ

とで、各企業システム間のコード変換作業が不

要となり、全体のコスト削減を実現することが

騨嬢議霧鰯
時
；
“
■
Ｉ
ｏ
ｌ
４
１
１
Ｄ
Ｉ
Ｄ
１
ｏ
１
Ｉ
１
Ｉ
Ｆ
謹
〉
燕
饗
銭
蝉
錯
轆

麗
できるようになります。

また、企業コードの維持・管理（商号・所在地

等の変更）コストの削減や､法人番号が無償で指

￥ 共通の企業コード” 箕
． 聖

(発番機関コード＋法人番号）

:によりコード変換木割

一
一
一
一
左
一
一
口
一

－

定・公表されていることによる電子商取引の参

入コストの削減も期待されます。

§ 2電子タグ(RFID:RadioFrequency ldentification)の活用例（モノの識別）
サーバ

議籍
電子タグについては、出荷品や在庫など

に、カード型、ラベル型、ボタン型、ステ

ィック型など、様々な形状の電子タグを取

り付けて無線で読み取ることで、在庫や場

所を把握する技術が普及してきています。

この電子タグに統一された企業コード

を記録することで、物流の効率化や、電子

タグの普及にもつながることが期待され

ます。

出荷品・

在庫など

電子ﾀグ

無線で読取り

ISOの規約上、共通の企業
コードを＝き込む必要あり！

、 。÷:具 P

発番機関コード＋法人番号
を利用

※「RRD利用による情報ネットワークの適用範囲の拡大調査研究報告書一電子
タグ導入における先進事例研究一｣2010年3月発行財団法人流通システム

開発センターを基に国税庁で作成

…
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英語表記の登録手続を行うことで、法人番号公表サイトの英語版webページに法人蚤号とi益

せて「商号又は名称」。『本店又は主たる事務所の所在地」の英語表記が公表されますので、海外

の取引先などへ法人番号や英語法人名などを明示する場合に利用できます。

§1 英語表記登録･公表の流れ
英語表記の登録を希望する法人からの申込みに基づき、英語表記を公表します。

溌灘篭
昼P乳｡, ⑪ﾛ募司 や中 ,

『

①英語表記情報の入力 §

法人番号公表サイトの英語表記

に名称、所在地の英語表記を入力

②
③
③

英語表記情報の送信

送信票の印刷

中
狛
・

Ix1 英語表記登録フォーム

|※2 提出先:〒113-8582

www.houjin-bangountagojp/eigotouroku/

東京都文京区湯島4丁目6番15号湯島合同庁舎

送信票十法人確認書類の送付

印刷した送信票に法人確認書類（印鑑証明害

等）を添えて、国税庁法人番号管理室へ郵送※2な

どの方法により提出。

国税庁長官官房企画課法人番号管理室宛■
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宝
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Ｈ
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・
呈

※3 英語版webページ: IAAA/w.houjin-bangou.ntagojp/en/
耗一蛤弔r…輻…

； 2英語表記のイメージ
英語版webページにおける「法人'l胄報詳細」画面（イメージ）をご紹介します。
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法人番号公表サイトでは、法人名のフリガナを公表・データ提供しています。
なお、設ウ言記法人のフリガナは、各法人が行った次のいずれかの手続に基づく情報です。

＞商業・法人登記の申請の際にフリガナを記載

各法人が管轄の法務局において行う商業・法人登記の申請（変更登記等を

含みます｡）の際に、登記申請書に法人名のフリガナを記載することで、法人

番号公表サイトにフリガナが表示されます。

＞フリガナに関する申出書存桿串

登記申請の機会がない場合には、フリガナに関する申出害を管轄の法務局に提出し、フリガ

ナを登録することで､法人番号公表サイトにフリガナが表示されます(手数料はかかりません｡)。

｜※手続の詳細は、管轄の法務局にお問合せください。 ｜
L______ ____________________________________________.______________..___..____1

…
経済産業省において運用されている法人インフォメーションは、政府が公開している法人活動

情報を一括検索・閲覧できるサイトです。

ンでは、法人番号や法人名から特定の法人活動情報を検索でき、所在地法人インフォメーションでは、法人番号や法人名から特定の法人活i

や営業項目等の属性からも法人を抽出することができます。

また、API機能を利用して法人活動情報を取得することもできます。

法人インフォメーションの想定活用例などは、トップページの「活用事例集』をご覧ください。

..--‐.~‐－－~~-‐~--ｰ~--~~~--‐‐~-~･"~--~--‐･~~~~~･~I
掲載されている法人活動|胄報
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o 「社会保障･税番号<ﾏｲﾅﾝバｰ>制度｣の最新情報 ｜ 内閣府ﾏｲﾅﾝパｰ |pL|
F，

○マイナンパー総合フリーダイヤルO120-95-O178(無料） ※間違い電話が増えています｡おかけ間違いのないよう十分に注意してください。

9時30分～20時〈土巳規巳17時30分) (年末年始を鐸きます.） ※最新のお問合せ時間は、内閻府ホームページでご確認いただけます。

一-二
○国説に係るﾏｲﾅﾝパｰ制度に閏する最新情報 ｜ 国税庁ﾏｲﾅﾝパｰ 叩
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国税庁法人番号管理室で受け付けています。○法人番号の指定、通知書の発送及び法人番号公表サイトの操作方法に関するお問合せは、国税庁院

・国税庁法人番号管理室O120-O53-161 (無料)8時45分～18"(土日祝日・年末年始を除きます。

． ’P電話等で上記ダイヤルに繋がらない場合は、O3-5800-1081 におかけください。 （通話料金がかか

○国税に関する質問は、最寄りの税務署又は電話相談センターへお問い合わせください。

二繋がらない場合は、O3－5800－1081 におかけください。 （通話料金がかか

ノ

ります。

最寄りの税務署又は電話相談センターへお問い合わせください。

）
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資料9

日本税理士会連合会｢令和2年度税制改正に関する建議書」（令和元年6月27日）【抜粋】

【納税環境整備・その他】

27.個人番号の利便性を向上させた上で､個人事業者番号の導入について検討すること。

個人番号は、社会保障・税制度の効率性・透明性を高め、国民にとって利便性の高い

公平･公正な社会を実現するために必要不可欠なインフラである。ただし、安全管理措

置に係る事業者の負担も大きいとの指摘もある。

このため、個人番号を更に推進する観点から、国民の理解を得ることを前提に特定個

人情報に関する規制を見直すなど、利便性の向上や管理等に係る社会的コストの低減

に資する方策を検討すべきである。

それを実現するためには､マイナンバーカードの普及が前提となるが、その普及率は

1割強にとどまっており、 さらなる普及が求められる。

また、個人事業者に関して、利用制限がない法人番号を保有する法人との間で、経済

活動における競争の中立性を確保するため、法人番号と同様に運用上の制限が少ない

「個人事業者番号」を導入し、その付番を選択的に受けられるようにすべきである。

日本経済団体連合会「国民本位のマイナンバー制度への変革を求める」（平成30年2月20

日） 【抜粋】
！

Ⅲ必要な施策

6．法人番号の活用・拡充

（3）その他

①個人事業主への付番

個人事業主は法人番号の付番対象ではないため、個人事業主が取引先の場合、

事業者は法人番号を利用して管理することができない｡そこで､プライバシー保

護に十分な配慮を行ったうえで､個人事業主に対しても、法人番号と同様に一般

に公開される番号を付番することを検討すべきである。



(資料10)

デジタル・ガバメント実行計画（平成30年フ月20日デジタルガバメント閣僚会議決定）

【抜粋】 ‐

4プラットフォーム改革

4．2システム基盤の整備

6)法人デジタルプラットフォームの構築（◎経済産業省、内閣官房、関係府省）

ウ．個人事業主番号に関する検討

個人事業者に対する番号については、マイナンバーとは別の新たな番号付番へ

の具体的なニーズの洗い出しを行い、法人番号の利用状況等を踏まえ、要否も含

めて検討を行う。

【参考】個人事業主番号に係る過去の政府決定

r‘■■■ ‘■■ロ ロロロロ ‘■■ロ 0一・一！■■■ ・＝‘■■ロ ･･ロ・ ・ーーロ 0ーq■■・ーロ 0ーーー■ ・ー一口 ・ーーーー■ ‘■ーーーー■ ‘ロロローロ ,ーー･一口 ｜ローー■ーロ ！■ロロ ･ー｜ロロロ ･ー｡－．ー‘ロロロ ‘ロロ・ ロﾛロ。 ｡ー！■■・ー・ ・一・一・ー0ー・

I世界最先端IT国家創造宣言工程表(高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部:平成’
’ 28年5月20日改定） 【抜粋】

1 3． ［重点項目3］超少子高齢社会における諸課題の解決

I (3)IT利活用による諸課題の解決に資する取組
③､マイナンバー制度を活用した国民生活の利便性の向上

【平成28年度～平成33年度】

○法人番号の利活用推進

法人番号の利用状況を踏まえ､個人事業主や法人の支店及び事業所等への法人｜
番号の付番等につき､具体的なニーズの洗い出しを行うとともに､付番･通知･公｜
表の執行の観点からも実現方法を検討する。 （再掲） 【内閣府、関係府省庁】

|※平成29年5月に定められた「世界最先端IT国家創造宣言・官民データ活用推進基’

1 本計画」 （平成29年5月30日閣議決定）からは、個人事業主番号に関する記載が削除｜

｜ された（平成28年に改定された「世界最先端IT国家創造宣言」は廃止)。

Lー－－－－－－－－－ーーーー－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－1



保存期間： 3年

(令和3事務年度末）

圧一画一調

税務行政に関する統計

1 税務統計

税務統計(国税の賦課及び徴収に係る統計で､国税庁長官が事務運営指針で指定す

るもの。全数調査）については、KSKに入力されたデータ等から作成し、調査結果が

まとまったものから順次当庁ホームページで公表している。また、全ての調査結果を

取りまとめて、事務年度末を目途に「国税庁統計年報」 として公表している。

2標本調査による統計

（1） 民間給与実態統計調査（統計法に基づく基幹統計調査) (9月公表）

標本として抽出した源泉徴収義務者（民間の事業所に限る｡）に配布・回収した

調査票から全体を推計する方法により、そこに勤務している給与所得者の年間給

与額、税額、各種控除の適用状況等を取りまとめている。

②会社標本調査（3月公表）

標本として抽出した法人税の確定申告書等の情報を基に全体を推計する方法に

より、法人数・欠損法人割合､営業収入金額・所得金額・法人税額、繰越欠損金、

寄附金・交際費等の数値を取りまとめている。

(3) 申告所得税標本調査（2月公表）

標本として抽出した者に係る所得税の確定申告書等の情報を基に全体を推計す

る方法により、所得種類別の人員及び所得金額、所得階級別の分布状況、各種控除

の適用状況等を取りまとめている。

※なお、 (2)会社標本調査及び(3)申告所得税標本調査については、標本データとしてe-Tax

データを活用することとしているが、電子申告と紙媒体申告それぞれによって得られる数値の

偏り等について、電子申告の普及等の影響を踏まえて点検する必要がある。

3規制改革会議・行政手続部会に関する対応（民間給与実態統計調査）

「行政手続部会取りまとめ」 （平成29年3月29日）において、 「調査・統計に対

する協力」が行政手続コスト削減対象の重点分野の一つとして設定され、国税庁で

は「民間給与実態統計調査」が対象となった。

これを踏まえ、平成29年6月に、オンライン調査システムの利用勧奨や一部項目

のプレ画面表示・プレ印字などのコスト削減方策を盛り込んだ「『行政手続コスト」

削減のための基本計画」を財務省として策定・公表した。



また、当該基本計画において、コスト削減方策の一つとして「標本数の削減等の

実施の可否について、統計の精度にも留意しながら平成30年度中に検討する｡」 と

していたことから、標本設計の見直しについて、総務大臣に対して調査計画変更の

承認申請を行い、総務大臣の諮問機関である統計委員会での諮問及び答申を経て、

平成31年3月に調査計画の変更が承認された。

これにより、令和元年分調査（令和2年1月実施分）より標本給与所得者数を約

2割削減することとして、基本計画の改訂を行い、改訂版を令和元年6月に公表し

た。

4統計不正問題に係る点検・検証への対応
平成31年1月に、 「毎月勤労統計調査（厚生労働省所管)」における不適切な取扱

いが判明した。これを受けて、事案の再発防止及び統計の品質向上を目的に、統計委

員会のもとに点検検証部会が設置され､全ての基幹統計の作成事務等の実態について

ヒアリングが行われることとなった｡基幹統計である民間給与実態統計調査を所管す

る当庁も当該ヒアリングに3月29日に対応した。一部の統計調査については、引き

続き、ターゲットを絞った上での重点審議の対象となっており、本年秋ごろまでを目

途に、再度ヒアリングが行われる予定であるが、民間給与実態統計調査はこの対象と

はなっていない。

5税務データの外部提供に係る検討体制
（1）税務データの提供を巡る現状

政府全体の取組として、様々な課題解決のために､官民で保有されるデータの活

用が推進されており、 「財務省デジタル・ガバメント中長期計画（平成30年6月

25日)」においても、 「守秘義務等の関係法令を遵守しつつ、利用者ニーズを踏ま

えた行政保有データのオープン化の検討を進める」 とされている。

また、 「骨太方針2019」 （令和元年6月21日）においても、 「公的統計を所管す

る各府省において、税務情報や不動産登記情報などの行政記録情報等の統計への

二次的な活用の促進を検討する｡」 とされたところである。

このように、デジタル・ガバメントや公的統計の整備といった様々な文脈で、税

務データの国税庁の外部での二次的な活用への関心が高まっているところである。

(副平成30事務年度における検討体制

このような税務データの外部での二次的な活用への関心の高まりを受けて、デ

ータの外部提供に際して踏まえるべき関係法令の解釈等や国税庁としての基本的

な対応方針について、組織横断的に共有し､今後の効率的かつ組織的に一貫した対

応に資することを目的として、平成30年10月に、庁内関係課室による「税務デー

タの提供に関する基本方針策定PT」を設置し、検討を行った。

(3) 平成30事務年度での検討及び今後の方向性について

平成30年10月以降、庁内PTを開催し、関係法令の解釈、個別事案（注）への

対応方針、庁内で取りまとめた基本方針の公表の可否等について議論を行った。



こうした議論の過程においては、データの抽出等に係る事務負担の増加や匿名

化についての具体的な知見の不足について、多くの懸念が示された。

今後の検討にあたっては、関係法令やこうした懸念を踏まえて、従前のとおり

「税務データの外部提供に係る事務負担に留意しつつ、関係法令に従って適切に

対応する」ことを国税庁の基本方針として、諸外国（特に米国、英国）の取組も参

考に、行政機関個人情報保護法において目的外利用や提供の制限の例外が許容さ

れている学術研究について､事務負担の観点から可能な範囲で､外部の研究者と国

税庁との共同研究等の形で税務データを外部の者に利用させる方策を具体化させ

る方向で検討を深めていくこととした。

（注）内閣官房主導で民間における行政データのニーズを棚卸しするための取組である「オー

プンデータ官民ラウンドテーブル」において、民間の事業者から、免税店における訪日外

国人の購買情報のオープン化を希望されており、その対応について検討する必要がある。

凸



(参考） 2019年3月末改定

｢行政手続コスト」削減のための基本計画

I民間給与実態統計調査（国税庁）

1 手続の概要及び電子化の状瀕

① 手続の概要

a) 調査の目的

民間給与実態統計調査は、統計法第2条第4項第3号に規定する基幹統計である民間給与実態

統計を作成するための調査である。民間給与実態統計は､民間の事業所における年間の給与の実態

を、給与階級別、事業所規模別、企業規模別等に明らかにし、併せて、租税収入の見積り、租税負

担の検討及び税務行政運営等の基本資料とすることを目的としている。

b) 調査の対象

民間給与実態統計調査は、調査対象年の12月31日現在の源泉徴収義務者（民間の事業所に限

る｡)のうち標本として一定の方法により抽出された源泉徴収義務者(以下｢標本事業所｣という｡）

及び標本事業所に勤務する給与所得者のうち標本として一定の方法により抽出された給与所得者

（以下「標本給与所得者」という｡）を調査の対象としている。

イ） 標本事業所の抽出

標本事業所の抽出は、国税庁において、事業所を従業員数等によって層別し、それぞれ一定の

抽出率により任意に抽出する方法により行う。

ロ） 標本給与所得者の抽出

標本給与所得者の抽出は､標本事業所において、給与台帳を基に一定の抽出率により抽出する

方法により行う。

c) 調査の方法

民間給与実態統計調査は、標本事業所が、国税局から送付された調査票（事業所に関する事項を

記入する「事業所用調査票」及び給与所得者に関する事項を記入する「給与所得者用調査票｣）に

記入を行い､国税庁が委託する民間事業者を経由して国税庁に提出する方法により行う。それぞれ

の調査票における記入事項は以下のとおり。

・事業所用調査票

事業所の従業員数、年中に支給した給与総額、源泉徴収した所得税額等

・給与所得者用調査票

給与所得者の性別､年齢､給与金額､源泉徴収税額､扶養人員､控除した生命保険料の金額等

なお、国税庁ホームページから専用のファイルをダウンロードし、記入事項を入力した上で、光

ディスク等(CD・DVD・FD・MO)に保存して提出することができる。
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②電子化の状況

民間給与実態統計調査は、オンライン調査システム（政府統計オンライン調査総合窓口）を利用し

て、インターネット回線を利用してオンラインで回答することができる。

オンライン調査システムは、調査期間中であれば1日24時間利用可能である。また、オンライン

調査システムを利用して回答した場合､調査に関する全ての作業がオンラインで完結するため､標本

事業所においては、調査票の記入や郵送事務等を別途行う必要はない。

なお、平成29年分調査におけるオンライン調査システムを利用した回答の割合は29．2％である。

2削減方策（コスト削減の取組内容及びスケジュール）

(1) オンライン調査システム利用勧奨【平成30年分調査（平成31年1月）で実施済み】

調査票を送付する際､オンライン調査システムの利用を勧奨するリーフレットを同封することによ

り、オンライン調査システムを利用した回答割合の向上を図る。

－デジタルファースト原則一

(2)標本給与所得者抽出の簡便化・デジタル化【平成29年分調査（平成30年1月）で実施済み】

標本事業所において標本給与所得者の抽出を簡易に行うことができるよう、標本給与所得者の抽出

作業を自動で行うことができるツールを国税庁ホームページ上に公表した。

一デジタルファースト原則一

(3)オンライン調査システム利用時の画面表示等【平成30年分調査(平成31年1月）で一部実施済み】

記入事項のうち、以下の事項については、オンライン調査システム利用時にあらかじめ画面に表

示し、記入を不要とする。 一ワンスオンリー原則一

①事業所用調査票

※平成31年(2019年)分調査（平成32年(2020年)1月）からは、オンライン調査システムを利

用した回答の有無を問わず、過去に回答した事業所は、あらかじめ画面に表示する。

②給与所得者用調査票

「一連番号」

なお、複数の項目に記載した数値の合計値を記入する以下の記入事項については、システムにより

自動計算できるようにするため、オンライン調査用の調査票を修正し、計算・記入不要とした。 【平

成29年分調査（平成30年1月）実施済み】 一デジタルファースト原則一
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又は住所
全事業所

業種 過去に回答した事業所

担当者氏名・課(係)名・電話番号
過去にオンライン調査システムを利用して回答

した事業所(※）



･給与所得者用調査票

「扶養親族数計｣、 「給与の金額計」

(4) 調査票への事前印字【平成30年分調査（平成31年1月）で一部実施済み】

記入事項のうち、以下の事項については、国税局から送付する調査票にあらかじめ印字し、記入を

不要とする。 －ワンスオンリー原則一

①事業所用調査票

②給与所得者用調査票

「調査対象者ID｣ (毎年全数調査の対象となっている事業所のみ実施）

(5) ICTを活用した源泉徴収票等のデータを調査票に転記するツールの提供等【平成31年(2019年）

分調査（平成32年(2020年)1月）で実施予定】

事業所が調査票を記入する段階において、オンライン等で提出した源泉徴収票等のデータと共通す

る項目を自動的に調査票に転記するツールを提供する。

(6)標本給与所得者数の削減【平成31年(2019年)分調査（平成32年(2020年)1月）で実施予定】

現状の統計上の精度を維持しつつ､標本となる給与所得者を削減する｡具体的には､平成31年(2019年）

分調査(平成32年(2020年)1月)より標本給与所得者数を約2割肖ﾘ減する。

上記の取組みにより、調査票作成時間について、約23％削減を行うことを目標とする。

匡一ﾖﾇ~F許河
1．選定理由

民間給与実態統計調査は統計法上の基幹統計である民間給与実態統計を作成するための調査であ

り、標本事業所数が約28,000事業所と多いことから、コスト計測の対象として「民間給与実態統計

調査」を選定する。

2． コスト計測の方法及び時期

コスト削減の取組として、オンラインによる回答の推進､調査項目への事前印字等及び標本となる

給与所得者の削減を実施することを踏まえ、以下の算式により、全事業者が調査票作成に要する総合

計時間の削減率を算出する。
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イ

コスト計測の実施時期は、平成31年度とする。

1－（取組後の調査票作成総合計時間／基準年の調査票作成総合計時間）

※調査票作成総合計時間は､オンライン回答事業所及び紙面回答事業所それぞれについて、一回答

事業所当たりの調査票作成時間を以下の算式により算出し、これにオンライン回答事業所数及び
紙面回答事業所数をそれぞれ乗じて算出する。

･事業所用調査票作成にかかる時間

一項目当たりの作業時間×回答項目数

･給与所得者用調査票にかかる時間

一項目当たりの作業時間×回答項目数×一回答事業所当たりの平均記入給与所得者数

なお、 「基準年の調査票作成総合計時間」については、平成29年分調査に併せ、標本事業所に対す
るアンケートを実施し、一項目当たりの作業時間を調査し、上記の算式により総合計時間を計測し
た。計測結果は、以下のとおり。

【取組初年度（平成29年度）における計測結果（基準年の調査票作成総合計［時間)】

【

4

回答事業所数 総合計時間

20,874所 95,541時間



保存期間： 3年

(令和3事務年度末）

庄一画一調

諸外国の税務行政に関する調査

企画課では、税務行政の参考とするため、各国の税務当局の執行体制や取組等につ

いて調査を行い、庁内関係部署に対して情報を配信している。

1 企画課における情報の収集及び配信

諸外国における税務行政の最新動向について､各国税務当局のプレスリリースやメ

ディアによる報道等に基づいた情報収集・配信を行うとともに、庁内の関心が高いテ

ーマについて情報収集・取りまとめの上、関係各課に配信している。

2長期出張者が収集した情報の配信

（1）長期出張者調査報告書

庁内で直面している課題や将来的に検討すべき課題について、その検討に資す

るよう、長期出張者が各国税務当局の施策やその執行状況等を現地において調査

し、報告書として取りまとめ、庁ポータルサイトに掲載している。

（2）諸外国の税務行政

諸外国の税務行政に関する基礎的情報については、 「諸外国の税務行政」 として

取りまとめ、庁ポータルサイトに掲載している。

S世界銀行ビジネス環境ランキング「DoingBusinessレポート」関係

世界銀行のビジネス環境ランキング「DoingBusinessレポート」については、 「日

本再興戦略-JapanisBack-」 （平成25年6月14日閣議決定）において「2020年ま

でに、世界銀行のビジネス環境ランキングで日本が現在の先進国15位から3位以内

に入る」 との成果目標(KPI)が設定された。

（注1) ｢DoingBusinessレポート」は、世界銀行が、各国のビジネス環境を各分野（事業設立、建設許可、納税、

貿易等の全10分野)の民間専門家のアンケートに基づき､指標化して順位付けしたもので､毎年10月に公表。

このレポートの順位が低いことが、政府として「行政手続の簡素化」を進める一因となっている。



(注2）納税分野での民間専門家は7人の税理士及び9人の社会保険労務士であり、一定の仮定をおいた架空の企

業を想定して①税率（税引前利益に対する税・社会保険料負担率)、②納付回数（事業を行う際に収める税・

社会保険料の種類数)、③納税時間、④申告後手続時間を測定する。

最新の2019年版のレポートにおいては、全10分野の合計順位は、先進国の中で、

前年の24位から25位に下落し、そのうち、納税分野の順位は先進国の中で29位か

ら34位に下落した。今後とも、納税分野の順位向上のため、 「『行政手続コスト」削

減のための基本計画」に記載された施策を着実に実施するとともに、ランキングに、

より正確に日本の納税環境の実態が反映されるように、上記の専門家に対して、これ

らの施策の効果等について説明するとともに、前提条件の明確化などアンケートの改

善を進める必要がある。



日本の順位の推移
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※各年の報告書が公表された時点での順位

※「納税」分野のOECD順位(世界順位)は、 2015年32位(120位)、 2016年32位(121位)、 2017年29位(70位） 、 2018年29位(68位） 、 DB201934位(97位）である。
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税引前利益に対
申告後手続きに要する時間
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(注)2018年6月にリトアニアがOECDに加盟したため、DB2018は35カ国中、DB2019は36カ国中の順位。

1W位 国名 得点

1 エストニア 99.38

2 オーストリア 98.54

3 ラトビア 98.11

4 ドイツ 97.67

5 ﾘトアニア 97.52

6 一ユージーランド
■■■■

96.90

7 オーストラリア 95.34

8 アメリカ 94.04

9 韓国 93.93

10 スペイン 93.60

11 フィンランド 93.09

12 アイルランド 92.93

13 ポルトガル 92.71

14 フランス 92.40

15 オランダ 91.95

16 チェコ 90.75

16 スウェーデン 90.75

18 デンマーク 89.06

19 アイスランド 87.20

20 スロバキア 87.17

21 ルクセンブルク 83.75

22 ベルギー 83.45

23 スイス 83.21

24 スロベニア 80.03

25 ポーランド 77.36

26 ギリシャ 75.70

27 カナダ 73.23

28 日本 71.69

29 イギリス 71.00

30 ハンガリー 63.94

31 ﾉルウェー 62.65

32 イスラエル 61.36

33 チリ 57.03

34 イタリア 52.39

35 ﾄルコ 50.00

36 ﾒキシコ 40.51

1F 位 宝
l■■■ 名 時間

1 エストニア 50

2 ルクセンブルク 55

3 スイス 63

4 ﾉルウェー 79

5 アイルランド 82

6 ﾌィンランド 90

7 リトアニア 99

8 オーストラリア 105

8 ｲギリス 105

10 オランダ 119

11 スウェーデン 122

12 日本 129.5

13 オーストリア 131

13 カナダ 131

15 デンマーク 132

16 ベルギー 136

17 フランス 139

18 アイスランド 140

18 ニュージーランド 140

20 スペイン 147.5

21 ラトビア 168.5

22 ﾄルコ 170

23 アメリカ 175

24 韓国 188

25 スロバキア 192

26 ギリシャ 193

27 ドイツ 218

28 チェコ 230

29 スロベニア 233

30 イタリア 238

31 イスラエル 239

32 ﾒキシコ 240.5

33 ポルトガル 243

34 ハンガリー 277

35 チリ 296

36 ポーランド 334

ll ； 位 国名 得点

1 アイルランド 94.46

2 デンマーク 91.14

3 ニュージーランド 91.08

4 フィンランド 90.64

5 ラトビア 89.74

6 エストニア 89.56

7 ﾘトアニア 88.66

8 カナダ 88.05

9 スイス 87.66

10 オランダ 87.58

11 ルクセンブルク 87.37

12 イギリス 87.14

13 韓国 86.91

14 オーストラリア 85.64

15 スウェーデン 85.28

16 ﾉルウェー 84.84

17 アイスランド 84.64

18 スペイン 84.58

19 アメリカ 84.14

20 ポルトガル 83.75

21 オーストリア 83.45

22 スロベニア 83.27

23 ドイツ 82.11

24 チェコ 81.42

25 スロバキア 80.62

26 フランス 79.31

27 ベルギー 77.48

28 ギリシャ 76.89

29 ポーランド 76.49

30 チリ 75.28

31 ﾄルコ 74.65

32 ハンガリー 73.81

33 イスラエル 72.56

34 日本 71bl4

35 ﾒキシコ 66.65

36 イタリア 66.32

順位
ﾛ■■■

玉
l■■■ 名 負担率

1 カナダ 20.5

1 ルクセンブルク 20.5

3 デンマーク 23.8

4 アイルランド 26.0

5 イスラエル 26.2

6 スイス 28.8

7 アイスランド 29.4

8 ｲギリス 30.0

9 スロベニア 31.0

10 韓国 33.1

11 チリ 34.0

12 一ユージーランド
■■■■

34.6

13 ラトビア 36‘0

14 ﾉルウェー 37.0

15 ﾌィンランド 37.3

16 ポルトガル 39.8

17 ハンガリー 40.3

18 ポーランド 40.7

19 オランダ 40.8

20 ﾄルコ 40.9

21 リトアニア 42.6

22 アメリカ 43.8

23 チェコ 46.1

氏f ;’24 日本 手46．7

25 スペイン 47.0

26 オーストラリア 47.4

27 エストニア 48.7

28 ドイツ 49.0

29 スウェーデン 49.1

30 スロバキア 49.7

31 オーストリア 51.5

32 ギリシャ 51.9

33 ﾒキシコ 53.0

34 イタリア 53.1

35 ベルギー 57.7

36 フランス 60.4

順位 国名 回数
1 ﾉルウェー 5

2 ﾒキシコ 6

2 スウェーデン 6

3 チリ 7

3 ラトビア 7

3 ニュージーランド 7

3 ポーランド 7

8 カナダ 8

8 チェコ 8

8 エストニア 8

8 フィンランド 8

8 ギリシヤ 8

8 ポルトガル 8

8 スロバキア 8

8 イギリス 8

16 フランス 9

16 ドイツ 9

16 アイルランド 9

16 オランダ 9

16 スペイン 9

21 デンマーク 10

21 ﾘトアニア 10

21 スロベニア 10

21 ﾄルコ 10

25 アメリカ 10．6

26 オーストラリア 11

26 ベルギー 11

26 ハンガリー 11

29 オーストリア 12

29 韓国 12

31 イタリア 14

32 スイス 19

33 アイスランド 21

34 ルクセンブルク 23

35 イスラエル 28

36 日本一 30



保存期間： 3年

(令和3事務年度末）

屋~~菫－司

参事官事務の概要

参事官は､国税総合管理システム(KSKシステム)、国税電子申告・納税システム

(e-Tax)など国税庁の情報システムの整備及び管理に関する事務を所掌してい

る。

1 国税情報システムの概要

(1) KsKシステム

KSKシステムは、全国の国税局と税務署をネットワークで結び、申告・納税の

事績や各種の情報を入力することにより、国税債権などを一元的に管理するととも

に、これらを分析して税務調査や滞納整理に活用するなど、税務行政の根幹となる

各種事務処理の高度化･効率化を図るために導入したコンピュータシステムであり、

平成2年に本格的な開発に着手した後、平成7年より順次運用を開始し、平成13

年以降は全国運用を行っている。

KSKシステムの開発・運用及び管理は、参事官、国税庁事務管理センター（東

京局事務管理第二課及び第三課が運営｡）及びバックアップセンター（大阪局事務

管理第一課が運営｡）が一体となって行っている。

(2) e-Tax

e-Taxは、所得税、法人税、消費税などの申告・納税や法定調書の提出、青

色申告の承認申請などの各種申請・届出について、書面の提出に代えてインターネ

ット等を通じて手続が行える受付システムであり、平成16年2月に名古屋局で運

用を開始し、同年6月以降は全国運用を行っている。

e-Taxの開発・運用及び管理は、参事官、国税庁事務管理センター及びバッ

クアップセンターが一体となって行っている。

（3） 国税庁局LAN・WANシステム

国税庁局LAN･WANシステムは、国税庁と国税局及び税務署を通信回線で接

続し、国税組織全体に対して、電子メールをはじめとする各種機能を提供するもの

であり、平成8年より順次運用を開始し､平成16年以降は全国運用を行っている。

国税庁局LAN･WANシステムの運用及び管理は、参事官、国税庁事務管理セ

ンター、バックアップセンター及び各局事務管理課が行っている。

（4） その他

上記のシステム以外にも、 「集中電話催告システム｣、 「確定申告書等作成コーナ

ー｣、 「国税庁ホームページ」などの運用等を行うとともに、今後は、 「免税販売管

理システム｣、 「適格請求書発行事業者公表サイト （仮称） 」といった新規システム

1



の運用等も行う予定となっている。

2国税情報システムの開発

国税情報システムの開発案件は、税制改正に係るもの、事務処理の簡素化・効率化

及び納税者の利便性向上に係るもの、デジタル・ガバメント推進関係施策に係るもの

などがあり、企画課と協議の上、開発計画を策定し、限られた予算の中で効果的な開

発が行えるよう関係各課と連携して取り組んでいる。

近年､開発規模が増加傾向にあり、特に､令和元年度においては､別添1のとおり、

消費税軽減税率制度の実施、徴収システムと集中電話催告の統合、事務用PCのWi

ndowslOへの移行に伴う対応、輸出物品販売場の免税手続電子化及び適格請求

書保存方式（インボイス制度）の導入など、納税者や事務処理に大きな影響を及ぼす

大型案件の開発に取り組んでいる。

今後も、複数年度に跨る長期大型案件が多くあり、相当規模の開発量が見込まれる

ことから、関係各課とより緊密に連携し、期限までのリリースと品質を確保できるよ

う、適切な開発に努めていく必要がある。

3機器リプレースに係る対応

国税情報システム機器については、技術革新等も踏まえたシステムの安定性・信頼

性の確保及びコスト削減を図ることを目的に、概ね5年周期で定期的にリプレースを

実施している。

機器リプレースについては、国税情報システムの高度化や、情報セキュリティの確

保に配意しつつ検討を進めており、令和元年度以降に実施する主な機器リプレースは、

別添2のとおりとなっている。

なお、機器リプレースに係る各種作業については、限られた期間の中、納税者サー

ビス及び局署の事務に影響を及ぼすことがないよう実施する必要があることから、休

日を活用して作業を行うなど、国税庁事務管理センター、バックアップセンター及び

各局事務管理課と連携しながら対応することとしている。

特に、 LAN･WANシステムのリプレースについては、デジタル・ワークスタイ

ルの実現､データ活用及びシステムの高度化のインフラとなるべき重要なリプレース

である。

4情報セキュリティの確保

国税庁においては納税者の極めて重要な個人情報等を取り扱っていること、また、

政府機関等を狙ったサイバー攻撃（ウェブアプリケーションの脆弱性や設定不備を狙

った攻撃や標的型メール攻撃など）については、年々、巧妙化・多様化している状況

にあることから、情報セキュリティの確保のために、システム面や運用面において、

別添3のとおり、セキュリティ対策を講じている。

今後も引き続き、職員及び納税者の利便性を考慮しつつ、更なる情報セキュリティ

の向上策を検討していく必要がある。

2



S参事官事務の課題等

（1）政府施策等への取り組み

規制改革推進会議や電子政府関係会議等において､政府全体として行政手続の電

子化の徹底やICTを活用した取組が掲げられており、国税庁においても、これら

を踏まえた具体的な対応が求められている。

各施策の実現に当たっては、国税情報システムへの影響も想定されることから、

参事官としても必要性や実現方式の検討段階から参画し、システム対応可否含め、

関係部署と調整を図りつつ、対応していく必要がある。

（副次世代システムの構築に向けた対応

平成29事務年度から企画課のシステム高度化推進PTにおいて、次世代システ

ムの検討が行われている。

現行システムの開発・運用を担当する参事官においては、KSKシステムやe－

Taxのシステム構成等に関する情報を、システム高度化推進PTと共有するとと

もに、システムやデータベースの設計及びレビュー、データ移行など、システム高

度化推進PTとの連携が必要となる業務を行っていく。

（3） データ活用の推進

次世代システムは､主務課等のユーザに多様なデータを提供する｢データ還元型」

のシステムとすることを基本コンセプトの一つとしており、データを活用した税務

行政の実現に向けて、平成29事務年度から、参事官とシステム高度化推進PT(デ

ータ活用担当)、各局事務管理課が連携して、データ活用を推進している。

データ活用が組織文化として定着するには時間を要することから、次世代システ

ムの稼動を見据え､計画的に継続してデータ活用の推進に取り組むため、平成30事

務年度に、 「データ活用推進第一次中期計画」を策定した。令和元事務年度は、当該

中期計画を踏まえ､データ活用に対する職員の意識を醸成し、システム環境の整備、

体制整備及び人材育成を進めながら、引き続き、データ活用を推進していく。

（4） システム部署の在り方

経済活動の複雑化や高度情報化等、税務行政を取り巻く環境が大きく変化し、国

税組織においても、次世代システムの検討が始まり、データ活用を推進するなど、

システム部署を巡る環境が大きく変化している。

こうした中、システム部署においても、これまでのシステムの安定運用や情報セ

キュリティの確保などの、いわば「守り」の役割だけでなく、より積極的に、国税

組織に貢献していく必要があるのではないかとの問題意識の下､平成30事務年度

に議論を行った。具体的には、今後は、

①主務課の業務課題に対して、 ICT面から積極的に、主務課とともに解決策を

検討

②新技術の導入による、国税組織における業務の刷新を提案

③主務課の｢橋渡し人材｣の育成

といった「攻め」の役割を果たし、国税組織に積極的に貢献していくこととし、令

和元事務年度は、局の規模に応じた役割分担について、 さらに検討を進めていく。

3



別添1

令和元年度の主な開発案件
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H30年度 国際観光旅客税の創設に伴う納付事績、計算書

明細の入力、決議事績の入力及び管理を行う。

消費税の軽減税率制度の実施に伴う届出書及

び申告書の様式変更等に対応する。
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相続税申告書の

る 。

e-Tax による受付を可能とす

R元年度 適格請求書保存方式（イ

ンボイス制度）の導入

＜新規システム＞

揮発油税及び石油ガス税

の電子申告利用

調査支援機能の強化

(国際課税データベー

ス）

適格請求書発行事業者登録制度の創設に伴う、

登録申請情報の入力、登録番号の付番及び公

表、登録事業者の管理等を行う。

国税電子申告・納税システム(e-Tax)に揮発油

税及び石油ガス税の申告等手続きを追加する。

年末調整で使用する住宅借入金等特別控除申

告書について、電子的に交付することを可能と

する ◎

海外子会社情報等に係るデータベースを拡充・

一元化するとともに、データのダウンロードを

可能とする。

R3年度

R2年度

R2年度



別添2

令和元年度以降の主な機器リプレース

着手年度 案件 JJLJ〃J≦ jずい，ﾘﾒ了リプレース概要
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サービス
: : γ"? 弓

開始時期

H30年度 WindowslO対応機器の

整備

KSKオープンシステ

ム機器リプレース

免税販売管理システム

用機器の整備

WindowslOへの移行に必要となるサーバ機器を

整備するとともに､令和元年9月から12月にか

けて全ての事務用パソコンのOSをWindowslO

へ移行する。

維持管理の簡素化及び費用削減を目的として、

徴収システムと集中電話催告システムの統合、

資料調査システムと個人法人関連情報システム

の統合など、システムを跨いだ機器の集約・統

合を実施する。

消費税免税販売手続の電子化に伴い、免税店事

業者から送信される購入記録情報を受信・管理

するためのシステム用機器を整備する。

R元年9月

R2年1月

R2年4月

R元年度 国税庁等ホームページ

機器リプレース

KSKメインフレーム

機器リプレース

災害時等に現用機や設置設備が罹災した場合で

も継続してサービスを提供可能とするため、新

たにバックアップシステムを構築する。

維持管理の簡素化及び費用削減を目的として、

センター機器の性能見直し及び局署サーバの廃

止を実施する。

R2年4月

R3年1月

R2年度 テレワーク・モバイル

環境用機器リプレース

e-Tax機器リプレ

－ス

調査・徴収事務における行政文書等の持ち出し

に係る事務の効率化及び育児休業者等の利便性

の向上に向け、関係各課と連携し、機器構成等

の検討を実施する。

更なる運転時間の拡大及びセキュリティの向上

を念頭に機器構成を検討するとともに、維持管

理の簡素化及び費用削減を目的として、サーバ

機器の集約・統合を実施する。
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国税庁における主なセキュリティ対策

I垂葱豈墓画函忍二1
納税者情報を取り扱う事務用パソコンは、インターネットに接続するパソコンと分離し、インターネットからの不正アク

セスを受けにくい構成を構築

納税者情報を管理するKSKシステム及びe-Taxと外部環境との接続は、ファイアウォール等で不正通信を防御し、
KSKシステムと外部機関とのデータ連携は、他からアクセスが遮断された専用回線を使用。

インターネット用パソコンでは、ログオフ又はシャットダウン時に、パソコン内のファイルを自動消去

国税組織外への電子メール送信時における添付ファイルの自動暗号化

DDoS (ディードス）攻撃↑対策として通信の負荷分散ないし遮断を行う機能の導入

＞

＞

シ
シ
シ

セキュリティ規程において、インターネット用パソコンでは納税者情報の取扱いを禁止

セキュリティ規程について、政府統一基準群の改正や最新のセキュリティ動向等を踏まえた不断の見直し

国税情報システムに係るセキュリティ対策の実施状況等について、民間業者や内閣サイバーセキュリテイセンター（以下

「NISC」という。 ）等による外部監査等

・外部審査機関によるISO( ISMS)認証2に係る更新・維持審査
・外部専門業者によるウェブコンテンツ診断
･NISCによるマネジメント監査

･NISCによるペネトレーションテスト3

非常勤職員を含む全職員に対する情報セキュリティ研修

セキュリティ規程の遵守状況についての定期的な点検や実地による監査

インターネット用電子メールの利用者に対する標的型メール攻撃に対する訓練

シ
シ
院

シ
シ
ン

1 DDoS (DistributedDenial ofService)攻撃・ ・ ・標的となるサーバに対して、大量のコンピュータ等からデータを一斉に送出し、Webサ
イトや通信経路の機能を停止させる攻撃をいう。

2 1SO( ISMS)認証・ ・ ・情報セキュリティマネジメントシステム(ISMS:InformationSecurityManagementSystem)の国際規格
(ISO27001)及び国内規格(JISQ27001)に適合すると認められた、情報セキュリティマネジメントシステム適合性評価制度に基づく認証のこと。

ISMSとは、保護すべき情報資産が機密性、完全性及び可用性において適切に管理された状態であることを維持するために必要な計画、運用、見

直し及び改善を実施するための組織的取組をいう。

3ペネトレーションテスト・ ・ ・既知の技術を用いてシステムへの侵入を試みることで、脆弱性がないかを確認するテストをいう。
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